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承認第 1号 

阿南市税条例の一部を改正する条例に係る専決処分の承認について 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定に基づき、別記のとおり専決処分をしたので、同条第 

３項の規定により、これを報告し、その承認を求める。 

　　令和８年６月１日提出 

阿南市長　岩　佐　義　弘 

 

提案理由 

阿南市税条例（昭和３３年阿南市条例第１３号）の一部改正について、地方自治法第１７９条第１項の規定に基づき専 

決処分をしたので、同条第３項の規定により、これを報告し、その承認を求める必要がある。これが、この案件を提出す 

る理由である。 

 

 



別記 

専決第５号 

専　決　処　分　書 

阿南市税条例の一部を改正する条例について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定に基づ

き、次のとおり専決処分にする。 

　　令和８年３月３１日専決 

 

阿南市長　岩　佐　義　弘 

 

阿南市条例第１４号 

阿南市税条例の一部を改正する条例 

阿南市税条例（昭和３３年阿南市条例第１３号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

 改正後 改正前

 （納税証明事項） 

第１８条の３　地方税法施行規則（昭和２９年総理府令第２３

号。以下「施行規則」という。）第１条の９第２号に規定す

る事項は、道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５号）第

５９条第１項に規定する検査対象軽自動車又は二輪の小型自

動車について、天災その他やむを得ない事由により、軽自動

車税を滞納している場合においてその旨とする。 

（納期限後に納付し又は納入する税金又は納入金に係る延滞 

金） 

第１９条　納税者又は特別徴収義務者は、第４０条、第４６条

（納税証明事項） 

第１８条の３　地方税法施行規則（昭和２９年総理府令第２３ 

号。以下「施行規則」という。）第１条の９第２号に規定す 

る事項は、道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５号）第 

５９条第１項に規定する検査対象軽自動車又は二輪の小型自 

動車について、天災その他やむを得ない事由により、種別割 

を滞納している場合においてその旨とする。 

（納期限後に納付し又は納入する税金又は納入金に係る延滞 

金） 

第１９条　納税者又は特別徴収義務者は、第４０条、第４６条



 、第４６条の２若しくは第４６条の５（第５３条の７の２に 

おいて準用する場合を含む。以下この条において同じ。）、 

第４７条の４第１項（第４７条の５第３項において準用する 

場合を含む。以下この条において同じ。）、第４８条第１項

（法第３２１条の８第３４項及び第３５項の申告書に係る部

分を除く。）、第５３条の７、第６７条、第８３条第２項、

第９８条第１項若しくは第２項、第１０２条第２項、第１０

５条、第１３９条第１項又は第１４５条第３項に規定する納

期限後にその税金を納付し、又は納入金を納入する場合には

、当該税額又は納入金額にその納期限（納期限の延長があっ

たときは、その延長された納期限とする。第１号、第２号及

び第５号において同じ。）の翌日から納付又は納入の日まで

の期間の日数に応じ、年１４．６パーセント（次の各号に掲

げる税額の区分に応じ、第１号から第４号までに掲げる期間

並びに第５号及び第６号に定める日までの期間については、

年７．３パーセント）の割合を乗じて計算した金額に相当す

る延滞金額を加算して納付書によって納付し、又は納入書に

よって納入しなければならない。 

⑴　［略］ 

⑵　第９８条第１項若しくは第２項の申告書又は第１３９条

第１項の申告書に係る税額（第４号に掲げる税額を除く。

）　当該税額に係る納期限の翌日から１月を経過する日ま

での期間 

⑶　第９８条第１項若しくは第２項の申告書又は第１３９条

第１項の申告書でその提出期限後に提出したものに係る税

額　当該提出した日までの期間又はその日の翌日から１月

、第４６条の２若しくは第４６条の５（第５３条の７の２に 

おいて準用する場合を含む。以下この条において同じ。）、 

第４７条の４第１項（第４７条の５第３項において準用する 

場合を含む。以下この条において同じ。）、第４８条第１項

（法第３２１条の８第３４項及び第３５項の申告書に係る部

分を除く。）、第５３条の７、第６７条、第８１条の６第１

項、第８３条第２項、第９８条第１項若しくは第２項、第１

０２条第２項、第１０５条、第１３９条第１項又は第１４５

条第３項に規定する納期限後にその税金を納付し、又は納入

金を納入する場合には、当該税額又は納入金額にその納期限

（納期限の延長があったときは、その延長された納期限とす

る。第１号、第２号及び第５号において同じ。）の翌日から

納付又は納入の日までの期間の日数に応じ、年１４．６パー

セント（次の各号に掲げる税額の区分に応じ、第１号から第

４号までに掲げる期間並びに第５号及び第６号に定める日ま

での期間については、年７．３パーセント）の割合を乗じて 

計算した金額に相当する延滞金額を加算して納付書によって

納付し、又は納入書によって納入しなければならない。 

⑴　［略］ 

⑵　第８１条の６第１項の申告書、第９８条第１項若しくは

第２項の申告書又は第１３９条第１項の申告書に係る税額

（第４号に掲げる税額を除く。）　当該税額に係る納期限

の翌日から１月を経過する日までの期間 

⑶　第８１条の６第１項の申告書、第９８条第１項若しくは

第２項の申告書又は第１３９条第１項の申告書でその提出

期限後に提出したものに係る税額　当該提出した日までの



 を経過する日までの期間 

⑷～⑹　［略］ 

（所得割の課税標準）

期間又はその日の翌日から１月を経過する日までの期間 

⑷～⑹　［略］ 

（所得割の課税標準）

 第３３条　［略］ 

２　［略］ 

３　法第２３条第１項第１５号に規定する特定配当等（次項及 

び第３４条の８において「特定配当等」という。）（同号ロ 

に掲げるものを除く。以下この項において同じ。）に係る所 

得を有する者に係る総所得金額は、当該特定配当等に係る所 

得の金額を除外して算定する。 

４～６　［略］ 

（寄附金税額控除） 

第３４条の６　［略］ 

２　前項の特例控除額は、法第３１４条の７第１１項（法附則 

第５条の６第３項又は第４項の規定により読み替えて適用さ 

れる場合を含む。）に定めるところにより計算した金額とす 

る。 

（市民税の申告） 

第３６条の２　第２３条第１項第１号に掲げる者は、３月１５ 

日までに施行規則第５号の４様式（別表）による申告書を市 

長に提出しなければならない。ただし、法第３１７条の６第 

１項又は第４項の規定により給与支払報告書又は公的年金等 

支払報告書を提出する義務がある者から、１月１日現在にお 

いて給与又は公的年金等の支払を受けている者で、前年中に 

おいて給与所得以外の所得又は公的年金等に係る所得以外の 

所得を有しなかったもの（公的年金等に係る所得以外の所得 

第３３条　［略］ 

２　［略］ 

３　法第２３条第１項第１５号に規定する特定配当等（以下こ 

の項及び次項並びに第３４条の８において「特定配当等」と 

いう。）に係る所得を有する者に係る総所得金額は、当該特 

定配当等に係る所得の金額を除外して算定する。 

 

４～６　［略］ 

（寄附金税額控除） 

第３４条の６　［略］ 

２　前項の特例控除額は、法第３１４条の７第１１項（法附則 

第５条の６第２項の規定により読み替えて適用される場合を 

含む。）に定めるところにより計算した金額とする。 

 

（市民税の申告） 

第３６条の２　第２３条第１項第１号に掲げる者は、３月１５ 

日までに施行規則第５号の４様式（別表）による申告書を市 

長に提出しなければならない。ただし、法第３１７条の６第 

１項又は第４項の規定により給与支払報告書又は公的年金等 

支払報告書を提出する義務がある者から、１月１日現在にお 

いて給与又は公的年金等の支払を受けている者で、前年中に 

おいて給与所得以外の所得又は公的年金等に係る所得以外の 

所得を有しなかったもの（公的年金等に係る所得以外の所得 



 を有しなかった者で社会保険料控除額（令第４８条の９の７ 

に規定するものを除く。）、小規模企業共済等掛金控除額、 

生命保険料控除額、地震保険料控除額、勤労学生控除額、配 

偶者特別控除額（所得割の納税義務者（前年の合計所得金額

が９００万円以下であるものに限る。）の法第３１４条の２

第１項第１０号の２に規定する自己と生計を一にする配偶者

（前年の合計所得金額が９５万円以下であるものに限る。）

で控除対象配偶者に該当しないものに係るものを除く。）、

法第３１４条の２第４項に規定する扶養控除額若しくは特定

親族特別控除額（特定親族（同条第１項第１２号に規定する

特定親族をいう。第３６条の３の２第１項第３号並びに第３

６条の３の３第１項及び第２項第４号において同じ。）（前

年の合計所得金額が８５万円以下であるものに限る。）に係

るものを除く。）の控除又はこれらと併せて雑損控除額若し

くは医療費控除額の控除、法第３１３条第８項に規定する純

損失の金額の控除、同条第９項に規定する純損失若しくは雑

損失の金額の控除若しくは第３４条の６第１項及び第２項の

規定により控除すべき金額（以下この条において「寄附金税

額控除額」という。）の控除を受けようとするものを除く。

以下この条において「給与所得等以外の所得を有しなかった

者」という。）及び第２４条第２項に規定する者（施行規則

第２条の２第１項の表の上欄の（二）に掲げる者を除く。）

については、この限りでない。 

２～９　［略］ 

（個人の市民税に係る給与所得者の扶養親族等申告書） 

第３６条の３の２　所得税法第１９４条第１項の規定により同

を有しなかった者で社会保険料控除額（令第４８条の９の７ 

に規定するものを除く。）、小規模企業共済等掛金控除額、 

生命保険料控除額、地震保険料控除額、勤労学生控除額、配 

偶者特別控除額（所得割の納税義務者（前年の合計所得金額

が９００万円以下であるものに限る。）の法第３１４条の２

第１項第１０号の２に規定する自己と生計を一にする配偶者

（前年の合計所得金額が９５万円以下であるものに限る。）

で控除対象配偶者に該当しないものに係るものを除く。）、

法第３１４条の２第４項に規定する扶養控除額若しくは特定

親族特別控除額（特定親族（同条第１項第１２号に規定する

特定親族をいう。第３６条の３の２第１項第３号及び第３６

条の３の３第１項において同じ。）（前年の合計所得金額が 

８５万円以下であるものに限る。）に係るものを除く。）の 

控除又はこれらと併せて雑損控除額若しくは医療費控除額の 

控除、法第３１３条第８項に規定する純損失の金額の控除、 

同条第９項に規定する純損失若しくは雑損失の金額の控除若 

しくは第３４条の６第１項及び第２項の規定により控除すべ 

き金額（以下この条において「寄附金税額控除額」という。 

）の控除を受けようとするものを除く。以下この条において 

「給与所得等以外の所得を有しなかった者」という。）及び 

第２４条第２項に規定する者（施行規則第２条の２第１項の 

表の上欄の（二）に掲げる者を除く。）については、この限 

りではない。 

２～９　［略］ 

（個人の市民税に係る給与所得者の扶養親族等申告書） 

第３６条の３の２　所得税法第１９４条第１項の規定により同



 項に規定する申告書を提出しなければならない者（以下この

条において「給与所得者」という。）で市内に住所を有する 

ものは、当該申告書の提出の際に経由すべき同項に規定する

項に規定する申告書を提出しなければならない者（以下この

条において「給与所得者」という。）で市内に住所を有する 

ものは、当該申告書の提出の際に経由すべき同項に規定する

 給与等の支払者（以下この条において「給与支払者」という 

。）から毎年最初に給与の支払を受ける日の前日までに、施 

行規則で定めるところにより、次に掲げる事項を記載した申 

告書を、当該給与支払者を経由して、市長に提出しなければ 

ならない。 

⑴　［略］　 

⑵　所得割の納税義務者（合計所得金額が１，０００万円以 

下であるものに限る。）の自己と生計を一にする配偶者（ 

法第３１３条第３項に規定する青色事業専従者に該当する 

もので同項に規定する給与の支払を受けるもの及び同条第 

４項に規定する事業専従者に該当するものを除く。次条第 

１項第２号において同じ。）（合計所得金額が１３３万円 

以下であるものに限る。）の氏名 

⑶・⑷　［略］ 

２～４　［略］ 

５　給与所得者は、第１項及び第３項の規定による申告書の提 

出の際に経由すべき給与支払者が令第４８条の９の７の２に 

おいて準用する令第８条の２の２に規定する要件を満たす場 

合には、施行規則で定めるところにより、当該申告書の提出 

に代えて、当該給与支払者に対し、当該申告書に記載すべき 

事項を電磁的方法（電子情報処理組織を使用する方法その他 

の情報通信の技術を利用する方法であって施行規則で定める 

ものをいう。次条第５項及び第５３条の９第３項において同 

給与等の支払者（以下この条において「給与支払者」という 

。）から毎年最初に給与の支払を受ける日の前日までに、施 

行規則で定めるところにより、次に掲げる事項を記載した申 

告書を、当該給与支払者を経由して、市長に提出しなければ 

ならない。 

⑴　［略］ 

⑵　所得割の納税義務者（合計所得金額が１，０００万円以 

　下であるものに限る。）の自己と生計を一にする配偶者（ 

　法第３１３条第３項に規定する青色事業専従者に該当する 

　もので同項に規定する給与の支払を受けるもの及び同条第 

　４項に規定する事業専従者に該当するものを除き、合計所 

　得金額が１３３万円以下であるものに限る。次条第１項に 

　おいて同じ。）の氏名 

⑶・⑷　［略］ 

２～４　［略］ 

５　給与所得者は、第１項及び第３項の規定による申告書の提

出の際に経由すべき給与支払者が令第４８条の９の７の２に

おいて準用する令第８条の２の２に規定する要件を満たす場

合には、施行規則で定めるところにより、当該申告書の提出

に代えて、当該給与支払者に対し、当該申告書に記載すべき

事項を電磁的方法（電子情報処理組織を使用する方法その他

の情報通信の技術を利用する方法であって施行規則で定める

ものをいう。次条第４項及び第５３条の９第３項において同



 じ。）により提供することができる。 

６　［略］ 

（個人の市民税に係る公的年金等受給者の扶養親族等申告書

　） 

第３６条の３の３　次に掲げる者（以下この条において「公的

年金等受給者」という。）は、公的年金等支払者（所得税法

第２０３条の６第１項に規定する申告書の提出の際に経由す

べき同項に規定する公的年金等（以下この項において「公的

年金等」という。）の支払者をいう。以下この条において同

じ。）から毎年最初に公的年金等の支払を受ける日の前日ま

でに、施行規則で定めるところにより、次項各号に掲げる事

項を記載した申告書を、当該公的年金等支払者を経由して、 

市長に提出しなければならない。

じ。）により提供することができる。 

６　［略］ 

（個人の市民税に係る公的年金等受給者の扶養親族等申告書

） 

第３６条の３の３　所得税法第２０３条の６第１項の規定によ

り同項に規定する申告書を提出しなければならない者又は法

の施行地において同項に規定する公的年金等（所得税法第２

０３条の７の規定の適用を受けるものを除く。以下この項に

おいて「公的年金等」という。）の支払を受ける者であって

、特定配偶者（所得割の納税義務者（合計所得金額が９００

万円以下であるものに限る。）の自己と生計を一にする配偶

者（退職手当等（第５３条の２に規定する退職手当等に限る 

。以下この項において同じ。）に係る所得を有する者であっ

 ⑴　所得税法第２０３条の６第１項の規定により同項に規定 

する申告書を提出しなければならない者 

⑵　法の施行地において公的年金等（所得税法第２０３条の 

７の規定の適用を受けるものを除く。）の支払を受ける第 

２３条第１項第１号に掲げる者であって、特定配偶者（所 

得割の納税義務者（合計所得金額が９００万円以下である 

ものに限る。）の自己と生計を一にする配偶者（合計所得 

金額が９５万円以下であるものに限る。）をいう。次号及 

び次項第３号において同じ。）（退職手当等（第５３条の 

２に規定する退職手当等に限る。以下この号において同じ 

。）に係る所得を有する者に限る。）又は扶養親族（年齢 

１６歳未満の者又は控除対象扶養親族であって退職手当等 

に係る所得を有する者に限る。）若しくは特定親族（退職 

　て、合計所得金額が９５万円以下であるものに限る。）をい 

う。第２号において同じ。）又は扶養親族（年齢１６歳未満 

の者又は控除対象扶養親族であって退職手当等に係る所得を 

有する者に限る。）若しくは特定親族（退職手当等に係る所 

得を有する者であって、合計所得金額が８５万円以下である 

ものに限る。）を有する者（以下この条において「公的年金 

等受給者」という。）で市内に住所を有するものは、当該申 

告書の提出の際に経由すべき所得税法第２０３条の６第１項 

に規定する公的年金等の支払者（以下この条において「公的 

年金等支払者」という。）から毎年最初に公的年金等の支払 

を受ける日の前日までに、施行規則で定めるところにより、 

次に掲げる事項を記載した申告書を、当該公的年金等支払者 

を経由して、市長に提出しなければならない。 



 手当等に係る所得を有する者であって、合計所得金額が８ 

５万円以下であるものに限る。）を有する者 
⑶　法の施行地において公的年金等（所得税法第２０３条の 

７の規定の適用を受けるものに限る。）の支払を受ける第 

２３条第１項第１号に掲げる者（当該年中に支払を受ける 

べき当該公的年金等の額がその年最初に当該公的年金等の 

支払を受けるべき日の前日の現況において令第４８条の９ 

の７の３に定める金額に満たない者を除く。）であって、 

障害者、寡婦若しくはひとり親に該当する者又は特定配偶 

者若しくは扶養親族（年齢１６歳未満の者又は控除対象扶 

養親族に限る。）若しくは特定親族（合計所得金額が８５ 

万円以下であるものに限る。）を有する者 

２　前項の規定による申告書の記載事項は、次に掲げる事項と

⑴　当該公的年金等支払者の名称 

⑵　特定配偶者の氏名 

⑶　扶養親族又は特定親族の氏名 

⑷　その他施行規則で定める事項

 する。 

⑴　公的年金等支払者の名称 

⑵　公的年金等受給者が、法第３１４条の２第１項第６号に 

規定する特別障害者又はその他の障害者に該当する場合に 

はその旨及びその該当する事実並びに寡婦又はひとり親に 

該当する場合にはその旨 

⑶　特定配偶者の氏名 

⑷　扶養親族又は特定親族の氏名 

⑸　その他施行規則で定める事項 

３　第１項又は法第３１７条の３の３第１項の規定による申告 

書を公的年金等支払者を経由して提出する場合において、当 

該申告書に記載すべき事項がその年の前年において当該公的 

年金等支払者を経由して提出した第１項又は同条第１項の規 

定による申告書に記載した事項と異動がないときは、公的年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２　前項又は法第３１７条の３の３第１項の規定による申告書 

を公的年金等支払者を経由して提出する場合において、当該 

申告書に記載すべき事項がその年の前年において当該公的年 

金等支払者を経由して提出した前項又は法第３１７条の３の 

３第１項の規定による申告書に記載した事項と異動がないと 



 金等受給者は、当該公的年金等支払者が所得税法第２０３条 

の６第２項に規定する国税庁長官の承認を受けている場合に 

限り、施行規則で定めるところにより、第１項又は法第３１ 

７条の３の３第１項の規定により記載すべき事項に代えて当 

該異動がない旨を記載した第１項又は同条第１項の規定によ 

る申告書を提出することができる。 

４　［略］ 

５　公的年金等受給者は、第１項の規定による申告書の提出の

際に経由すべき公的年金等支払者が令第４８条の９の８にお

いて準用する令第８条の２の２に規定する要件を満たす場合

には、施行規則で定めるところにより、当該申告書の提出に 

代えて、当該公的年金等支払者に対し、当該申告書に記載す

きは、公的年金等受給者は、当該公的年金等支払者が所得税 

法第２０３条の６第２項に規定する国税庁長官の承認を受け 

ている場合に限り、施行規則で定めるところにより、前項又 

は法第３１７条の３の３第１項の規定により記載すべき事項 

に代えて当該異動がない旨を記載した前項又は法第３１７条 

の３の３第１項の規定による申告書を提出することができる。

３　［略］ 

４　公的年金等受給者は、第１項の規定による申告書の提出の

際に経由すべき公的年金等支払者が令第４８条の９の７の３

において準用する令第８条の２の２に規定する要件を満たす

場合には、施行規則で定めるところにより、当該申告書の提

出に代えて、当該公的年金等支払者に対し、当該申告書に記

 べき事項を電磁的方法により提供することができる。 

６　前項の規定の適用がある場合における第４項の規定の適用

については、同項中「申告書が」とあるのは「申告書に記載

すべき事項を」と、「公的年金等支払者に受理されたとき」

とあるのは「公的年金等支払者が提供を受けたとき」と、「

受理された日」とあるのは「提供を受けた日」とする。 

（固定資産税の免税点） 

第６３条　同一の者についてその者の所有に係る土地、家屋又

は償却資産に対して課する固定資産税の課税標準となるべき

額が土地又は家屋にあっては３０万円、償却資産にあっては

１８０万円に満たない場合においては、固定資産税を課さな

い。 

（軽自動車税の納税義務者等） 

第８０条　軽自動車税は、軽自動車等に対し、その所有者に課

載すべき事項を電磁的方法により提供することができる。 

５　前項の規定の適用がある場合における第３項の規定の適用 

については、同項中「申告書が」とあるのは「申告書に記載 

すべき事項を」と、「公的年金等支払者に受理されたとき」 

とあるのは「公的年金等支払者が提供を受けたとき」と、「 

受理された日」とあるのは「提供を受けた日」とする。 

（固定資産税の免税点） 

第６３条　同一の者についてその者の所有に係る土地、家屋又 

は償却資産に対して課する固定資産税の課税標準となるべき 

額が土地にあっては３０万円、家屋にあっては２０万円、償 

却資産にあっては１５０万円に満たない場合においては、固 

定資産税を課さない。 

（軽自動車税の納税義務者等） 

第８０条　軽自動車税は、三輪以上の軽自動車に対し、当該三



 する。 

 

 

 

 

 

２　軽自動車等の所有者が法第４４５条第１項の規定により軽

自動車税を課することができない者である場合には、前項の

規定にかかわらず、当該軽自動車等の使用者に軽自動車税を

課する。ただし、公用又は公共の用に供する軽自動車等につ

いては、この限りでない。 

　（軽自動車税のみなす課税）

輪以上の軽自動車の取得者（以下この節において「三輪以上

の軽自動車の取得者」という。）に環境性能割によって、軽

自動車等に対し、当該軽自動車等の所有者に種別割によって

課する。 

２　三輪以上の軽自動車の取得者には、法第４４３条第２項に

規定する者を含まないものとする。 

３　軽自動車等の所有者が法第４４５条第１項の規定により種

別割を課することができない者である場合には、第１項の規

定にかかわらず、その使用者に課する。ただし、公用又は公

共の用に供する軽自動車等についてはこれを課さない。 

 

（軽自動車税のみなす課税）

 第８１条　軽自動車等の売買契約において売主が当該軽自動車

等の所有権を留保している場合には、買主を軽自動車等の所

有者とみなして、軽自動車税を課する。 

 

２　前項の規定の適用を受ける売買契約に係る軽自動車等につ

いて、買主の変更があったときは、新たに買主となる者を軽

自動車等の所有者とみなして、軽自動車税を課する。 

 

 

 

 

 

 

 

第８１条　軽自動車等の売買契約において売主が当該軽自動車

等の所有権を留保している場合には、軽自動車税の賦課徴収

については、買主を三輪以上の軽自動車の取得者又は軽自動

車等の所有者とみなして、軽自動車税を課する。 

２　前項の規定の適用を受ける売買契約に係る軽自動車等につ

いて、買主の変更があったときは、新たに買主となる者を三

輪以上の軽自動車の取得者又は軽自動車等の所有者とみなし

て、軽自動車税を課する。 

３　法第４４４条第３項に規定する販売業者等（以下この項に

おいて「販売業者等」という。）が、その製造により取得し

た三輪以上の軽自動車又はその販売のためその他運行（道路

運送車両法第２条第５項に規定する運行をいう。次項におい

て同じ。）以外の目的に供するため取得した三輪以上の軽自

動車について、当該販売業者等が、同条第３項に規定する車



  

 

 

 

 

 

 

 

 

両番号の指定を受けた場合（当該車両番号の指定前に第１項

の規定の適用を受ける売買契約の締結が行われた場合を除く

。）には、当該販売業者等を三輪以上の軽自動車の取得者と

みなして、環境性能割を課する。 

４　法の施行地外で三輪以上の軽自動車を取得した者が、当該

三輪以上の軽自動車を法の施行地内に持ち込んで運行の用に

供した場合には、当該三輪以上の軽自動車を運行の用に供す

る者を三輪以上の軽自動車の取得者とみなして、環境性能割

を課する。 

（環境性能割の課税標準） 

第８１条の３　環境性能割の課税標準は、三輪以上の軽自動車 

　の取得のために通常要する価額として施行規則第１５条の１

 ０に定めるところにより算定した金額とする。 

（環境性能割の税率） 

第８１条の４　次の各号に掲げる三輪以上の軽自動車に対して

課する環境性能割の税率は、当該各号に定める率とする。 

⑴　法第４５１条第１項（同条第４項又は第５項において準

用する場合を含む。）の規定の適用を受けるもの　１００

分の１ 

⑵　法第４５１条第２項（同条第４項又は第５項において準

用する場合を含む。）の規定の適用を受けるもの　１００

分の２ 

⑶　法第４５１条第３項の規定の適用を受けるもの　１００

分の３ 

（環境性能割の徴収の方法） 

第８１条の５　環境性能割の徴収については、申告納付の方法 



 によらなければならない。 

（環境性能割の申告納付） 

第８１条の６　環境性能割の納税義務者は、法第４５４条第１ 

項各号に掲げる三輪以上の軽自動車の区分に応じ、当該各号 

に定める時又は日までに、施行規則第３３号の４様式による 

申告書を市長に提出するとともに、その申告に係る環境性能 

割額を納付しなければならない。 

２　三輪以上の軽自動車の取得者（環境性能割の納税義務者を 

除く。）は、法第４５４条第１項各号に掲げる区分に応じ、 

当該各号に定める時又は日までに、施行規則第３３号の４様 

式による報告書を市長に提出しなければならない。 

（環境性能割に係る不申告等に関する過料）

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第８１条の７　環境性能割の納税義務者が前条の規定により申 

告し、又は報告すべき事項について正当な事由がなくて申告 

又は報告をしなかった場合には、その者に対し、１０万円以 

下の過料を科する。 

２　前項の過料の額は、情状により、市長が定める。 

３　第１項の過料を徴収する場合において発する納入通知書に 

指定すべき納期限は、その発付の日から１０日以内とする。 

（環境性能割の減免） 

第８１条の８　市長は、公益のため直接専用する三輪以上の軽 

自動車又は第９０条第１項各号に掲げる軽自動車等（三輪以 

上のものに限る。）のうち必要と認めるものに対しては、環 

境性能割を減免する。 

２　前項の規定による環境性能割の減免を受けるための手続そ 

の他必要な事項については、規則で定める。 



 （軽自動車税の税率） 

第８２条　次の各号に掲げる軽自動車等に対して課する軽自動 

車税の税率は、１台についてそれぞれ当該各号に定める額と 

する。 

⑴～⑶　［略］ 

（軽自動車税の賦課期日及び納期） 

第８３条　軽自動車税の賦課期日は、４月１日とする。 

２　軽自動車税の納期は、５月１日から同月３１日までとする。

３　［略］ 

（軽自動車税の徴収の方法） 

第８５条　軽自動車税は、普通徴収の方法によって徴収する。 

（軽自動車税に関する申告又は報告）

（種別割の税率） 

第８２条　次の各号に掲げる軽自動車等に対して課する種別割 

の税率は、１台についてそれぞれ当該各号に定める額とする。

 

⑴～⑶　［略］ 

（種別割の賦課期日及び納期） 

第８３条　種別割の賦課期日は、４月１日とする。 

２　種別割の納期は、５月１日から同月３１日までとする。 

３　［略］ 

（種別割の徴収の方法） 

第８５条　種別割は、普通徴収の方法によって徴収する。 

（種別割に関する申告又は報告）

 第８７条　軽自動車税の納税義務者である軽自動車等の所有者 

又は使用者（以下この節において「軽自動車等の所有者等」 

という。）は、軽自動車等の所有者等となった日から１５日 

以内に、軽自動車及び二輪の小型自動車の所有者又は使用者 

にあっては施行規則第３３号の４様式による申告書、原動機 

付自転車及び小型特殊自動車の所有者又は使用者にあっては 

施行規則第３３号の５様式による申告書並びにその者の住所 

を証明すべき書類を市長に提出しなければならない。 

２　前項の申告書を提出した者は、当該申告事項について変更 

があった場合においては、その事由が生じた日から１５日以 

内に、当該変更があった事項について軽自動車及び二輪の小 

型自動車の所有者又は使用者にあっては施行規則第３３号の 

４様式による申告書並びに原動機付自転車及び小型特殊自動 

車の所有者又は使用者にあっては施行規則第３３号の５様式 

第８７条　種別割の納税義務者である軽自動車等の所有者又は

使用者（以下この節において「軽自動車等の所有者等」とい

う。）は、軽自動車等の所有者等となった日から１５日以内

に、軽自動車及び二輪の小型自動車の所有者又は使用者にあ

っては施行規則第３３号の４の２様式による申告書、原動機

付自転車及び小型特殊自動車の所有車又は使用者にあっては

施行規則第３３号の５様式による申告書並びにその者の住所

を証明すべき書類を市長に提出しなければならない。 

２　前項の申告書を提出した者は、当該申告事項について変更

があった場合においては、その事由が生じた日から１５日以

内に、当該変更があった事項について軽自動車及び二輪の小

型自動車の所有者又は使用者にあっては施行規則第３３号の

４の２様式による申告書並びに原動機付自転車及び小型特殊

自動車の所有者又は使用者にあっては施行規則第３３号の５ 



 による申告書を市長に提出しなければならない。ただし、次 

項の規定により申告書を提出すべき場合については、この限 

りでない。 

３　軽自動車等の所有者等でなくなった者は、軽自動車等の所 

有者等でなくなった日から３０日以内に、軽自動車及び二輪 

の小型自動車の所有者又は使用者にあっては施行規則第３３ 

号の４様式による申告書並びに原動機付自転車及び小型特殊 

自動車の所有者又は使用者にあっては施行規則第３４号様式 

による申告書を市長に提出しなければならない。 

４　［略］ 

（軽自動車税に係る不申告等に関する過料） 

第８８条　［略］

様式による申告書を市長に提出しなければならない。ただし 

、次項の規定により申告書を提出すべき場合については、こ 

の限りでない。 

３　軽自動車等の所有者等並びに原動機付自転車、軽自動車等 

の所有者等でなくなった日から３０日以内に、軽自動車及び 

二輪の小型自動車の所有者又は使用者にあっては施行規則第 

３３号の４の２様式による申告書並びに原動機付自転車及び 

小型特殊自動車の所有者又は使用者にあっては施行規則第３ 

４号様式による申告書を市長に提出しなければならない。 

４　［略］ 

（種別割に係る不申告等に関する過料） 

第８８条　［略］

 ２・３　［略］ 

（軽自動車税の減免） 

第８９条　市長は、公益のために直接専用する軽自動車等のう 

ち必要と認めるものに対しては、軽自動車税を減免する。 

２　前項の規定によって軽自動車税の減免を受けようとする者 

は、納期限までに当該軽自動車等について減免を受けようと 

する税額及び次の各号に掲げる事項を記載した申請書に減免 

を必要とする事由を証明する書類を添付し、これを市長に提 

出しなければならない。 

　⑴～⑻　［略］ 

３　第１項の規定によって軽自動車税の減免を受けた者は、そ 

の事由が消滅した場合においては、直ちにその旨を市長に申 

告しなければならない。 

（身体障害者等に対する軽自動車税の減免） 

２・３　［略］ 

（種別割の減免） 

第８９条　市長は、公益のために直接専用する軽自動車等に対 

しては、種別割を減免する。 

２　前項の規定によって種別割の減免を受けようとする者は、 

納期限までに当該軽自動車等について減免を受けようとする 

税額及び次の各号に掲げる事項を記載した申請書に減免を必 

要とする事由を証明する書類を添付し、これを市長に提出し 

なければならない。 

⑴～⑻　［略］ 

３　第１項の規定によって種別割の減免を受けた者は、その事 

由が消滅した場合においては、直ちにその旨を市長に申告し 

なければならない。 

（身体障害者等に対する種別割の減免） 



 第９０条　市長は、次の各号に掲げる軽自動車等のうち必要と 

認めるものに対しては、軽自動車税を減免する。 

⑴・⑵　［略］ 

２　前項第１号の規定によって軽自動車税の減免を受けようと 

する者は、納期限までに、市長に対して身体障害者福祉法（ 

昭和２４年法律第２８３号）第１５条の規定により交付され 

た身体障害者手帳（戦傷病者特別援護法（昭和３８年法律第 

１６８号）第４条の規定により、戦傷病者手帳の交付を受け 

ている者で身体障害者手帳の交付を受けていないものにあっ 

ては、戦傷病者手帳とする。以下この項において「身体障害 

者手帳」という。）、厚生労働大臣が定めるところにより交 

付された療育手帳（以下この項において「療育手帳」という

第９０条　市長は、次の各号に掲げる軽自動車等のうち必要と 

認めるものに対しては、種別割を減免する。 

⑴・⑵　［略］ 

２　前項第１号の規定によって種別割の減免を受けようとする 

者は、納期限までに、市長に対して身体障害者福祉法（昭和 

２４年法律第２８３号）第１５条の規定により交付された身 

体障害者手帳（戦傷病者特別援護法（昭和３８年法律第１６ 

８号）第４条の規定により、戦傷病者手帳の交付を受けてい 

る者で身体障害者手帳の交付を受けていないものにあっては 

、戦傷病者手帳とする。以下この項において「身体障害者手 

帳」という。）、厚生労働大臣が定めるところにより交付さ 

れた療育手帳（以下この項において「療育手帳」という。）

 。）又は精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２ 

５年法律第１２３号）第４５条の規定により交付された精神 

障害者保健福祉手帳（以下この項において「精神障害者保健 

福祉手帳」という。）及び道路交通法（昭和３５年法律第１ 

０５号）第９２条の規定により交付された身体障害者若しく 

は身体障害者等と生計を一にする者若しくは身体障害者等（ 

身体障害者等のみで構成される世帯の者に限る。）を常時介 

護する者の運転免許証（以下この項において「運転免許証」 

という。）又はこれらの者の特定免許情報（同法第９５条の 

２第２項に規定する特定免許情報をいう。次項において同じ 

。）が記録された免許情報記録個人番号カード（同法第９５ 

条の２第４項に規定する免許情報記録個人番号カードをいう 

。次項において同じ。）を提示するとともに、次の各号に掲 

げる事項を記載した申請書に減免を必要とする理由を証明す 

又は精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年 

法律第１２３号）第４５条の規定により交付された精神障害 

者保健福祉手帳（以下この項において「精神障害者保健福祉 

手帳」という。）及び道路交通法（昭和３５年法律第１０５ 

号）第９２条の規定により交付された身体障害者若しくは身 

体障害者等と生計を一にする者若しくは身体障害者等（身体 

障害者等のみで構成される世帯の者に限る。）を常時介護す 

る者の運転免許証（以下この項において「運転免許証」とい 

う。）又はこれらの者の特定免許情報（同法第９５条の２第 

２項に規定する特定免許情報をいう。次項において同じ。） 

が記録された免許情報記録個人番号カード（同法第９５条の 

２第４項に規定する免許情報記録個人番号カードをいう。次 

項において同じ。）を提示するとともに、次の各号に掲げる 

事項を記載した申請書に減免を必要とする理由を証明する書 



 る書類を添付して、提出しなければならない。 

　⑴～⑹　［略］ 

３　［略］ 

４　第１項第２号の規定によって軽自動車税の減免を受けよう 

とする者は、納期限までに、市長に対して、当該軽自動車等 

の提示（市長が、当該軽自動車等の提示に代わると認める書 

類の提出がある場合には、当該書類の提出）をするとともに 

、前条第２項各号に掲げる事項を記載した申請書を提出しな 

ければならない。 

５　前条第３項の規定は、第１項の規定によって軽自動車税の 

減免を受けた者について準用する。 

（原動機付自転車及び小型特殊自動車の標識の交付等）

類を添付して、提出しなければならない。 

⑴～⑹　［略］ 

３　［略］ 

４　第１項第２号の規定によって種別割の減免を受けようとす 

る者は、納期限までに、市長に対して、当該軽自動車等の提 

示（市長が、当該軽自動車等の提示に代わると認める書類の 

提出がある場合には、当該書類の提出）をするとともに、前 

条第２項各号に掲げる事項を記載した申請書を提出しなけれ 

ばならない。 

５　前条第３項の規定は、第１項の規定によって種別割の減免 

を受けた者について準用する。 

（原動機付自転車及び小型特殊自動車の標識の交付等）

 第９１条　［略］ 

２　法第４４５条又は第８０条第２項ただし書若しくは第８１

条の２の規定によって軽自動車税を課することのできない原

動機付自転車又は小型特殊自動車の所有者又は使用者は、そ

の主たる定置場が市内に所在することとなったときは、その

事由が発生した日から１５日以内に市長に対し標識交付申請

書を提出し、かつ、当該原動機付自転車又は小型特殊自動車

の提示をしてその車体に取り付けるべき標識の交付を受けな

ければならない。軽自動車税を課されるべき原動機付自転車

又は小型特殊自動車が法第４４５条又は第８０条第２項ただ

し書若しくは第８１条の２の規定によって軽自動車税を課さ

れないこととなったときにおける当該原動機付自転車又は小

型特殊自動車の所有者又は使用者についても、また、同様と

する。 

第９１条　［略］ 

２　法第４４５条又は第８０条第３項ただし書若しくは第８１ 

条の２の規定によって種別割を課することのできない原動機 

付自転車又は小型特殊自動車の所有者又は使用者は、その主 

たる定置場が市内に所在することとなったときは、その事由 

が発生した日から１５日以内に市長に対し標識交付申請書を 

提出し、かつ、当該原動機付自転車又は小型特殊自動車の提 

示をしてその車体に取り付けるべき標識の交付を受けなけれ 

ばならない。種別割を課さるべき原動機付自転車又は小型特 

殊自動車が法第４４５条又は同項ただし書若しくは第８１条 

の２の規定によって種別割を課されないこととなったときに 

おける当該原動機付自転車又は小型特殊自動車の所有者又は 

使用者についても、また、同様とする。 

 



 ３～６　［略］ 

７　第２項の標識及び第３項の証明書の交付を受けた者は、当

該原動機付自転車又は小型特殊自動車の主たる定置場が市内

に所在しないこととなったとき、当該原動機付自転車又は小

型特殊自動車を所有し若しくは使用しないこととなったとき

、又は当該原動機付自転車又は小型特殊自動車に対して軽自

動車税が課されることとなったときは、その事由が発生した

日から１５日以内に、市長に対し、その標識及び証明書を返

納しなければならない。 

８・９　［略］ 

附　則 

（特定一般用医薬品等購入費を支払った場合の医療費控除の

３～６　［略］ 

７　第２項の標識及び第３項の証明書の交付を受けた者は、当 

該原動機付自転車又は小型特殊自動車の主たる定置場が市内 

に所在しないこととなったとき、当該原動機付自転車又は小 

型特殊自動車を所有し若しくは使用しないこととなったとき 

、又は当該原動機付自転車又は小型特殊自動車に対して種別 

割が課されることとなったときは、その事由が発生した日か 

ら１５日以内に、市長に対し、その標識及び証明書を返納し 

なければならない。 

８・９　［略］ 

附　則 

（特定一般用医薬品等購入費を支払った場合の医療費控除の

 特例） 

第３条　平成３０年度以後の各年度分の個人の市民税に限り、

法附則第４条の５第３項の規定に該当する場合における第３

４条の２の規定による控除については、その者の選択により

、同条中「同条第１項」とあるのは「同条第１項（第２号を

除く。）」と、「まで」とあるのは「まで並びに法附則第４

条の５第３項の規定により読み替えて適用される法第３１４

条の２第１項（第２号に係る部分に限る。）」として、同条

の規定を適用することができる。 

 

 

 

 

 

特例） 

第３条　平成３０年度から令和９年度までの各年度分の個人の

市民税に限り、法附則第４条の４第３項の規定に該当する場

合における第３４条の２の規定による控除については、その

者の選択により、同条中「同条第１項」とあるのは「同条第

１項（第２号を除く。）」と、「まで」とあるのは「まで並

びに法附則第４条の４第３項の規定により読み替えて適用さ

れる法第３１４条の２第１項（第２号に係る部分に限る。）

」として、同条の規定を適用することができる。 

（個人の市民税の住宅借入金等特別税額控除） 

第４条の３　平成２０年度から平成２８年度までの各年度分の

個人の市民税に限り、所得割の納税義務者が前年分の所得税

につき租税特別措置法第４１条又は第４１条の２の２の規定

の適用を受けた場合（同法第４１条第１項に規定する居住年



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（次条において「居住年」という。）が平成１１年から平成

１８年までの各年である場合に限る。）においては、法附則

第５条の４第６項に規定するところにより控除すべき額（第

３項において「市民税の住宅借入金等特別税額控除額」とい

う。）を、当該納税義務者の第３４条の３及び第３４条の５

の規定を適用した場合の所得割の額から控除する。 

２　前項の規定の適用がある場合における第３４条の７及び第

３４条の８第１項の規定の適用については、第３４条の７中

「前２条」とあるのは「前２条並びに附則第７条の３第１項

」と、同項中「前３条」とあるのは「前３条並びに附則第４

条の３第１項」とする。 

３　第１項の規定は、市民税の所得割の納税義務者が、当該年

  

 

 

 

 

 

 

 

（個人の市民税の住宅借入金等特別税額控除） 

第４条の３　平成２２年度から令和２５年度までの各年度分の 

個人の市民税に限り、所得割の納税義務者が前年分の所得税 

につき租税特別措置法第４１条又は第４１条の２の２の規定 

の適用を受けた場合（同法第４１条第１項に規定する居住年 

が平成２１年から令和１２年までの各年である場合に限る。 

度の初日の属する年の３月１５日までに、施行規則で定める 

ところにより、同項の規定の適用を受けようとする旨及び市 

民税の住宅借入金等特別税額控除額の控除に関する事項を記 

載した市民税住宅借入金等特別税額控除申告書（その提出期 

限後において市民税の納税通知書が送達される時までに提出 

されたものを含む。）を、市長に提出した場合（法附則第５ 

条の４第９項の規定により税務署長を経由して提出した場合 

を含む。）に限り、適用する。 

 

第４条の３の２　平成２２年度から令和２０年度までの各年度 

分の個人の市民税に限り、所得割の納税義務者が前年分の所 

得税につき租税特別措置法第４１条又は第４１条の２の２の 

規定の適用を受けた場合（居住年が平成１１年から平成１８ 

年まで又は平成２１年から令和７年までの各年である場合に 



 ）には、法附則第５条の４第５項（同条第７項の規定により 

読み替えて適用される場合を含む。）に規定するところによ 

り控除すべき額を、当該納税義務者の第３４条の３及び第３ 

４条の５の規定を適用した場合の所得割の額から控除する。 

 

２　前項の規定の適用がある場合における第３４条の７及び第 

３４条の８第１項の規定の適用については、第３４条の７中 

「前２条」とあるのは「前２条並びに附則第４条の３第１項 

」と、第３４条の８第１項中「前３条」とあるのは「前３条 

並びに附則第４条の３第１項」とする。 

（寄附金税額控除における特例控除額の特例） 

第４条の４　第３４条の６の規定の適用を受ける市民税の所得

限る。）において、前条第１項の規定の適用を受けないとき 

は、法附則第５条の４の２第５項（同条第７項の規定により 

読み替えて適用される場合を含む。）に規定するところによ 

り控除すべき額を、当該納税義務者の第３４条の３及び第３ 

４条の５の規定を適用した場合の所得割の額から控除する。 

２　前項の規定の適用がある場合における第３４条の７及び第 

３４条の８第１項の規定の適用については、第３４条の７中 

「前２条」とあるのは「前２条並びに附則第４条の３の２第 

１項」と、第３４条の８第１項中「前３条」とあるのは「前 

３条並びに附則第４条の３の２第１項」とする。 

（寄附金税額控除における特例控除額の特例） 

第４条の４　第３４条の６の規定の適用を受ける市民税の所得

 割の納税義務者が、法第３１４条の７第１１項第２号若しく 

は第３号に掲げる場合に該当する場合又は第３４条の３第２ 

項に規定する課税総所得金額、課税退職所得金額及び課税山 

林所得金額を有しない場合であって、当該納税義務者の前年 

中の所得について、附則第１６条の３第１項、附則第１９条 

第１項、附則第７条第１項、附則第８条第１項、附則第８条 

の２第１項、附則第８条の３第１項、附則第８条の４第１項 

又は附則第２０条第１項の規定の適用を受けるときは、第３ 

４条の６第２項に規定する特例控除額は、同項の規定にかか 

わらず、法附則第５条の５第２項（法附則第５条の６第３項 

又は第４項の規定により読み替えて適用される場合を含む。 

）に定めるところにより計算した金額とする。 

第４条の６　当分の間、所得割の納税義務者が前年中に特例控 

除対象寄附金を支出し、かつ、当該納税義務者について前条 

割の納税義務者が、法第３１４条の７第１１項第２号若しく 

は第３号に掲げる場合に該当する場合又は第３４条の３第２ 

項に規定する課税総所得金額、課税退職所得金額及び課税山 

林所得金額を有しない場合であって、当該納税義務者の前年 

中の所得について、附則第１６条の３第１項、附則第１９条 

第１項、附則第７条第１項、附則第８条第１項、附則第８条 

の２第１項、附則第８条の３第１項又は附則第２０条第１項 

の規定の適用を受けるときは、第３４条の６第２項に規定す 

る特例控除額は、同項の規定にかかわらず、法附則第５条の 

５第２項（法附則第５条の６第２項の規定により読み替えて 

適用される場合を含む。）に定めるところにより計算した金 

額とする。 

第４条の６　当分の間、所得割の納税義務者が前年中に特例控 

除対象寄附金を支出し、かつ、当該納税義務者について前条 



 第３項の規定による申告特例通知書の送付があった場合（法 

附則第７条第１３項の規定によりなかったものとみなされる 

場合を除く。）には、法附則第７条の２第４項（法附則第７ 

条の３第３項又は第４項の規定により読み替えて適用される 

場合を含む。）に規定するところにより控除すべき額を、第 

３４条の６第１項及び第２項の規定を適用した場合の所得割 

の額から控除するものとする。 

（肉用牛の売却による事業所得に係る市民税の課税の特例） 

第５条　昭和５７年度から令和１２年度までの各年度分の個人 

の市民税に限り、法附則第６条第４項に規定する場合におい 

て、第３６条の２第１項の規定による申告書（その提出期限 

後において市民税の納税通知書が送達される時までに提出さ

第３項の規定による申告特例通知書の送付があった場合（法 

附則第７条第１３項の規定によりなかったものとみなされる 

場合を除く。）には、法附則第７条の２第４項に規定すると 

ころにより控除すべき額を、第３４条の６第１項及び第２項 

の規定を適用した場合の所得割の額から控除するものとする。

 

 

（肉用牛の売却による事業所得に係る市民税の課税の特例） 

第５条　昭和５７年度から令和９年度までの各年度分の個人の

市民税に限り、法附則第６条第４項に規定する場合において

、第３６条の２第１項の規定による申告書（その提出期限後

において市民税の納税通知書が送達される時までに提出され

 れたもの及びその時までに提出された第３６条の３第１項の 

確定申告書を含む。次項において同じ。）に肉用牛の売却に 

係る租税特別措置法第２５条第１項に規定する事業所得の明 

細に関する事項の記載があるとき（これらの申告書にその記 

載がないことについてやむを得ない理由があると市長が認め 

るときを含む。次項において同じ。）は、当該事業所得に係 

る市民税の所得割の額を免除する。 

２　前項に規定する各年度分の個人の市民税に限り、法附則第 

６条第５項に規定する場合において、第３６条の２第１項の 

規定による申告書に肉用牛の売却に係る租税特別措置法第２ 

５条第２項第２号に規定する事業所得の明細に関する事項の 

記載があるときは、その者の前年の総所得金額に係る市民税 

の所得割の額は、第３３条から第３４条の３まで、第３４条 

の５から第３４条の７まで、附則第４条第１項、附則第４条 

たもの及びその時までに提出された第３６条の３第１項の確

定申告書を含む。次項において同じ。）に肉用牛の売却に係

る租税特別措置法第２５条第１項に規定する事業所得の明細

に関する事項の記載があるとき（これらの申告書にその記載

がないことについてやむを得ない理由があると市長が認める

ときを含む。次項において同じ。）は、当該事業所得に係る

市民税の所得割の額を免除する。 

２　前項に規定する各年度分の個人の市民税に限り、法附則第

６条第５項に規定する場合において、第３６条の２第１項の

規定による申告書に肉用牛の売却に係る租税特別措置法第２

５条第２項第２号に規定する事業所得の明細に関する事項の

記載があるときは、その者の前年の総所得金額に係る市民税

の所得割の額は、第３３条から第３４条の３まで、第３４条

の５から第３４条の７まで、附則第４条第１項、附則第４条



 の３第１項及び附則第４条の４の規定にかかわらず、法附則 

第６条第５項各号に掲げる金額の合計額とすることができる。

 

３　［略］ 

（長期譲渡所得に係る個人の市民税の課税の特例） 

第７条　［略］ 

２　［略］ 

３　第１項の規定の適用がある場合には、次に定めるところに 

よる。 

　⑴　［略］ 

⑵　第３４条の５から第３４条の７まで、第３４条の８第１ 

項、附則第４条第１項及び附則第４条の３第１項の規定の

の３第１項、附則第４条の３の２第１項及び附則第４条の４

の規定にかかわらず、法附則第６条第５項各号に掲げる金額

の合計額とすることができる。 

３　［略］ 

（長期譲渡所得に係る個人の市民税の課税の特例） 

第７条　［略］ 

２　［略］ 

３　第１項の規定の適用がある場合には、次に定めるところに

よる。 

⑴　［略］ 

⑵　第３４条の５から第３４条の７まで、第３４条の８第１ 

項、附則第４条第１項、附則第４条の３第１項及び附則第

 適用については、第３４条の５中「所得割の額」とあるの 

は「所得割の額及び附則第７条第１項の規定による市民税 

の所得割の額」と、第３４条の６第１項前段、第３４条の 

７、第３４条の８第１項、附則第４条第１項及び附則第４ 

条の３第１項中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並 

びに附則第７条第１項の規定による市民税の所得割の額」 

と、第３４条の６第１項後段中「所得割の額」とあるのは 

「所得割の額及び附則第７条第１項の規定による市民税の 

所得割の額の合計額」とする。 

 

　⑶～⑸　［略］ 

（優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期 

譲渡所得に係る市民税の課税の特例） 

第７条の２　昭和６３年度から令和１１年度までの各年度分の 

４条の３の２第１項の規定の適用については、第３４条の 

５中「所得割の額」とあるのは「所得割の額及び附則第７ 

条第１項の規定による市民税の所得割の額」と、第３４条 

の６第１項前段、第３４条の７、第３４条の８第１項、附 

則第４条第１項、附則第４条の３第１項及び附則第４条の 

３の２第１項中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並 

びに附則第７条第１項の規定による市民税の所得割の額」 

と、第３４条の６第１項後段中「所得割の額」とあるのは 

「所得割の額及び附則第７条第１項の規定による市民税の 

所得割の額の合計額」とする。 

⑶～⑸　［略］ 

（優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期 

譲渡所得に係る市民税の課税の特例） 

第７条の２　昭和６３年度から令和８年度までの各年度分の個 



 個人の市民税に限り、所得割の納税義務者が前年中に前条第 

１項に規定する譲渡所得の基因となる土地等（租税特別措置 

法第３１条第１項に規定する土地等をいう。以下この条にお 

いて同じ。）の譲渡（同項に規定する譲渡をいう。以下この 

条において同じ。）をした場合において、当該譲渡が、優良 

住宅地等のための譲渡（法附則第３４条の２第１項に規定す 

る優良住宅地等のための譲渡をいう。）に該当するときにお 

ける前条第１項に規定する譲渡所得（次条の規定の適用を受 

ける譲渡所得を除く。次項において同じ。）に係る課税長期 

譲渡所得金額に対して課する市民税の所得割の額は、前条第 

１項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる場合の区分に応 

じ、当該各号に定める金額に相当する額とする。

人の市民税に限り、所得割の納税義務者が前年中に前条第１ 

項に規定する譲渡所得の基因となる土地等（租税特別措置法 

第３１条第１項に規定する土地等をいう。以下この条におい 

て同じ。）の譲渡（同項に規定する譲渡をいう。以下この条 

において同じ。）をした場合において、当該譲渡が、優良住 

宅地等のための譲渡（法附則第３４条の２第１項に規定する 

優良住宅地等のための譲渡をいう。）に該当するときにおけ 

る前条第１項に規定する譲渡所得（次条の規定の適用を受け 

る譲渡所得を除く。次項において同じ。）に係る課税長期譲 

渡所得金額に対して課する市民税の所得割の額は、前条第１ 

項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる場合の区分に応じ 

、当該各号に定める金額に相当する額とする。　

 ⑴・⑵　［略］ 

２　前項の規定は、昭和６３年度から令和１１年度までの各年 

度分の個人の市民税に限り、所得割の納税義務者が前年中に 

前条第１項に規定する譲渡所得の基因となる土地等の譲渡を 

した場合において、当該譲渡が確定優良住宅地等予定地のた 

めの譲渡（法附則第３４条の２第６項に規定する確定優良住 

宅地等予定地のための譲渡をいう。以下この項において同じ 

。）に該当するときにおける前条第１項に規定する譲渡所得 

に係る課税長期譲渡所得金額に対して課する市民税の所得割 

について準用する。この場合において、当該譲渡が法附則第 

３４条の２第１２項の規定に該当することとなるときは、当 

該譲渡は、確定優良住宅地等予定地のための譲渡ではなかっ 

たものとみなす。 

３　［略］ 

⑴・⑵　［略］ 

２　前項の規定は、昭和６３年度から令和８年度までの各年度 

分の個人の市民税に限り、所得割の納税義務者が前年中に前 

条第１項に規定する譲渡所得の基因となる土地等の譲渡をし 

た場合において、当該譲渡が確定優良住宅地等予定地のため 

の譲渡（法附則第３４条の２第５項に規定する確定優良住宅 

地等予定地のための譲渡をいう。以下この項において同じ。 

）に該当するときにおける前条第１項に規定する譲渡所得に 

係る課税長期譲渡所得金額に対して課する市民税の所得割に 

ついて準用する。この場合において、当該譲渡が法附則第３ 

４条の２第１０項の規定に該当することとなるときは、当該 

譲渡は、確定優良住宅地等予定地のための譲渡ではなかった 

ものとみなす。 

３　［略］ 



 ４　第１項（第２項において準用する場合を含む。）の場合に

おいて、所得割の納税義務者が、租税特別措置法第３１条の

２第２項第１３号から第１５号までに掲げる土地等の譲渡に

該当するものをしたときにおけるその譲渡をした土地等がそ

の譲渡をした時において地すべり等防止法（昭和３３年法律

第３０号）第３条第１項の地すべり防止区域、急傾斜地の崩

壊による災害の防止に関する法律（昭和４４年法律第５７号

）第３条第１項の急傾斜地崩壊危険区域、土砂災害警戒区域

等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成１２

年法律第５７号）第９条第１項の土砂災害特別警戒区域又は

特定都市河川浸水被害対策法（平成１５年法律第７７号）第

５６条第１項の浸水被害防止区域内にあるときは、当該土地

等の譲渡は、第１項又は第２項に規定する優良住宅地等のた

めの譲渡又は確定優良住宅地等予定地のための譲渡に該当し

 ないものとみなす。 

（短期譲渡所得に係る個人の市民税の課税の特例） 

第８条　［略］ 

２～４　［略］ 

５　第１項の規定の適用がある場合には、次に定めるところに 

よる。 

　⑴　［略］ 

⑵　第３４条の５から第３４条の７まで、第３４条の８第１ 

項、附則第４条第１項及び附則第４条の３第１項の規定の 

適用については、第３４条の５中「所得割の額」とあるの 

は「所得割の額及び附則第８条第１項の規定による市民税 

の所得割の額」と、第３４条の６第１項前段、第３４条の 

　 

（短期譲渡所得に係る個人の市民税の課税の特例） 

第８条　［略］ 

２～４　［略］ 

５　第１項の規定の適用がある場合には、次に定めるところに 

よる。 

⑴　［略］ 

⑵　第３４条の５から第３４条の７まで、第３４条の８第１ 

項、附則第４条第１項、附則第４条の３第１項及び附則第 

４条の３の２第１項の規定の適用については、第３４条の 

５中「所得割の額」とあるのは「所得割の額及び附則第８ 

条第１項の規定による市民税の所得割の額」と、第３４条 



 ７、第３４条の８第１項、附則第４条第１項及び附則第４ 

条の３第１項中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並 

びに附則第８条第１項の規定による市民税の所得割の額」 

と、第３４条の６第１項後段中「所得割の額」とあるのは 

「所得割の額及び附則第８条第１項の規定による市民税の 

所得割の額の合計額」とする。 

 

⑶～⑸　［略］ 

（一般株式等に係る譲渡所得等に係る個人の市民税の課税の 

特例） 

第８条の２　［略］ 

２　前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによ 

る。 

⑴　［略］

の６第１項前段、第３４条の７、第３４条の８第１項、附 

則第４条第１項、附則第４条の３第１項及び附則第４条の 

３の２第１項中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並 

びに附則第８条第１項の規定による市民税の所得割の額」 

と、第３４条の６第１項後段中「所得割の額」とあるのは 

「所得割の額及び附則第８条第１項の規定による市民税の 

所得割の額の合計額」とする。 

⑶～⑸　［略］ 

（一般株式等に係る譲渡所得等に係る個人の市民税の課税の 

特例） 

第８条の２　［略］ 

２　前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによ 

る。 

　⑴　［略］

 ⑵　第３４条の５から第３４条の７まで、第３４条の８第１ 

項、附則第４条第１項及び附則第４条の３第１項の規定の 

適用については、第３４条の５中「所得割の額」とあるの 

は「所得割の額及び附則第８条の２第１項の規定による市 

民税の所得割の額」と、第３４条の６第１項前段、第３４ 

条の７、第３４条の８第１項、附則第４条第１項及び附則 

第４条の３第１項中「所得割の額」とあるのは「所得割の 

額並びに附則第８条の２第１項の規定による市民税の所得 

割の額」と、第３４条の６第１項後段中「所得割の額」と 

あるのは「所得割の額及び附則第８条の２第１項の規定に 

よる市民税の所得割の額の合計額」とする。 

 

⑵　第３４条の５から第３４条の７まで、第３４条の８第１ 

項、附則第４条第１項、附則第４条の３第１項及び附則第 

４条の３の２第１項の規定の適用については、第３４条の 

５中「所得割の額」とあるのは「所得割の額及び附則第８ 

条の２第１項の規定による市民税の所得割の額」と、第３ 

４条の６第１項前段、第３４条の７、第３４条の８第１項 

、附則第４条第１項、附則第４条の３第１項及び附則第４ 

条の３の２第１項中「所得割の額」とあるのは「所得割の 

額並びに附則第８条の２第１項の規定による市民税の所得 

割の額」と、第３４条の６第１項後段中「所得割の額」と 

あるのは「所得割の額及び附則第８条の２第１項の規定に 

よる市民税の所得割の額の合計額」とする。 



 　⑶～⑸　［略］ 

　（上場株式等に係る譲渡所得等に係る個人の市民税の課税の 

特例） 

第８条の３　［略］ 

（特定暗号資産に係る譲渡所得等に係る個人の市民税の課税 

の特例） 

第８条の４　当分の間、所得割の納税義務者が前年中に租税特

別措置法第３８条の２第１項に規定する事業所得、譲渡所得

又は雑所得を有する場合には、当該事業所得、譲渡所得及び

雑所得については、第３３条第１項及び第２項並びに第３４

条の３の規定にかかわらず、他の所得と区分し、前年中の当

該事業所得の金額、譲渡所得の金額及び雑所得の金額として

令附則第１８条の６の４で定めるところにより計算した金額

（以下この項において「特定暗号資産に係る譲渡所得等の金

額」という。）に対し、特定暗号資産に係る課税譲渡所得等

の金額（特定暗号資産に係る譲渡所得等の金額（次項第１号

の規定により読み替えて適用される第３４条の２の規定の適

用がある場合には、その適用後の金額）をいう。）の１００

分の３に相当する金額に相当する市民税の所得割を課する。

⑶～⑸　［略］ 

（上場株式等に係る譲渡所得等に係る個人の市民税の課税の 

特例） 

第８条の３　［略］ 

 ２　前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによ

る。 

⑴　第３４条の２の規定の適用については、同条中「総所得 

金額」とあるのは、「総所得金額、附則第８条の４第１項 

に規定する特定暗号資産に係る譲渡所得等の金額」とする。

⑵　第３４条の５から第３４条の７まで、第３４条の８第１ 

項、附則第４条第１項及び附則第４条の３第１項の規定の 

　　



 適用については、第３４条の５中「所得割の額」とあるの 

は「所得割の額及び附則第８条の４第１項の規定による市 

民税の所得割の額」と、第３４条の６第１項前段、第３４ 

条の７、第３４条の８第１項、附則第４条第１項及び附則 

第４条の３第１項中「所得割の額」とあるのは「所得割の 

額並びに附則第８条の４第１項の規定による市民税の所得 

割の額」と、第３４条の６第１項後段中「所得割の額」と 

あるのは「所得割の額及び附則第８条の４第１項の規定に 

よる市民税の所得割の額の合計額」とする。 

⑶　第３５条の規定の適用については、同条中「又は山林所 

得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は附則第８ 

条の４第１項に規定する特定暗号資産に係る譲渡所得等の 

金額」と、「若しくは山林所得金額」とあるのは「、山林 

所得金額若しくは附則第８条の４第１項に規定する特定暗 

号資産に係る譲渡所得等の金額」とする。 

⑷　附則第２条の５の規定の適用については、同条第一項中 

「山林所得金額」とあるのは「山林所得金額並びに附則第 

８条の４第１項に規定する特定暗号資産に係る譲渡所得等

 の金額」と、同条第２項中「所得割の額」とあるのは「所 

得割の額並びに附則第８条の４第１項の規定による市民税 

の所得割の額」とする。 

（法附則第１５条第２項第１号等の条例で定める割合） 

第９条の２　［略］ 

２　［略］ 

３　法附則第１５条第２０項に規定する市町村の条例で定める 

割合は、２分の１とする。 

 

 

 

（法附則第１５条第２項第１号等の条例で定める割合） 

第９条の２　［略］ 

２　［略］ 

３　法附則第１５条第２１項に規定する市町村の条例で定める 

割合は、２分の１とする。 



 ４　法附則第１５条第２１項第１号に規定する市町村の条例で 

定める割合は、３分の２とする。 

５　法附則第１５条第２１項第２号に規定する市町村の条例で 

定める割合は、２分の１とする。 

６　法附則第１５条第２１項第３号に規定する市町村の条例で 

定める割合は、２分の１とする。 

７　法附則第１５条第２２項第１号に規定する市町村の条例で 

定める割合は、３分の２とする。 

８　法附則第１５条第２２項第２号に規定する市町村の条例で 

定める割合は、２分の１とする。 

９　法附則第１５条第２４項第１号イに規定する設備について 

同号に規定する市町村の条例で定める割合は、３分の２とす 

る。 

１０　法附則第１５条第２４項第１号ロに規定する設備につい 

て同号に規定する市町村の条例で定める割合は、３分の２と 

する。 

１１　法附則第１５条第２４項第１号ハに規定する設備につい 

て同号に規定する市町村の条例で定める割合は、３分の２と

４　法附則第１５条第２２項第１号に規定する市町村の条例で 

定める割合は、３分の２とする。 

５　法附則第１５条第２２項第２号に規定する市町村の条例で 

定める割合は、２分の１とする。 

６　法附則第１５条第２２項第３号に規定する市町村の条例で 

定める割合は、２分の１とする。 

７　法附則第１５条第２３項第１号に規定する市町村の条例で 

定める割合は、３分の２とする。 

８　法附則第１５条第２３項第２号に規定する市町村の条例で 

定める割合は、２分の１とする。 

９　法附則第１５条第２５項第１号イに規定する設備について 

同号に規定する市町村の条例で定める割合は、３分の２とす 

る。 

１０　法附則第１５条第２５項第１号ロに規定する設備につい 

て同号に規定する市町村の条例で定める割合は、３分の２と 

する。 

１１　法附則第１５条第２５項第１号ハに規定する設備につい 

て同号に規定する市町村の条例で定める割合は、３分の２と

 する。 

１２　法附則第１５条第２４項第１号ニに規定する設備につい 

て同号に規定する市町村の条例で定める割合は、３分の２と 

する。 

１３　法附則第１５条第２４項第２号に規定する設備について 

同号に規定する市町村の条例で定める割合は、７分の６とす 

る。 

１４　法附則第１５条第２４項第３号イに規定する設備につい 

する。 

１２　法附則第１５条第２５項第１号ニに規定する設備につい 

て同号に規定する市町村の条例で定める割合は、３分の２と 

する。 

１３　法附則第１５条第２５項第２号に規定する設備について 

同号に規定する市町村の条例で定める割合は、７分の６とす 

る。 

１４　法附則第１５条第２５項第３号イに規定する設備につい 



 て同号に規定する市町村の条例で定める割合は、４分の３と 

する。 

１５　法附則第１５条第２４項第３号ロに規定する設備につい 

て同号に規定する市町村の条例で定める割合は、４分の３と 

する。 

１６　法附則第１５条第２４項第４号に規定する設備について 

同号に規定する市町村の条例で定める割合は４分の３とする。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１７　法附則第１５条第２７項に規定する市町村の条例で定め

て同号に規定する市町村の条例で定める割合は、４分の３と 

する。 

１５　法附則第１５条第２５項第３号ロに規定する設備につい 

て同号に規定する市町村の条例で定める割合は、４分の３と 

する。 

１６　法附則第１５条第２５項第３号ハに規定する設備につい 

て同号に規定する市町村の条例で定める割合は４分の３とす 

る。 

１７　法附則第１５条第２５項第４号イに規定する設備につい 

て同号に規定する市町村の条例で定める割合は、２分の１と 

する。 

１８　法附則第１５条第２５項第４号ロに規定する設備につい 

て同号に規定する市町村の条例で定める割合は、２分の１と 

する。 

１９　法附則第１５条第２５項第４号ハに規定する設備につい 

て同号に規定する市町村の条例で定める割合は、２分の１と 

する。 

２０　法附則第１５条第２８項に規定する市町村の条例で定め

 る割合は、３分の２とする。 

１８　法附則第１５条第３１項に規定する市町村の条例で定め

る割合は、３分の２とする。 

１９　法附則第１５条第３５項に規定する市町村の条例で定め

る割合は、３分の２とする。 

２０　法附則第１５条第３６項に規定する市町村の条例で定め

る割合は、２分の１とする。 

２１　法附則第１５条第４０項に規定する市町村の条例で定め

る割合は、３分の２とする。 

２１　法附則第１５条第３２項に規定する市町村の条例で定め

る割合は、３分の２とする。 

２２　法附則第１５条第３６項に規定する市町村の条例で定め

る割合は、３分の２とする。 

２３　法附則第１５条第３７項に規定する市町村の条例で定め

る割合は、２分の１とする。 

２４　法附則第１５条第４１項に規定する市町村の条例で定め 



 る割合は、４分の３とする。 

２２・２３　［略］ 

２４　法附則第１５条の１１第１項に規定する市町村の条例で

定める割合は３分の１とする。 

（新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の適用を受け 

ようとする者がすべき申告） 

第９条の３　［略］ 

２～６　［略］ 

７　法附則第１５条の８第４項の家屋について、同項の規定の 

適用を受けようとする者は、当該年度の初日の属する年の１ 

月３１日までに次に掲げる事項を記載した申告書に令附則第 

１２条第１７項に規定する従前の家屋について移転補償金を 

受けたことを証する書類を添付して市長に提出しなければな 

らない。 

⑴～⑶　［略］ 

８　法附則第１５条の９第１項の耐震基準適合住宅について、 

同項の規定の適用を受けようとする者は、当該耐震基準適合 

住宅に係る耐震改修が完了した日から３月以内に、次に掲げ 

る事項を記載した申告書に当該耐震改修に要した費用を証す 

る書類及び当該耐震改修後の家屋が令附則第１２条第２０項 

に規定する基準を満たすことを証する書類を添付して市長に 

提出しなければならない。 

⑴～⑹　［略］ 

９　法附則第１５条の９第４項の高齢者等居住改修住宅又は同 

条第５項の高齢者等居住改修専有部分について、これらの規 

定の適用を受けようとする者は、同条第４項に規定する居住 

る割合は、４分の３とする。 

２５・２６　［略］ 

 

 

（新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の適用を受け 

ようとする者がすべき申告） 

第９条の３　［略］ 

２～６　［略］ 

７　法附則第１５条の８第４項の家屋について、同項の規定の 

適用を受けようとする者は、当該年度の初日の属する年の１ 

月３１日までに次に掲げる事項を記載した申告書に令附則第 

１２条第１６項に規定する従前の家屋について移転補償金を 

受けたことを証する書類を添付して市長に提出しなければな 

らない。 

⑴～⑶　［略］ 

８　法附則第１５条の９第１項の耐震基準適合住宅について、

同項の規定の適用を受けようとする者は、当該耐震基準適合

住宅に係る耐震改修が完了した日から３月以内に、次に掲げ

る事項を記載した申告書に当該耐震改修に要した費用を証す

る書類及び当該耐震改修後の家屋が令附則第１２条第１９項

に規定する基準を満たすことを証する書類を添付して市長に

提出しなければならない。 

⑴～⑹　［略］ 

９　法附則第１５条の９第４項の高齢者等居住改修住宅又は同

条第５項の高齢者等居住改修専有部分について、これらの規

定の適用を受けようとする者は、同条第４項に規定する居住



 安全改修工事が完了した日から３月以内に、次に掲げる事項 

を記載した申告書に施行規則附則第７条第９項各号に掲げる 

書類を添付して市長に提出しなければならない。 

⑴～⑶　［略］ 

⑷　令附則第１２条第２４項に掲げる者に該当する者の住所 

、氏名及び当該者が同項各号のいずれに該当するかの別 

　⑸　［略］ 

⑹　居住安全改修工事に要した費用並びに令附則第１２条第 

２５項に規定する補助金等、居宅介護住宅改修費及び介護 

予防住宅改修費 

　⑺　［略］ 

１０　法附則第１５条の９第９項の熱損失防止改修等住宅又は 

同条第１０項の熱損失防止改修等専有部分について、これら 

の規定の適用を受けようとする者は、同条第９項に規定する 

熱損失防止改修工事等が完了した日から３月以内に、次に掲 

げる事項を記載した申告書に施行規則附則第７条第１０項各 

号に掲げる書類を添付して市長に提出しなければならない。 

⑴～⑷　［略］ 

⑸　熱損失防止改修工事等に要した費用及び令附則第１２条 

第３２項に規定する補助金等 

⑹　［略］ 

１１　［略］ 

１２　法附則第１５条の９の２第４項に規定する特定熱損失防 

止改修等住宅又は同条第５項に規定する特定熱損失防止改修 

等住宅専有部分について、これらの規定の適用を受けようと 

する者は、法附則第１５条の９第９項に規定する熱損失防止 

安全改修工事が完了した日から３月以内に、次に掲げる事項

を記載した申告書に施行規則附則第７条第９項各号に掲げる

書類を添付して市長に提出しなければならない。 

⑴～⑶　［略］ 

⑷　令附則第１２条第２３項に掲げる者に該当する者の住所 

、氏名及び当該者が同項各号のいずれに該当するかの別 

　⑸　［略］ 

　⑹　居住安全改修工事に要した費用並びに令附則第１２条第

２４項に規定する補助金等、居宅介護住宅改修費及び介護

予防住宅改修費 

　⑺　［略］ 

１０　法附則第１５条の９第９項の熱損失防止改修等住宅又は 

同条第１０項の熱損失防止改修等専有部分について、これら 

の規定の適用を受けようとする者は、同条第９項に規定する 

熱損失防止改修工事等が完了した日から３月以内に、次に掲 

げる事項を記載した申告書に施行規則附則第７条第１０項各 

号に掲げる書類を添付して市長に提出しなければならない。 

　⑴～⑷　［略］ 

　⑸　熱損失防止改修工事等に要した費用及び令附則第１２条

第３１項に規定する補助金等 

　⑹　［略］ 

１１　［略］ 

１２　法附則第１５条の９の２第４項に規定する特定熱損失防 

止改修等住宅又は同条第５項に規定する特定熱損失防止改修 

等住宅専有部分について、これらの規定の適用を受けようと 

する者は、法附則第１５条の９第９項に規定する熱損失防止 



 改修工事等が完了した日から３月以内に、次に掲げる事項を 

記載した申告書に施行規則附則第７条第１２項各号に掲げる 

書類を添付して市長に提出しなければならない。 

⑴～⑷　［略］ 

⑸　熱損失防止改修工事等に要した費用及び令附則第１２条 

第３２項に規定する補助金等 

　⑹　［略］ 

１３・１４　［略］ 

１５　法附則第１５条の１０第１項の耐震基準適合家屋につい 

て、同項の規定の適用を受けようとする者は、当該耐震基準 

適合家屋に係る耐震改修が完了した日から３月以内に、次に 

掲げる事項を記載した申告書に施行規則附則第７条第１８項 

に規定する補助に係る補助金確定通知書の写し、建築物の耐 

震改修の促進に関する法律（平成７年法律第１２３号）第７ 

条又は附則第３条第１項の規定による報告の写し及び当該耐 

震改修後の家屋が令附則第１２条第２０項に規定する基準を 

満たすことを証する書類を添付して市長に提出しなければな 

らない。 

　⑴～⑹　［略］ 

１６　法附則第１５条の１１第１項の改修特別特定建築物につ 

いて、同項の規定の適用を受けようとする者は、同項に規定 

する利便性等向上改修工事が完了した日から３月以内に、次 

に掲げる事項を記載した申告書に施行規則附則第７条の２第 

１項に規定する補助に係る補助金確定通知書の写し及び高齢 

者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成１ 

８年法律第９１号）第１４条第１項に規定する建築物移動等 

改修工事等が完了した日から３月以内に、次に掲げる事項を 

記載した申告書に施行規則附則第７条第１２項各号に掲げる 

書類を添付して市長に提出しなければならない。 

　⑴～⑷　［略］ 

⑸　熱損失防止改修工事等に要した費用及び令附則第１２条 

第３１項に規定する補助金等 

　⑹　［略］ 

１３・１４　［略］ 

１５　法附則第１５条の１０第１項の耐震基準適合家屋につい 

て、同項の規定の適用を受けようとする者は、当該耐震基準 

適合家屋に係る耐震改修が完了した日から３月以内に、次に 

掲げる事項を記載した申告書に施行規則附則第７条第１８項 

に規定する補助に係る補助金確定通知書の写し、建築物の耐 

震改修の促進に関する法律（平成７年法律第１２３号）第７ 

条又は附則第３条第１項の規定による報告の写し及び当該耐 

震改修後の家屋が令附則第１２条第１９項に規定する基準を 

満たすことを証する書類を添付して市長に提出しなければな 

らない。 

　⑴～⑹　［略］ 

１６　法附則第１５条の１１第１項の改修実演芸術公演施設に

ついて、同項の規定の適用を受けようとする者は、同項に規

定する利便性等向上改修工事が完了した日から３月以内に、

次に掲げる事項を記載した申告書に高齢者、障害者等の移動

等の円滑化の促進に関する法律施行規則（平成１８年国土交

通省令第１１０号）第１０条第２項に規定する通知書の写し

及び主として劇場、音楽堂等の活性化に関する法律（平成２



 円滑化基準（同条第３項の条例で付加した事項を含む。）又 

は同法第１７条第３項第１号に規定する同法第２条第２０号 

に規定する建築物特定施設の構造及び配置に関する基準に適

４年法律第４９号）第２条第２項に規定する実演芸術の公演

の用に供する施設である旨を証する書類を添付して市長に提

出しなければならない。

 合する旨を証する書類を添付して市長に提出しなければなら 

ない。 

⑴・⑵　［略］ 

⑶　家屋が高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関す

る法律施行令（平成１８年政令第３７９号）第５条各号に

掲げる特別特定建築物（高齢者、障害者等の移動等の円滑

化の促進に関する法律第１４条第３項の条例で定める同法

第２条第１８号に規定する特定建築物を含む。）のいずれ

に該当するかの別 

⑷～⑹　［略］

 

 

⑴・⑵　［略］ 

⑶　家屋が高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関す 

る法律施行令（平成１８年政令第３７９号）第５条第３号 

に規定する劇場若しくは演芸場又は同条第４号に規定する 

集会場若しくは公会堂のいずれに該当するかの別 

 

 

⑷～⑹　［略］ 

（軽自動車税の環境性能割の賦課徴収の特例） 

第１５条の４　軽自動車税の環境性能割の賦課徴収は、当分の

間、第１章第２節の規定にかかわらず、県が、自動車税の環

境性能割の賦課徴収の例により、行うものとする。 

２　県知事は、当分の間、前項の規定により行う軽自動車税の

環境性能割の賦課徴収に関し、三輪以上の軽自動車が法第４

４６条第１項（同条第２項又は第３項において準用する場合

を含む。）又は法第４５１条第１項若しくは第２項（これら

の規定を同条第４項又は第５項において準用する場合を含む

。）の適用を受ける三輪以上の軽自動車に該当するかどうか

の判断をするときは、国土交通大臣の認定等（法附則第２９

条の９第３項に規定する国土交通大臣の認定等をいう。次項

おいて同じ。）に基づき当該判断をするものとする。 



 ３　県知事は、当分の間、第１項の規定により賦課徴収を行う

軽自動車税の環境性能割につき、その納付すべき額について

不足額があることを附則第１５条の６の規定に読み替えられ

た第８１条の６第１項の納期限（納期限の延長があったとき

は、その延長された納期限）後において知った場合において

、当該事実が生じた原因が、国土交通大臣の認定等の申請を

した者が偽りその他不正の手段（当該申請をした者に当該申

請に必要な情報を直接又は間接に提供した者の偽りその他不

正の手段を含む。）により国土交通大臣の認定等を受けたこ

とを事由として国土交通大臣が当該国土交通大臣の認定等を

取り消したことによるものであるときは、当該申請をした者

又はその一般承継人を当該不足額に係る三輪以上の軽自動車

 について法附則第２９条の１１の規定によりその例によるこ

ととされた法第１６１条第１項に規定する申告書を提出すべ

き当該三輪以上の軽自動車の取得者とみなして、軽自動車税

の環境性能割に関する規定を適用する。 

４　前項の規定の適用がある場合における納付すべき軽自動車

税の環境性能割の額は、同項の不足額に、これに１００分の

３５の割合を乗じて計算した金額を加算した額とする。 

（軽自動車税の環境性能割の減免の特例） 

第１５条の５　市長は、当分の間、第８１条の８の規定にかか

わらず、県知事が自動車税の環境性能割を減免する自動車に

相当するものとして市長が定める三輪以上の軽自動車に対し

ては、軽自動車税の環境性能割を減免する。 

（軽自動車税の環境性能割の申告納付の特例） 

第１５条の６　第８１条の６の規定による申告納付については 



 、当分の間、同条中「市長」とあるのは、「県知事」とする。

（軽自動車税の環境性能割に係る徴収取扱費の交付） 

第１５条の７　市は、県が軽自動車税の環境性能割の賦課徴収

に関する事務を行うために要する費用を補償するため、法附

則第２９条の１６第１項に掲げる金額の合計額を、徴収取扱

費として県に交付する。 

（軽自動車税の環境性能割の税率の特例） 

第１５条の８　営業用の三輪以上の軽自動車に対する第８１条

の４の規定の適用については、当分の間、次の表の左欄に掲

げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表

の右欄に掲げる字句とする。 

   

 

 

 

 

 

（軽自動車税の税率の特例） 

第１６条の２　法附則第３０条第１項に規定する三輪以上の軽

自動車に対する当該軽自動車が最初の道路運送車両法第６０

条第１項後段の規定による車両番号の指定（次項及び第３項

において「初回車両番号指定」という。）を受けた月から起

算して１４年を経過した月の属する年度以後の年度分の軽自

動車税に係る第８２条の規定の適用については、当分の間、

次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句

２　自家用の三輪以上の軽自動車に対する第８１条の４（第３

号に係る部分に限る。）の規定の適用については、当分の間

、同号中「１００分の３」とあるのは、「１００分の２」と

する。 

（軽自動車税の種別割の税率の特例） 

第１６条の２　法附則第３０条第１項に規定する三輪以上の軽

自動車に対する当該軽自動車が最初の法第４４４条第３項に

規定する車両番号の指定（次項から第４項までにおいて「初

回車両番号指定」という。）を受けた月から起算して１４年

を経過した月の属する年度以後の年度分の軽自動車税の種別

割に係る第８２条の規定の適用については、当分の間、次の

表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、

 第 1号 100 分の 1 100 分の 0.5

 第 2号 100 分の 2 100 分の 1

 第 3号 100 分の 3 100 分の 2



 は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

２　法附則第３０条第２項第１号及び第２号に掲げる三輪以上

の軽自動車に対する第８２条の規定の適用については、当該

軽自動車が令和７年４月１日から令和１０年３月３１日まで

の間に初回車両番号指定を受けた場合には、当該初回車両番

号指定を受けた日の属する年度の翌年度分の軽自動車税に限

り、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる

字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

３　法附則第３０条第３項の規定の適用を受ける三輪以上の同

　項に規定するガソリン軽自動車（以下この項において「ガソ

それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

２　法附則第３０条第２項第１号及び第２号に掲げる三輪以上

の軽自動車に対する第８２条の規定の適用については、当該

軽自動車が令和４年４月１日から令和８年３月３１日までの

間に初回車両番号指定を受けた場合には、当該初回車両番号

指定を受けた日の属する年度の翌年度分の軽自動車税の種別

割に限り、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に

掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

３　法附則第３０条第３項の規定の適用を受ける三輪以上の法

　第４４６条第１項第３号に規定するガソリン軽自動車（以下

 リン軽自動車」という。）（営業用の乗用のものに限る。） 

に対する第８２条の規定の適用については、当該ガソリン軽 

自動車が令和７年４月１日から令和８年３月３１日までの間 

に初回車両番号指定を受けた場合には、令和８年度分の軽自 

動車税に限り、同条第２号イ（ロ）中「３，９００円」とあ 

るのは「２，０００円」と、同号イ（ハ）ａ中「６，９００ 

円」とあるのは「３，５００円」とする。 

 

 

 

 

 

 

 

この項及び次項において「ガソリン軽自動車」という。）（

営業用の乗用のものに限る。）に対する第８２条の規定の適

用については、当該ガソリン軽自動車が令和４年４月１日か

ら令和８年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた

場合には、当該初回車両番号指定を受けた日の属する年度の

翌年度分の軽自動車税の種別割に限り、同条第２号イ（ロ）

中「３，９００円」とあるのは「２，０００円」と、同号イ

（ハ）ａ中「６，９００円」とあるのは「３，５００円」と

する。 

４　法附則第３０条第４項の規定の適用を受ける三輪以上のガ

ソリン軽自動車（前項の規定の適用を受けるものを除き、営

業用の乗用のものに限る。）に対する第８２条の規定の適用

については、当該ガソリン軽自動車が令和４年４月１日から

令和７年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場

 ［略］

 ［略］

 　［略］

 ［略］



  

 

 

 

 

（上場株式等に係る配当所得等に係る市民税の課税の特例） 

第１６条の３　［略］ 

２　［略］ 

３　第１項の規定の適用がある場合には、次に定めるところに 

よる。 

　⑴　［略］ 

⑵　第３４条の５から第３４条の７まで、第３４条の８第１

合には、当該初回車両番号指定を受けた日の属する年度の翌

年度分の軽自動車税の種別割に限り、同条第２号イ（ロ）中

「３，９００円」とあるのは「３，０００円」と、同号イ（

ハ）ａ中「６，９００円」とあるのは「５，２００円」とす

る。 

（上場株式等に係る配当所得等に係る市民税の課税の特例） 

第１６条の３　［略］ 

２　［略］ 

３　第１項の規定の適用がある場合には、次に定めるところに 

よる。 

⑴　［略］ 

⑵　第３４条の５から第３４条の７まで、第３４条の８第１

 項、附則第４条第１項及び附則第４条の３第１項の規定の 

適用については、第３４条の５中「所得割の額」とあるの 

は「所得割の額及び附則第１６条の３第１項の規定による 

市民税の所得割の額」と、第３４条の６第１項前段、第３ 

４条の７、第３４条の８第１項、附則第４条第１項及び附 

則第４条の３第１項中「所得割の額」とあるのは「所得割 

の額並びに附則第１６条の３第１項の規定による市民税の 

所得割の額」と、第３４条の６第１項後段中「所得割の額 

」とあるのは「所得割の額及び附則第１６条の３第１項の 

規定による市民税の所得割の額の合計額」とする。 

 

⑶～⑸　［略］ 

（軽自動車税の賦課徴収の特例） 

第１７条　市長は、軽自動車税の賦課徴収に関し、三輪以上の 

項、附則第４条第１項、附則第４条の３第１項及び附則第 

４条の３の２第１項の規定の適用については、第３４条の 

５中「所得割の額」とあるのは「所得割の額及び附則第１ 

６条の３第１項の規定による市民税の所得割の額」と、第 

３４条の６第１項前段、第３４条の７、第３４条の８第１ 

項、附則第４条第１項、附則第４条の３第１項及び附則第 

４条の３の２第１項中「所得割の額」とあるのは「所得割 

の額並びに附則第１６条の３第１項の規定による市民税の 

所得割の額」と、第３４条の６第１項後段中「所得割の額 

」とあるのは「所得割の額及び附則第１６条の３第１項の 

規定による市民税の所得割の額の合計額」とする。 

⑶～⑸　［略］ 

（軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例） 

第１７条　市長は、軽自動車税の種別割の賦課徴収に関し、三 



 軽自動車が附則第１６条の２第２項又は第３項の規定の適用 

を受ける三輪以上の軽自動車に該当するかどうかの判断をす 

るときは、国土交通大臣の認定等（法附則第３０条の２第１ 

項に規定する国土交通大臣の認定等をいう。次項において同 

じ。）に基づき当該判断をするものとする。 

２　市長は、納付すべき軽自動車税の額について不足額がある 

ことを第８３条第２項の納期限（納期限の延長があったとき 

は、その延長された納期限）後において知った場合において 

、当該事実が生じた原因が、国土交通大臣の認定等の申請を 

した者が偽りその他不正の手段（当該申請をした者に当該申 

請に必要な情報を直接又は間接に提供した者の偽りその他不 

正の手段を含む。）により国土交通大臣の認定等を受けたこ

輪以上の軽自動車が附則第１６条の２第２項から第４項まで 

の規定の適用を受ける三輪以上の軽自動車に該当するかどう 

かの判断をするときは、国土交通大臣の認定等（法附則第３ 

０条の２第１項に規定する国土交通大臣の認定等をいう。次 

項において同じ。）に基づき当該判断をするものとする。 

２　市長は、納付すべき軽自動車税の種別割について不足額が 

あることを第８３条第２項の納期限（納期限の延長があった 

ときは、その延長された納期限）後において知った場合にお 

いて、当該事実が生じた原因が、国土交通大臣の認定等の申 

請をした者が偽りその他不正の手段（当該申請をした者に当 

該申請に必要な情報を直接又は間接に提供した者の偽りその 

他不正の手段を含む。）により国土交通大臣の認定等を受け

 とを事由として国土交通大臣が当該国土交通大臣の認定等を 

取り消したことによるものであるときは、当該申請をした者 

又はその一般承継人を賦課期日現在における当該不足額に係 

る三輪以上の軽自動車の所有者とみなして、軽自動車税に関 

する規定（第８７条及び第８８条の規定を除く。）を適用す 

る。 

３　前項の規定の適用がある場合における納付すべき軽自動車 

税の額は、同項の不足額に、これに１００分の３５の割合を 

乗じて計算した金額を加算した金額とする。 

（土地の譲渡等に係る事業所得等に係る市民税の課税の特例

　） 

第１９条　［略］ 

２　［略］ 

３　第１項の規定の適用がある場合には、次に定めるところに 

たことを事由として国土交通大臣が当該国土交通大臣の認定 

等を取り消したことによるものであるときは、当該申請をし 

た者又はその一般承継人を賦課期日現在における当該不足額 

に係る三輪以上の軽自動車の所有者とみなして、軽自動車税 

の種別割に関する規定（第８７条及び第８８条の規定を除く 

。）を適用する。 

３　前項の規定の適用がある場合における納付すべき軽自動車 

税の種別割の額は、同項の不足額に、これに１００分の３５ 

の割合を乗じて計算した金額を加算した金額とする。 

（土地の譲渡等に係る事業所得等に係る市民税の課税の特例 

） 

第１９条　［略］ 

２　［略］ 

３　第１項の規定の適用がある場合には、次に定めるところに 



 よる。 

⑴　［略］ 

⑵　第３４条の５から第３４条の７まで、第３４条の８第１ 

項、附則第４条第１項及び附則第４条の３第１項の規定の 

適用については、第３４条の５中「所得割の額」とあるの 

は「所得割の額及び附則第１９条第１項の規定による市民 

税の所得割の額」と、第３４条の６第１項前段、第３４条 

の７、第３４条の８第１項、附則第４条第１項及び附則第 

４条の３第１項中「所得割の額」とあるのは「所得割の額 

並びに附則第１９条第１項の規定による市民税の所得割の 

額」と、第３４条の６第１項後段中「所得割の額」とある 

のは「所得割の額及び附則第１９条第１項の規定による市

よる。 

⑴　［略］ 

⑵　第３４条の５から第３４条の７まで、第３４条の８第１ 

項、附則第４条第１項、附則第４条の３第１項及び附則第 

４条の３の２第１項の規定の適用については、第３４条の 

５中「所得割の額」とあるのは「所得割の額及び附則第１ 

９条第１項の規定による市民税の所得割の額」と、第３４ 

条の６第１項前段、第３４条の７、第３４条の８第１項、 

附則第４条第１項、附則第４条の３第１項及び附則第４条 

の３の２第１項中「所得割の額」とあるのは「所得割の額 

並びに附則第１９条第１項の規定による市民税の所得割の 

額」と、第３４条の６第１項後段中「所得割の額」とある

 　民税の所得割の額の合計額」とする。 

 

　⑶～⑸　［略］ 

４　［略］ 

（先物取引に係る雑所得等に係る個人の市民税の課税の特例

） 

第２０条　［略］ 

２　前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによ 

る。 

　⑴　［略］ 

⑵　第３４条の５から第３４条の７まで、第３４条の８第１ 

項、附則第４条第１項及び附則第４条の３第１項の規定の 

適用については、第３４条の５中「所得割の額」とあるの 

は「所得割の額及び附則第２０条の規定による市民税の所 

のは「所得割の額及び附則第１９条第１項の規定による市 

民税の所得割の額の合計額」とする。 

⑶～⑸　［略］ 

４　［略］ 

（先物取引に係る雑所得等に係る個人の市民税の課税の特例 

） 

第２０条　［略］ 

２　前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによ 

る。 

⑴　［略］ 

⑵　第３４条の５から第３４条の７まで、第３４条の８第１ 

項、附則第４条第１項、附則第４条の３第１項及び附則第 

４条の３の２第１項の規定の適用については、第３４条の 

５中「所得割の額」とあるのは「所得割の額及び附則第２ 



 得割の額」と、第３４条の６第１項前段、第３４条の７、 

第３４条の８第１項、附則第４条第１項及び附則第４条の 

３第１項中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並びに 

附則第２０条の規定による市民税の所得割の額」と、第３ 

４条の６第１項後段中「所得割の額」とあるのは「所得割 

の額及び附則第２０条の規定による市民税の所得割の額の 

合計額」とする。 

 

　⑶～⑸　［略］ 

（特例適用利子等及び特例適用配当等に係る個人の市民税の 

課税の特例） 

第２０条の２　［略］

０条の規定による市民税の所得割の額」と、第３４条の６ 

第１項前段、第３４条の７、第３４条の８第１項、附則第 

４条第１項、附則第４条の３第１項及び附則第４条の３の 

２第１項中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並びに 

附則第２０条の規定による市民税の所得割の額」と、第３ 

４条の６第１項後段中「所得割の額」とあるのは「所得割 

の額及び附則第２０条の規定による市民税の所得割の額の 

合計額」とする。 

⑶～⑸　［略］ 

（特例適用利子等及び特例適用配当等に係る個人の市民税の 

課税の特例） 

第２０条の２　［略］

 ２　前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによ 

る。 

　⑴　［略］ 

⑵　第３４条の５から第３４条の７まで、第３４条の８第１ 

項並びに附則第４条第１項及び第４条の３第１項の規定の 

適用については、第３４条の５中「所得割の額」とあるの 

は「所得割の額及び附則第２０条の２第１項の規定による 

市民税の所得割の額」と、第３４条の６第１項前段、第３ 

４条の７、第３４条の８第１項並びに附則第４条第１項及 

び第４条の３第１項中「所得割の額」とあるのは「所得割 

の額並びに附則第２０条の２第１項の規定による市民税の 

所得割の額」と、第３４条の６第１項後段中「所得割の額 

」とあるのは「所得割の額及び附則第２０条の２第１項の 

規定による市民税の所得割の額の合計額」とする。 

２　前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによ 

る。 

⑴　［略］ 

⑵　第３４条の５から第３４条の７まで、第３４条の８第１ 

項並びに附則第４条第１項、第４条の３第１項及び第４条 

の３の２第１項の規定の適用については、第３４条の５中 

「所得割の額」とあるのは「所得割の額及び附則第２０条 

の２第１項の規定による市民税の所得割の額」と、第３４ 

条の６第１項前段、第３４条の７、第３４条の８第１項並 

びに附則第４条第１項、第４条の３第１項及び第４条の３ 

の２第１項中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並び 

に附則第２０条の２第１項の規定による市民税の所得割の 

額」と、第３４条の６第１項後段中「所得割の額」とある 

のは「所得割の額及び附則第２０条の２第１項の規定によ 



  

　⑶～⑸　［略］ 

３・４　［略］ 

５　第３項後段の規定の適用がある場合には、次に定めるとこ 

ろによる。 

　⑴　［略］ 

⑵　第３４条の５から第３４条の７まで、第３４条の８第１ 

項並びに附則第４条第１項及び第４条の３第１項の規定の 

適用については、第３４条の５中「所得割の額」とあるの 

は「所得割の額及び附則第２０条の２第３項後段の規定に 

よる市民税の所得割の額」と、第３４条の６第１項前段、 

第３４条の７、第３４条の８第１項並びに附則第４条第１

る市民税の所得割の額の合計額」とする。 

⑶～⑸　［略］ 

３・４　［略］ 

５　第３項後段の規定の適用がある場合には、次に定めるとこ 

ろによる。 

⑴　［略］ 

⑵　第３４条の５から第３４条の７まで、第３４条の８第１ 

項並びに附則第４条第１項、第４条の３第１項及び第４条 

の３の２第１項の規定の適用については、第３４条の５中 

「所得割の額」とあるのは「所得割の額及び附則第２０条 

の２第３項後段の規定による市民税の所得割の額」と、第 

３４条の６第１項前段、第３４条の７、第３４条の８第１

 項及び第４条の３第１項中「所得割の額」とあるのは「所 

得割の額並びに附則第２０条の２第３項後段の規定による 

市民税の所得割の額」と、第３４条の６第１項後段中「所 

得割の額」とあるのは「所得割の額及び附則第２０条の２ 

第３項後段の規定による市民税の所得割の額の合計額」と 

する。 

　⑶～⑸　［略］ 

（条約適用利子等及び条約適用配当等に係る個人の市民税の 

課税の特例） 

第２０条の３　［略］　 

２　前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによ 

る。 

　⑴　［略］ 

⑵　第３４条の５から第３４条の７まで、第３４条の８第１ 

　　項並びに附則第４条第１項、第４条の３第１項及び第４条

の３の２第１項中「所得割の額」とあるのは「所得割の額

並びに附則第２０条の２第３項後段の規定による市民税の

所得割の額」と、第３４条の６第１項後段中「所得割の額

」とあるのは「所得割の額及び附則第２０条の２第３項後

段の規定による市民税の所得割の額の合計額」とする。 

⑶～⑸　［略］ 

（条約適用利子等及び条約適用配当等に係る個人の市民税の 

課税の特例） 

第２０条の３　［略］ 

２　前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによ 

る。 

　⑴　［略］ 

⑵　第３４条の５から第３４条の７まで、第３４条の８第１ 



 項並びに附則第４条第１項及び第４条の３第１項の規定の 

適用については、第３４条の５中「所得割の額」とあるの 

は「所得割の額及び附則第２０条の３第１項の規定による 

市民税の所得割の額」と、第３４条の６第１項前段、第３ 

４条の７、第３４条の８第１項並びに附則第４条第１項及 

び第４条の３第１項中「所得割の額」とあるのは「所得割 

の額並びに附則第２０条の３第１項の規定による市民税の 

所得割の額」と、第３４条の６第１項後段中「所得割の額 

」とあるのは「所得割の額及び附則第２０条の３第１項の 

規定による市民税の所得割の額の合計額」とする。 

 

　⑶～⑸　［略］

項並びに附則第４条第１項、第４条の３第１項及び第４条 

の３の２第１項の規定の適用については、第３４条の５中 

「所得割の額」とあるのは「所得割の額及び附則第２０条 

の３第１項の規定による市民税の所得割の額」と、第３４ 

条の６第１項前段、第３４条の７、第３４条の８第１項並 

びに附則第４条第１項、第４条の３第１項及び第４条の３ 

の２第１項中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並び 

に附則第２０条の３第１項の規定による市民税の所得割の 

額」と、第３４条の６第１項後段中「所得割の額」とある 

のは「所得割の額及び附則第２０条の３第１項の規定によ 

る市民税の所得割の額の合計額」とする。 

　⑶～⑸　［略］

 ３・４　［略］ 

５　第３項後段の規定の適用がある場合には、次に定めるとこ 

ろによる。 

⑴　［略］ 

⑵　第３４条の５から第３４条の７まで、第３４条の８第１ 

項並びに附則第４条第１項及び第４条の３第１項の規定の 

適用については、第３４条の５中「所得割の額」とあるの 

は「所得割の額及び附則第２０条の３第３項後段の規定に 

よる市民税の所得割の額」と、第３４条の６第１項前段、

３・４　［略］ 

５　第３項後段の規定の適用がある場合には、次に定めるとこ 

ろによる。 

　⑴　［略］ 

⑵　第３４条の５から第３４条の７まで、第３４条の８第１ 

項並びに附則第４条第１項、第４条の３第１項及び第４条 

の３の２第１項の規定の適用については、第３４条の５中 

「所得割の額」とあるのは「所得割の額及び附則２０条の 

４第３項の規定による市民税の所得割の額」と、第３４条

 第３４条の７、第３４条の８第１項並びに附則第４条第１ 

項及び第４条の３第１項中「所得割の額」とあるのは「所 

得割の額並びに附則第２０条の３第３項後段の規定による 

市民税の所得割の額」と、第３４条の６第１項後段中「所 

得割の額」とあるのは「所得割の額及び附則第２０条の３ 

の６第１項前段、第３４条の７、第３４条の８第１項並び 

に附則第４条第１項、第４条の３第１項及び第４条の３の 

２第１項中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並びに 

附則第２０条の３第３項後段の規定による市民税の所得割 

の額」と、第３４条の６第１項後段中「所得割の額」とあ 



　　　附　則 

（施行期日） 

第１条　この条例は、令和８年４月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行

する。 

⑴　第３６条の２第１項ただし書、第３６条の３の２及び第３６条の３の３の改正規定並びに附則第３条の改正規定及

び附則第４条の３の２第１項の改正規定（「令和２０年度」を「令和２５年度」に改める部分及び「令和７年」を「

令和１２年」に改める部分に限る。）並びに次条第１項及び第２項の規定　令和９年１月１日 

⑵　第６３条の改正規定及び附則第３条第２項の規定　令和９年４月１日 

⑶　第３４条の６第２項の改正規定並びに附則第４条の４の改正規定（「附則第５条の６第２項」を「附則第５条の６

第３項又は第４項」に改める部分に限る。）、附則第４条の６の改正規定及び附則第７条の２の改正規定（同条第１

項及び第２項中「令和８年度」を「令和１１年度」に改める部分を除く。）並びに次条第４項の規定　令和１０年１

月１日 

⑷　附則第４条の４の改正規定（前号に掲げる改正規定を除く。）及び第８条の３の次に一条を加える改正規定並びに

次条第３項及び第５項の規定　金融商品取引法及び資金決済に関する法律の一部を改正する法律（令和８年法律第　 

　号）の施行の日の属する年の翌々年の１月１日 

（市民税に関する経過措置） 

第２条　この条例による改正後の阿南市税条例（以下「新条例」という。）第３６条の３の３第１項及び第２項の規定は

、前条第１号に掲げる規定の施行の日以後に支払を受けるべき公的年金等について提出する新条例第３６条の３の３第

１項の規定による申告書について適用し、同日前に支払を受けるべき公的年金等について提出したこの条例による改正

 第３項後段の規定による市民税の所得割の額の合計額」と 

する。 

⑶～⑸　［略］

るのは「所得割の額及び附則第２０条の３第３項後段の規 

定による市民税の所得割の額の合計額」とする。 

⑶～⑸　［略］

 ６　［略］ ６　［略］



前の阿南市税条例第３６条の３の３第１項の規定による申告書については、なお従前の例による。 

２　前条第１号に掲げる規定による改正後の阿南市税条例附則第４条の３第１項及び第２項の規定は、市民税の所得割の

納税義務者が令和８年１月１日以後に所得税法等の一部を改正する法律（令和８年法律第１２号。以下この項において

「所得税法等改正法」という。）第７条の規定による改正後の租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第４１条第

１項に規定する居住用家屋（同条第１６項の規定により同条第１項に規定する居住用家屋とみなされる同条第１６項に

規定する特例居住用家屋を含む。）若しくは既存住宅（同条第１７項の規定により同条第１項に規定する既存住宅とみ

なされる同条第１７項に規定する特例既存住宅及び同条第３５項の規定により同条第１項に規定する既存住宅とみなさ

れる同条第３５項に規定する要耐震改修住宅を含む。）若しくは増改築等をした家屋（同条第１７項の規定により同条

第１項に規定する増改築等をした家屋とみなされる同条第１７項に規定する特例増改築等をした家屋を含み、当該増改

築等又は当該特例増改築等に係る部分に限る。）又は同条第６項に規定する認定住宅等（同条第１８項の規定により同

条第６項に規定する認定住宅等とみなされる同条第１８項に規定する特例認定住宅等を含む。）を同条第１項の定める

ところによりその者の居住の用に供する場合について適用し、市民税の所得割の納税義務者が同日前に所得税法等改正

法第７条の規定による改正前の租税特別措置法第４１条第１項に規定する居住用家屋（同条第２０項の規定により同条

第１項に規定する居住用家屋とみなされる同条第２０項に規定する特例居住用家屋を含む。）若しくは既存住宅（同条

第３５項の規定により同条第１項に規定する既存住宅とみなされる同条第３５項に規定する要耐震改修住宅を含む。）

若しくは増改築等をした家屋（当該増改築等に係る部分に限る。）又は同条第１０項に規定する認定住宅等（同条第２

１項の規定により同条第１０項に規定する認定住宅等とみなされる同条第２１項に規定する特例認定住宅等を含む。）

を同条第１項の定めるところによりその者の居住の用に供した場合については、なお従前の例による。 

３　前条第４号に掲げる規定による改正後の阿南市税条例附則第４条の４の規定は、同号に掲げる規定の施行の日（以下

この項及び第５項において「４号施行日」という。）の属する年度の翌年度以後の年度分の個人の市民税について適用

し、４号施行日の属する年度分までの個人の市民税については、なお従前の例による。 

４　新条例附則第７条の２第４項の規定は、市民税の所得割の納税義務者が前条第３号に掲げる規定の施行の日以後に行

う新条例附則第７条の２第１項の土地等の譲渡について適用する。 



５　新条例附則第８条の４の規定は、４号施行日の属する年度の翌年度以後の年度分の個人の市民税について適用する。 

  （固定資産税に関する経過措置） 

第３条　別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中固定資産税に関する部分は、令和８年度以後の年度分の固定資産

税について適用し、令和７年度分までの固定資産税については、なお従前の例による。 

２　新条例第６３条の規定は、令和９年度以後の年度分の固定資産税について適用し、令和８年度分までの固定資産税に

ついては、なお従前の例による。 

３　令和６年４月１日から令和８年３月３１日までの間に新たに取得された地方税法等の一部を改正する法律（令和８年

法律第２号）第１条の規定による改正前の地方税法（昭和２５年法律第２２６号。次項において「旧法」という。）附

則第１５条第２５項に規定する特定再生可能エネルギー発電設備に対して課する固定資産税については、なお従前の例

による。 

４　平成３０年４月１日から令和８年３月３１日までの間に旧法附則第１５条の１１第１項に規定する利便性等向上改修

工事が行われた同項に規定する改修実演芸術公演施設に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

  （軽自動車税に関する経過措置） 

第４条　新条例の規定中軽自動車税に関する部分は、令和８年度以後の年度分の軽自動車税について適用する。 

２　この条例の施行の日前の三輪以上の軽自動車の取得に対して課する軽自動車税の環境性能割については、なお従前の

例による。 

３　令和７年度以前の年度分の軽自動車税の種別割については、なお従前の例による。 

　（阿南市税条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例） 

第５条　阿南市税条例の一部を改正する条例（平成２６年阿南市条例第２５号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

 改正後 改正前

 附　則 
第６条　平成２７年３月３１日以前に初めて道路運送車両法第

附　則 
第６条　平成２７年３月３１日以前に初めて道路運送車両法第



 

専決処分をする理由 

令和８年３月３１日に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の一部が改正されたこと等に伴い、関係規定について所

要の整理を行う必要があるが、議会を招集する時間的余裕がない。これが、阿南市税条例（昭和３３年阿南市条例第１３

号）の一部改正を専決処分にする理由である。

 ６０条第１項後段の規定による車両番号の指定を受けた三輪

以上の軽自動車に対して課する軽自動車税に係る新条例第８

２条及び新条例附則第１６条の２の規定の適用については、 
次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、そ 
れぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

　６０条第１項後段の規定による車両番号の指定を受けた三輪

以上の軽自動車に対して課する軽自動車税の種別割に係る新

条例第８２条及び新条例附則第１６条の２の規定の適用につ 
いては、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字 
句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

 ［略］  ［略］



承認第２号 

阿南市国民健康保険税条例の一部を改正する条例に係る専決処分の承認について 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定に基づき、別記のとおり専決処分をしたので、同条第 

３項の規定により、これを報告し、その承認を求める。 

　　令和８年６月１日提出 

阿南市長　岩　佐　義　弘 

 

提案理由 

阿南市国民健康保険税条例（昭和３４年阿南市条例第１１号）の一部改正について、地方自治法第１７９条第１項の規 

定に基づき専決処分をしたので、同条第３項の規定により、これを報告し、その承認を求める必要がある。これが、この 

案件を提出する理由である。 

 

 



別記 

専決第６号 

専　決　処　分　書 

阿南市国民健康保険税条例の一部を改正する条例について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項

の規定に基づき、次のとおり専決処分にする。 

　　令和８年３月３１日専決 

 

阿南市長　岩　佐　義　弘 

 

阿南市条例第１５号 

阿南市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

阿南市国民健康保険税条例（昭和３４年阿南市条例第１１号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

 改正後 改正前

 （課税額） 

第２条　前条の世帯主に対して課する国民健康保険税の課税額 

は、世帯主及びその世帯に属する国民健康保険の被保険者に 

つき算定した次に掲げる額の合算額とする。 

⑴　基礎課税額（国民健康保険税のうち、国民健康保険に関 

する特別会計において負担する国民健康保険事業に要する 

費用（国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）の規 

定による国民健康保険事業費納付金（以下この条において 

「国民健康保険事業費納付金」という。）の納付に要する 

費用のうち、県の国民健康保険に関する特別会計において 

負担する高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法

　（課税額） 

第２条　前条の世帯主に対して課する国民健康保険税の課税額 

は、世帯主及びその世帯に属する国民健康保険の被保険者に 

つき算定した次に掲げる額の合算額とする。 

⑴　基礎課税額（国民健康保険税のうち、国民健康保険に関 

する特別会計において負担する国民健康保険事業に要する 

費用（国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）の規 

定による国民健康保険事業費納付金（以下この条において 

「国民健康保険事業費納付金」という。）の納付に要する 

費用のうち、県の国民健康保険に関する特別会計において 

負担する高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法



 律第８０号）の規定による後期高齢者支援金等（以下この 

条において「後期高齢者支援金等」という。）、介護保険 

法（平成９年法律第１２３号）の規定による納付金（以下 

この条において「介護納付金」という。）及び子ども・子 

育て支援法（平成２４年法律第６５号）の規定による子ど 

も・子育て支援納付金（以下この条において「子ども・子 

育て支援納付金」という。）の納付に要する費用に充てる 

部分を除く。）に充てるための国民健康保険税の課税額を 

いう。以下同じ。） 

⑵・⑶　［略］ 

　⑷　子ども・子育て支援納付金課税額（国民健康保険税のう

ち、国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用（県の

国民健康保険に関する特別会計において負担する子ども・

子育て支援納付金の納付に要する費用に充てる部分に限る

。）に充てるための国民健康保険税の課税額をいう。以下

同じ。） 

２　前項第１号の基礎課税額は、世帯主（前条第２項の世帯主 

（以下「２項世帯主」という。）を除く。）及びその世帯に 

属する国民健康保険の被保険者につき算定した所得割額並び 

に被保険者均等割額及び世帯別平等割額の合算額とする。た 

だし、当該合算額が６７万円を超える場合においては、当該 

基礎課税額は、６７万円とする。 

３　第１項第２号の後期高齢者支援金等課税額は、世帯主（２ 

項世帯主を除く。）及びその世帯に属する国民健康保険の被 

保険者につき算定した所得割額並びに被保険者均等割額及び 

世帯別平等割額の合算額とする。ただし、当該合算額が２６ 

万円を超える場合においては、当該後期高齢者支援金等課税 

額は、２６万円とする。 

律第８０号）の規定による後期高齢者支援金等（以下この 

条において「後期高齢者支援金等」という。）及び介護保 

険法（平成９年法律第１２３号）の規定による納付金（以 

下この条において「介護納付金」という。）の納付に要す 

る費用に充てる部分を除く。）に充てるための国民健康保 

険税の課税額をいう。以下同じ。） 

 

 

 

⑵・⑶　［略］ 

 

 

 

 

 

 

２　前項第１号の基礎課税額は、世帯主（前条第２項の世帯主 

（以下「２項世帯主」という。）を除く。）及びその世帯に 

属する国民健康保険の被保険者につき算定した所得割額並び 

に被保険者均等割額及び世帯別平等割額の合算額とする。た 

だし、当該合算額が６６万円を超える場合においては、当該 

基礎課税額は、６６万円とする。 

３　第１項第２号の後期高齢者支援金等課税額は、世帯主（２ 

項世帯主を除く。）及びその世帯に属する被保険者につき算 

定した所得割額並びに被保険者均等割額及び世帯別平等割額 

の合算額とする。ただし、当該合算額が２６万円を超える場 

合においては、当該後期高齢者支援金等課税額は、２６万円 

とする。 



 ４　［略］ 

５　第１項第４号の子ども・子育て支援納付金課税額は、世帯

主（２項世帯主を除く。）及びその世帯に属する国民健康保

険の被保険者につき算定した所得割額並びに被保険者均等割

額及び世帯別平等割額の合算額に、当該世帯に属する１８歳

以上被保険者（地方税法（昭和２５年法律第２２６号。以下

「法」という。）第７０３条の４第３０項に規定する１８歳

以上被保険者をいう。以下同じ。）につき算定した１８歳以

上被保険者均等割額を加算した額とする。ただし、加算後の

額が３万円を超える場合においては、子ども・子育て支援納

付金課税額は、３万円とする。 

（国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の所得割額） 

第３条　前条第２項の所得割額は、賦課期日の属する年の前年 

の所得に係る法第３１４条の２第１項に規定する総所得金額 

及び山林所得金額の合計額から同条第２項の規定による控除 

をした後の総所得金額及び山林所得金額の合計額（以下「基 

礎控除後の総所得金額等」という。）に１００分の７．６を 

乗じて算定する。 

 

２　［略］ 

（国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の世帯別平等割 

額） 

第５条の２　第２条第２項の世帯別平等割額は、次の各号に掲 

げる世帯の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。

⑴　特定世帯（特定同一世帯所属者（国民健康保険法第６条 

第８号の規定により被保険者の資格を喪失した者であって

４　［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の所得割額） 

第３条　前条第２項の所得割額は、賦課期日の属する年の前年 

の所得に係る地方税法（昭和２５年法律第２２６号。以下「 

法」という。）第３１４条の２第１項に規定する総所得金額 

及び山林所得金額の合計額から同条第２項の規定による控除 

をした後の総所得金額及び山林所得金額の合計額（以下「基 

礎控除後の総所得金額等」という。）に１００分の７．６を 

乗じて算定する。 

２　［略］ 

（国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の世帯別平等割 

額） 

第５条の２　第２条第２項の世帯別平等割額は、次の各号に掲 

げる世帯の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。

⑴　特定世帯（特定同一世帯所属者（国民健康保険法第６条 

第８号の規定により被保険者の資格を喪失した者であって

 、当該資格を喪失した日の前日以後継続して同一の世帯に 、当該資格を喪失した日の前日以後継続して同一の世帯に 



 属するものをいう。以下同じ。）と同一の世帯に属する被

保険者が属する世帯であって同日の属する月（以下この号

において「特定月」という。）以後５年を経過する月まで

の間にあるもの（当該世帯に他の被保険者がいない場合に

限る。）をいう。次号、第７条の３、第９条の７及び第２

３条第１項において同じ。）及び特定継続世帯（特定同一

世帯所属者と同一の世帯に属する被保険者が属する世帯で

あって特定月以後５年を経過する月の翌月から特定月以後

８年を経過する月までの間にあるもの（当該世帯に他の被

保険者がいない場合に限る。）をいう。第３号、第７条の

３、第９条の７及び第２３条第１項において同じ。）以外

の世帯　２万１，０００円 

⑵・⑶　［略］ 

　（介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等割額） 

第９条の３　［略］ 

（国民健康保険の被保険者に係る子ども・子育て支援納付金 

課税額の所得割額） 

第９条の４　第２条第５項の所得割額は、基礎控除後の総所得 

金額等に１００分の０．２８を乗じて算定する。 

（国民健康保険の被保険者に係る子ども・子育て支援納付金 

課税額の被保険者均等割額） 

第９条の５　第２条第５項の被保険者均等割額は、被保険者１ 

人について１，１６０円とする。 

（１８歳以上被保険者に係る子ども・子育て支援納付金課税 

額の１８歳以上被保険者均等割額）

属するものをいう。以下同じ。）と同一の世帯に属する被 

保険者が属する世帯であって同日の属する月（以下この号 

において「特定月」という。）以後５年を経過する月まで 

の間にあるもの（当該世帯に他の被保険者がいない場合に 

限る。）をいう。次号、第７条の３及び第２３条第１項に 

おいて同じ。）及び特定継続世帯（特定同一世帯所属者と 

同一の世帯に属する被保険者が属する世帯であって特定月 

以後５年を経過する月の翌月から特定月以後８年を経過す 

る月までの間にあるもの（当該世帯に他の被保険者がいな 

い場合に限る。）をいう。第３号、第７条の３及び第２３ 

条第１項において同じ。）以外の世帯　２万１，０００円 

 

⑵・⑶　［略］ 

　（介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等割額） 

第９条の３　［略］ 

 

 第９条の６　第２条第５項の１８歳以上被保険者均等割額は、  



 １８歳以上被保険者１人について４０円とする。 

（国民健康保険の被保険者に係る子ども・子育て支援納付金 

課税額の世帯別平等割額） 

第９条の７　第２条第５項の世帯別平等割額は、次の各号に掲 

げる世帯の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。

⑴　特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯　８００円 

⑵　特定世帯　４００円 

⑶　特定継続世帯　６００円 

（国民健康保険税の減額） 

第２３条　次の各号の一に掲げる国民健康保険税の納税義務者 

に対して課する国民健康保険税の額は、第２条第２項本文の 

基礎課税額から当該各号のア及びイに掲げる額を減額して得 

た額（当該減額して得た額が６７万円を超える場合には、６ 

７万円）、同条第３項本文の後期高齢者支援金等課税額から 

当該各号のウ及びエに掲げる額を減額して得た額（当該減額 

して得た額が２６万円を超える場合には、２６万円）、同条 

第４項本文の介護納付金課税額から当該各号のオ及びカに掲 

げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が１７万円を 

超える場合には、１７万円）並びに同条第５項本文の子ども 

・子育て支援納付金課税額から当該各号のキからケまでに掲 

げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が３万円を超 

える場合には、３万円）の合算額とする。 

⑴　法第７０３条の５第１項に規定する総所得金額及び山林 

所得金額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世 

帯に属する国民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所属

 

 

 

 

 

 

 

 

（国民健康保険税の減額） 

第２３条　次の各号の一に掲げる国民健康保険税の納税義務者 

に対して課する国民健康保険税の額は、第２条第２項本文の 

基礎課税額から当該各号のア及びイに掲げる額を減額して得 

た額（当該減額して得た額が６６万円を超える場合には、６ 

６万円）、同条第３項本文の後期高齢者支援金等課税額から 

当該各号のウ及びエに掲げる額を減額して得た額（当該減額 

して得た額が２６万円を超える場合には、２６万円）並びに 

同条第４項本文の介護納付金課税額から当該各号のオ及びカ 

に掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が１７万 

円を超える場合には、１７万円）の合算額とする。 

 

 

 

⑴　法第７０３条の５第１項に規定する総所得金額及び山林 

所得金額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世 

帯に属する国民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所属

 者のうち給与所得を有する者（前年中に法第７０３条の５ 者のうち給与所得を有する者（前年中に法第７０３条の５ 



 第１項に規定する総所得金額に係る所得税法（昭和４０年 

法律第３３号）第２８条第１項に規定する給与所得につい 

て同条第３項に規定する給与所得控除額の控除を受けた者 

（同条第１項に規定する給与等の収入金額が５５万円を超 

える者に限る。）をいう。以下この号において同じ。）の 

数及び公的年金等に係る所得を有する者（前年中に法第７ 

０３条の５第１項に規定する総所得金額に係る所得税法第 

３５条第３項に規定する公的年金等に係る所得について同 

条第４項に規定する公的年金等控除額の控除を受けた者（ 

年齢６５歳未満の者にあっては当該公的年金等の収入金額 

が６０万円を超える者に限り、年齢６５歳以上の者にあっ 

ては当該公的年金等の収入金額が１１０万円を超える者に 

限る。）をいい、給与所得を有する者を除く。）の数の合 

計数（以下この条において「給与所得者等の数」という。 

）が２以上の場合にあっては、４３万円に当該給与所得者 

等の数から１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加 

算した金額）を超えない世帯に係る納税義務者 

ア～カ　［略］ 

キ　国民健康保険の被保険者に係る子ども・子育て支援納 

付金課税額の被保険者均等割額　被保険者（２項世帯主 

を除く。）１人について　８１２円 

ク　１８歳以上被保険者に係る子ども・子育て支援納付金 

課税額の１８歳以上被保険者均等割額　１８歳以上被保 

険者（２項世帯主を除く。）１人について　２８円 

ケ　国民健康保険の被保険者に係る子ども・子育て支援納

第１項に規定する総所得金額に係る所得税法（昭和４０年 

法律第３３号）第２８条第１項に規定する給与所得につい 

て同条第３項に規定する給与所得控除額の控除を受けた者 

（同条第１項に規定する給与等の収入金額が５５万円を超 

える者に限る。）をいう。以下この号において同じ。）の 

数及び公的年金等に係る所得を有する者（前年中に法第７ 

０３条の５第１項に規定する総所得金額に係る所得税法第 

３５条第３項に規定する公的年金等に係る所得について同 

条第４項に規定する公的年金等控除額の控除を受けた者（ 

年齢６５歳未満の者にあっては当該公的年金等の収入金額 

が６０万円を超える者に限り、年齢６５歳以上の者にあっ 

ては当該公的年金等の収入金額が１１０万円を超える者に 

限る。）をいい、給与所得を有する者を除く。）の数の合 

計数（以下この条において「給与所得者等の数」という。 

）が２以上の場合にあっては、４３万円に当該給与所得者 

等の数から１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加 

算した金額）を超えない世帯に係る納税義務者 

ア～カ　［略］ 

 

 　付金課税額の世帯別平等割額　次に掲げる世帯の区分に  



 応じ、それぞれに定める額 

　　　(ア)　特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯　５６０円 
(イ)　特定世帯　２８０円 

　　　(ウ)　特定継続世帯　４２０円 

⑵　法第７０３条の５第１項に規定する総所得金額及び山林 

所得金額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世 

帯に属する国民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所属 

者のうち給与所得者等の数が２以上の場合にあっては、４ 

３万円に当該給与所得者等の数から１を減じた数に１０万 

円を乗じて得た金額を加算した金額）に被保険者及び特定 

同一世帯所属者１人につき３１万円を加算した金額を超え 

ない世帯に係る納税義務者（前号に該当する者を除く。） 

 

ア～カ　［略］ 

キ　国民健康保険の被保険者に係る子ども・子育て支援納 

付金課税額の被保険者均等割額　被保険者（２項世帯主 

を除く。）１人について　５８０円 

ク　１８歳以上被保険者に係る子ども・子育て支援納付金 

課税額の１８歳以上被保険者均等割額　１８歳以上被保 

険者（２項世帯主を除く。）１人について　２０円 

ケ　国民健康保険の被保険者に係る子ども・子育て支援納 

付金課税額の世帯別平等割額　次に掲げる世帯の区分に 

応じ、それぞれに定める額 

　　　(ア)　特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯　４００円  
　　　(イ)　特定世帯　２００円 

　　　(ウ)　特定継続世帯　３００円

 

 

 

 

⑵　法第７０３条の５第１項に規定する総所得金額及び山林 

所得金額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世 

帯に属する国民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所属 

者のうち給与所得者等の数が２以上の場合にあっては、４ 

３万円に当該給与所得者等の数から１を減じた数に１０万 

円を乗じて得た金額を加算した金額）に被保険者及び特定 

同一世帯所属者１人につき３０万５，０００円を加算した 

金額を超えない世帯に係る納税義務者（前号に該当する者 

を除く。） 

ア～カ　［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 　⑶　法第７０３条の５第１項に規定する総所得金額及び山林 

所得金額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世 

帯に属する国民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所属 

者のうち給与所得者等の数が２以上の場合にあっては、４ 

３万円に当該給与所得者等の数から１を減じた数に１０万 

円を乗じて得た金額を加算した金額）に被保険者及び特定 

同一世帯所属者１人につき５７万円を加算した金額を超え 

ない世帯に係る納税義務者（前２号に該当する者を除く。 

） 

ア～カ　［略］ 

キ　国民健康保険の被保険者に係る子ども・子育て支援納 

付金課税額の被保険者均等割額　被保険者（２項世帯主

　　　を除く。）１人について　２３２円 

ク　１８歳以上被保険者に係る子ども・子育て支援納付金 

課税額の１８歳以上被保険者均等割額　１８歳以上被保 

険者（２項世帯主を除く。）１人について　８円 

ケ　国民健康保険の被保険者に係る子ども・子育て支援納 

付金課税額の世帯別平等割額　次に掲げる世帯の区分に 

応じ、それぞれに定める額 

　　　(ア)　特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯　１６０円 

　　　(イ)　特定世帯　８０円 

　　　(ウ)　特定継続世帯　１２０円 

２　国民健康保険税の納税義務者の属する世帯内に６歳に達す 

る日以後の最初の３月３１日以前である被保険者（以下「未 

就学児」という。）がある場合における当該納税義務者に対

⑶　法第７０３条の５第１項に規定する総所得金額及び山林 

所得金額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世 

帯に属する国民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所属 

者のうち給与所得者等の数が２以上の場合にあっては、４ 

３万円に当該給与所得者等の数から１を減じた数に１０万 

円を乗じて得た金額を加算した金額）に被保険者及び特定 

同一世帯所属者１人につき５６万円を加算した金額を超え 

ない世帯に係る納税義務者（前２号に該当する者を除く。 

） 

ア～カ　［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２　国民健康保険税の納税義務者の属する世帯内に６歳に達す 

　る日以後の最初の３月３１日以前である被保険者（以下「未 

就学児」という。）がある場合における当該納税義務者に対

 して課する被保険者均等割額（当該納税義務者の世帯に属す して課する被保険者均等割額（当該納税義務者の世帯に属す 



 る未就学児につき算定した被保険者均等割額（前項に規定す 

る金額を減額するものとした場合にあっては、その減額後の 

被保険者均等割額）に限る。）は、当該被保険者均等割額か 

ら、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定め 

る額を減額して得た額とする。 

⑴・⑵　［略］ 

⑶　国民健康保険の被保険者に係る子ども・子育て支援納付 

金課税額の被保険者均等割額　次に掲げる世帯の区分に応 

じ、それぞれ未就学児１人について次に定める額 

ア　前項第１号キに規定する金額を減額した世帯　１７４ 

　円 

イ　前項第２号キに規定する金額を減額した世帯　２９０ 

　円 

ウ　前項第３号キに規定する金額を減額した世帯　４６４ 

　円 

エ　アからウまでに掲げる世帯以外の世帯　５８０円 

３　国民健康保険税の納税義務者の世帯に地方税法施行令第５ 

６条の８９第４項に規定する出産被保険者（以下「出産被保 

険者」という。）が属する場合における当該納税義務者に対 

して課する所得割額並びに被保険者均等割額及び１８歳以上 

被保険者均等割額（第１項に規定する金額を減額するものと 

した場合にあっては、その減額後の被保険者均等割額及び１ 

８歳以上被保険者均等割額）は、当該所得割額並びに被保険 

者均等割額及び１８歳以上被保険者均等割額から、次の各号 

に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額を減額し

る未就学児につき算定した被保険者均等割額（前項に規定す 

る金額を減額するものとした場合にあっては、その減額後の 

被保険者均等割額）に限る。）は、当該被保険者均等割額か 

ら、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定め 

る額を減額して得た額とする。 

⑴・⑵　［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３　国民健康保険税の納税義務者の世帯に地方税法施行令第５ 

６条の８９第４項に規定する出産被保険者（以下「出産被保 

険者」という。）が属する場合における当該納税義務者に対 

して課する所得割額及び被保険者均等割額（第１項に規定す 

る金額を減額するものとした場合にあっては、その減額後の 

被保険者均等割額）は、当該所得割額及び被保険者均等割額 

から、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定 

める額を減額して得た額とする。 

 て得た額とする。  



 ⑴　国民健康保険の出産被保険者に係る基礎課税額の所得割 

額　当該出産被保険者につき第３条の規定により算定した 

所得割額の１２分の１の額に、当該出産被保険者の出産の 

予定日（地方税法施行規則第２４条の３０の６に定める場 

合には、出産の日。以下同じ。）の属する月（以下「出産 

予定月」という。）の前月（多胎妊娠の場合には、３月前 

）から出産予定月の翌々月までの期間（以下「産前産後期 

間」という。）のうち当該年度に属する月数を乗じて得た 

　　額 

⑵～⑹　［略］ 

⑺　国民健康保険の出産被保険者に係る子ども・子育て支援

納付金課税額の所得割額　当該出産被保険者につき第９条

の４の規定により算定した所得割額の１２分の１の額に、

当該出産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属する

月数を乗じて得た額 

⑻　国民健康保険の出産被保険者に係る子ども・子育て支援

納付金課税額の被保険者均等割額　当該出産被保険者につ

き第９条の５の規定により算定した被保険者均等割額（第

１項に規定する金額を減額するものとした場合にあっては

、その減額後の被保険者均等割額）の１２分の１の額に、

当該出産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属する

月数を乗じて得た額 

⑼　国民健康保険の出産被保険者に係る子ども・子育て支援

納付金課税額の１８歳以上被保険者均等割額　当該出産被

保険者につき第９条の６の規定により算定した１８歳以上

⑴　国民健康保険の出産被保険者に係る基礎課税額の所得割 

額　当該出産被保険者につき第３条の規定により算定した 

所得割額の１２分の１の額に、当該出産被保険者の出産の 

予定日（地方税法施行規則第２４条の３０の５に定める場 

合には、出産の日。以下同じ。）の属する月（以下「出産 

予定月」という。）の前月（多胎妊娠の場合には、３月前 

）から出産予定月の翌々月までの期間（以下「産前産後期 

間」という。）のうち当該年度に属する月数を乗じて得た 

　　額 

⑵～⑹　［略］

 被保険者均等割額（第１項に規定する金額を減額するもの 　　 



 とした場合にあっては、その減額後の１８歳以上被保険者 

均等割額）の１２分の１の額に、当該出産被保険者の産前 

産後期間のうち当該年度に属する月数を乗じて得た額 

４　国民健康保険税の納税義務者の属する世帯内に１８歳に達 

する日以後の最初の３月３１日以前である被保険者（以下「 

１８歳未満被保険者」という。）がある場合における当該納 

税義務者に対して課する子ども・子育て支援納付金課税額の 

被保険者均等割額（当該納税義務者の世帯に属する１８歳未 

満被保険者につき算定した被保険者均等割額（前３項に規定 

する金額を減額するものとした場合にあっては、その減額後 

の被保険者均等割額）に限る。）は、当該被保険者均等割額 

から、当該被保険者均等割額に相当する額を減額して得た額 

とする。 

附　則 

（上場株式等に係る配当所得等に係る国民健康保険税の課税 

の特例） 

４　世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若し 

くは特定同一世帯所属者が法附則第３３条の２第５項の配当 

所得等を有する場合における第３条、第６条、第８条、第９ 

条の４及び第２３条の規定の適用については、第３条第１項 

中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並び 

に法附則第３３条の２第５項に規定する上場株式等に係る配 

当所得等の金額」と、「同条第２項」とあるのは「法第３１ 

４条の２第２項」と、同条第２項中「又は山林所得金額」と 

あるのは「若しくは山林所得金額又は法附則第３３条の２第

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

附　則 

（上場株式等に係る配当所得等に係る国民健康保険税の課税 

の特例） 

４　世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若し 

くは特定同一世帯所属者が法附則第３３条の２第５項の配当 

所得等を有する場合における第３条、第６条、第８条及び第 

２３条の規定の適用については、第３条第１項中「及び山林 

所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第３ 

３条の２第５項に規定する上場株式等に係る配当所得等の金 

額」と、「同条第２項」とあるのは「法第３１４条の２第２ 

項」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若 

しくは山林所得金額又は法附則第３３条の２第５項に規定す

 ５項に規定する上場株式等に係る配当所得等の金額」と、第 る上場株式等に係る配当所得等の金額」と、第２３条第１項 



 ２３条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林 

所得金額並びに法附則第３３条の２第５項に規定する上場株 

式等に係る配当所得等の金額」とする。 

（長期譲渡所得に係る国民健康保険税の課税の特例） 

５　世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若し 

くは特定同一世帯所属者が法附則第３４条第４項の譲渡所得 

を有する場合における第３条、第６条、第８条、第９条の４ 

及び第２３条の規定の適用については、第３条第１項中「及 

び山林所得金額の合計額から同条第２項」とあるのは「及び 

山林所得金額並びに法附則第３４条第４項に規定する長期譲 

渡所得の金額（租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号） 

第３３条の４第１項若しくは第２項、第３４条第１項、第３ 

４条の２第１項、第３４条の３第１項、第３５条第１項、第 

３５条の２第１項、第３５条の３第１項又は第３６条の規定 

に該当する場合には、これらの規定の適用により同法第３１ 

条第１項に規定する長期譲渡所得の金額から控除する金額を 

控除した金額。以下この項において「控除後の長期譲渡所得 

の金額」という。）の合計額から法第３１４条の２第２項」 

と、「及び山林所得金額の合計額（」とあるのは「及び山林 

所得金額並びに控除後の長期譲渡所得の金額の合計額（」と 

、同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは 

山林所得金額又は法附則第３４条第４項に規定する長期譲渡 

所得の金額」と、第２３条第１項中「及び山林所得金額」と 

あるのは「及び山林所得金額並びに法附則第３４条第４項に 

規定する長期譲渡所得の金額」とする。

中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並び 

に法附則第３３条の２第５項に規定する上場株式等に係る配 

当所得等の金額」とする。 

（長期譲渡所得に係る国民健康保険税の課税の特例） 

５　世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若し 

くは特定同一世帯所属者が法附則第３４条第４項の譲渡所得 

を有する場合における第３条、第６条、第８条及び第２３条 

の規定の適用については、第３条第１項中「及び山林所得金 

額の合計額から同条第２項」とあるのは「及び山林所得金額 

並びに法附則第３４条第４項に規定する長期譲渡所得の金額 

（租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第３３条の４ 

第１項若しくは第２項、第３４条第１項、第３４条の２第１ 

項、第３４条の３第１項、第３５条第１項、第３５条の２第 

１項、第３５条の３第１項又は第３６条の規定に該当する場 

合には、これらの規定の適用により同法第３１条第１項に規 

定する長期譲渡所得の金額から控除する金額を控除した金額 

。以下この項において「控除後の長期譲渡所得の金額」とい 

う。）の合計額から法第３１４条の２第２項」と、「及び山 

林所得金額の合計額（」とあるのは「及び山林所得金額並び 

に控除後の長期譲渡所得の金額の合計額（」と、同条第２項 

中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額 

又は法附則第３４条第４項に規定する長期譲渡所得の金額」 

と、第２３条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及 

び山林所得金額並びに法附則第３４条第４項に規定する長期 

譲渡所得の金額」とする。

 （一般株式等に係る譲渡所得等に係る国民健康保険税の課税 （一般株式等に係る譲渡所得等に係る国民健康保険税の課税 



 の特例） 

７　世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若し 

くは特定同一世帯所属者が法附則第３５条の２第５項の一般 

株式等に係る譲渡所得等を有する場合における第３条、第６ 

条、第８条、第９条の４及び第２３条の規定の適用について 

は、第３条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び 

山林所得金額並びに法附則第３５条の２第５項に規定する一 

般株式等に係る譲渡所得等の金額」と、「同条第２項」とあ 

るのは「法第３１４条の２第２項」と、同条第２項中「又は 

山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は法附 

則第３５条の２第５項に規定する一般株式等に係る譲渡所得 

等の金額」と、第２３条第１項中「及び山林所得金額」とあ 

るのは「及び山林所得金額並びに法附則第３５条の２第５項 

に規定する一般株式等に係る譲渡所得等の金額」とする。 

（上場株式等に係る譲渡所得等に係る国民健康保険税の課税 

の特例） 

８　世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若し 

くは特定同一世帯所属者が法附則第３５条の２の２第５項の 

上場株式等に係る譲渡所得等を有する場合における第３条、 

第６条、第８条、第９条の４及び第２３条の規定の適用につ 

いては、第３条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「 

及び山林所得金額並びに法附則第３５条の２の２第５項に規 

定する上場株式等に係る譲渡所得等の金額」と、「同条第２ 

項」とあるのは「法第３１４条の２第２項」と、同条第２項 

中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額

の特例） 

７　世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若し 

くは特定同一世帯所属者が法附則第３５条の２第５項の一般 

株式等に係る譲渡所得等を有する場合における第３条、第６ 

条、第８条及び第２３条の規定の適用については、第３条第 

１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額 

並びに法附則第３５条の２第５項に規定する一般株式等に係 

る譲渡所得等の金額」と、「同条第２項」とあるのは「法第 

３１４条の２第２項」と、同条第２項中「又は山林所得金額 

」とあるのは「若しくは山林所得金額又は法附則第３５条の 

２第５項に規定する一般株式等に係る譲渡所得等の金額」と 

、第２３条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び 

山林所得金額並びに法附則第３５条の２第５項に規定する一 

般株式等に係る譲渡所得等の金額」とする。 

（上場株式等に係る譲渡所得等に係る国民健康保険税の課税 

の特例） 

８　世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若し 

くは特定同一世帯所属者が法附則第３５条の２の２第５項の 

上場株式等に係る譲渡所得等を有する場合における第３条、 

第６条、第８条及び第２３条の規定の適用については、第３ 

条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得 

金額並びに法附則第３５条の２の２第５項に規定する上場株 

式等に係る譲渡所得等の金額」と、「同条第２項」とあるの 

は「法第３１４条の２第２項」と、同条第２項中「又は山林 

所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は法附則第

 又は法附則第３５条の２の２第５項に規定する上場株式等に ３５条の２の２第５項に規定する上場株式等に係る譲渡所得 



 係る譲渡所得等の金額」と、第２３条第１項中「及び山林所 

得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第３５ 

条の２の２第５項に規定する上場株式等に係る譲渡所得等の 

金額」とする。 

（先物取引に係る雑所得等に係る国民健康保険税の課税の特 

例） 

９　世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若し 

くは特定同一世帯所属者が法附則第３５条の４第４項の事業 

所得、譲渡所得又は雑所得を有する場合における第３条、第 

６条、第８条、第９条の４及び第２３条の規定の適用につい 

ては、第３条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及 

び山林所得金額並びに法附則第３５条の４第４項に規定する 

先物取引に係る雑所得等の金額」と、「同条第２項」とある 

のは「法第３１４条の２第２項」と、同条第２項中「又は山 

林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は法附則 

第３５条の４第４項に規定する先物取引に係る雑所得等の金 

額」と、第２３条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは 

「及び山林所得金額並びに法附則第３５条の４第４項に規定 

する先物取引に係る雑所得等の金額」とする。 

（土地の譲渡等に係る事業所得等に係る国民健康保険税の課 

税の特例） 

１０　世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若 

しくは特定同一世帯所属者が法附則第３３条の３第５項の事 

業所得又は雑所得を有する場合における第３条、第６条、第 

８条、第９条の４及び第２３条の規定の適用については、第

等の金額」と、第２３条第１項中「及び山林所得金額」とあ 

るのは「及び山林所得金額並びに法附則第３５条の２の２第 

５項に規定する上場株式等に係る譲渡所得等の金額」とする。

 

（先物取引に係る雑所得等に係る国民健康保険税の課税の特 

例） 

９　世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若し 

くは特定同一世帯所属者が法附則第３５条の４第４項の事業 

所得、譲渡所得又は雑所得を有する場合における第３条、第 

６条、第８条及び第２３条の規定の適用については、第３条 

第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金 

額並びに法附則第３５条の４第４項に規定する先物取引に係 

る雑所得等の金額」と、「同条第２項」とあるのは「法第３ 

１４条の２第２項」と、同条第２項中「又は山林所得金額」 

とあるのは「若しくは山林所得金額又は法附則第３５条の４ 

第４項に規定する先物取引に係る雑所得等の金額」と、第２ 

３条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所 

得金額並びに法附則第３５条の４第４項に規定する先物取引 

に係る雑所得等の金額」とする。 

（土地の譲渡等に係る事業所得等に係る国民健康保険税の課 

税の特例） 

１０　世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若 

しくは特定同一世帯所属者が法附則第３３条の３第５項の事 

業所得又は雑所得を有する場合における第３条、第６条、第 

８条及び第２３条の規定の適用については、第３条第１項中

 ３条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所 「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに 



 得金額並びに法附則第３３条の３第５項に規定する土地等に 

係る事業所得等の金額」と、「同条第２項」とあるのは「法 

第３１４条の２第２項」と、同条第２項中「又は山林所得金 

額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は法附則第３３条 

の３第５項に規定する土地等に係る事業所得等の金額」と、 

第２３条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山 

林所得金額並びに法附則第３３条の３第５項に規定する土地 

等に係る事業所得等の金額」とする。 

（特例適用利子等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

１１　世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若 

しくは特定同一世帯所属者が外国居住者等の所得に対する相 

互主義による所得税等の非課税等に関する法律（昭和３７年 

法律第１４４号）第８条第２項、第１２条第５項又は第１６ 

条第２項に規定する特例適用利子等に係る利子所得、配当所 

得、譲渡所得、一時所得及び雑所得を有する場合における第 

３条、第６条、第８条、第９条の４及び第２３条第１項の規 

定の適用については、第３条第１項中「山林所得金額の合計 

額から同条第２項」とあるのは「山林所得金額並びに外国居 

住者等の所得に対する相互主義による所得税等の非課税等に 

関する法律（昭和３７年法律第１４４号）第８条第２項（同 

法第１２条第５項及び第１６条第２項において準用する場合 

を含む。）に規定する特例適用利子等の額（以下この条及び 

第２３条第１項において「特例適用利子等の額」という。） 

の合計額から法第３１４条の２第２項」と、「山林所得金額 

の合計額（」とあるのは「山林所得金額並びに特例適用利子

法附則第３３条の３第５項に規定する土地等に係る事業所得 

等の金額」と、「同条第２項」とあるのは「法第３１４条の 

２第２項」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあるの 

は「若しくは山林所得金額又は法附則第３３条の３第５項に 

規定する土地等に係る事業所得等の金額」と、第２３条第１ 

項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並 

びに法附則第３３条の３第５項に規定する土地等に係る事業 

所得等の金額」とする。 

（特例適用利子等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

１１　世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若 

しくは特定同一世帯所属者が外国居住者等の所得に対する相 

互主義による所得税等の非課税等に関する法律（昭和３７年 

法律第１４４号）第８条第２項、第１２条第５項又は第１６ 

条第２項に規定する特例適用利子等に係る利子所得、配当所 

得、譲渡所得、一時所得及び雑所得を有する場合における第 

３条、第６条、第８条及び第２３条第１項の規定の適用につ 

いては、第３条第１項中「山林所得金額の合計額から同条第 

２項」とあるのは「山林所得金額並びに外国居住者等の所得 

に対する相互主義による所得税等の非課税等に関する法律（ 

昭和３７年法律第１４４号）第８条第２項（同法第１２条第 

５項及び第１６条第２項において準用する場合を含む。）に 

規定する特例適用利子等の額（以下この条及び第２３条第１ 

項において「特例適用利子等の額」という。）の合計額から 

法第３１４条の２第２項」と、「山林所得金額（」とあるの 

　は「山林所得金額並びに特例適用利子等の額の合計額（」と

 等の額の合計額（」と、同条第２項中「又は山林所得金額」 、同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは 



 とあるのは「若しくは山林所得金額又は特例適用利子等の額 

」と、第２３条第１項中「山林所得金額」とあるのは「山林 

所得金額並びに特例適用利子等の額」とする。 

（特例適用配当等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

１２　世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若 

しくは特定同一世帯所属者が外国居住者等の所得に対する相 

互主義による所得税等の非課税等に関する法律第８条第４項 

、第１２条第６項又は第１６条第３項に規定する特例適用配 

当等に係る利子所得、配当所得及び雑所得を有する場合にお 

ける第３条、第６条、第８条、第９条の４及び第２３条第１ 

項の規定の適用については、第３条第１項中「山林所得金額 

の合計額から同条第２項」とあるのは「山林所得金額並びに 

外国居住者等の所得に対する相互主義による所得税等の非課 

税等に関する法律第８条第４項（同法第１２条第６項及び第 

１６条第３項において準用する場合を含む。）に規定する特 

例適用配当等の額（以下この条及び第２３条第１項において 

「特例適用配当等の額」という。）の合計額から法第３１４ 

条の２第２項」と、「山林所得金額の合計額（」とあるのは 

「山林所得金額並びに特例適用配当等の額の合計額（」と、 

同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山 

林所得金額又は特例適用配当等の額」と、第２３条第１項中 

「山林所得金額」とあるのは「山林所得金額並びに特例適用 

配当等の額」とする。 

（条約適用利子等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

１３　世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若

山林所得金額又は特例適用利子等の額」と、第２３条第１項 

中「山林所得金額」とあるのは「山林所得金額並びに特例適 

用利子等の額」とする。 

（特例適用配当等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

１２　世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若 

しくは特定同一世帯所属者が外国居住者等の所得に対する相 

互主義による所得税等の非課税等に関する法律第８条第４項 

、第１２条第６項又は第１６条第３項に規定する特例適用配 

当等に係る利子所得、配当所得及び雑所得を有する場合にお 

ける第３条、第６条、第８条及び第２３条第１項の規定の適 

用については、第３条第１項中「山林所得金額の合計額から 

同条第２項」とあるのは「山林所得金額並びに外国居住者等 

の所得に対する相互主義による所得税等の非課税等に関する 

法律第８条第４項（同法第１２条第６項及び第１６条第３項 

において準用する場合を含む。）に規定する特例適用配当等 

の額（以下この条及び第２３条第１項において「特例適用配 

当等の額」という。）の合計額から法第３１４条の２第２項 

」と、「山林所得金額の合計額（」とあるのは「山林所得金 

額並びに特例適用配当等の額の合計額（」と、同条第２項中 

「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又 

は特例適用配当等の額」と、第２３条第１項中「山林所得額 

」とあるのは「山林所得金額並びに特例適用配当等の額」と 

する。 

（条約適用利子等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

１３　世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若

 しくは特定同一世帯所属者が租税条約等の実施に伴う所得税 しくは特定同一世帯所属者が租税条約等の実施に伴う所得税 



 法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律（昭和４４ 

年法律第４６号。以下「租税条約等実施特例法」という。） 

第３条の２の２第１０項に規定する条約適用利子等に係る利 

子所得、配当所得、譲渡所得、一時所得及び雑所得を有する 

場合における第３条、第６条、第８条、第９条の４及び第２ 

３条の規定の適用については、第３条第１項中「及び山林所 

得金額の合計額から同条第２項」とあるのは「及び山林所得 

金額並びに租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び 

地方税法の特例等に関する法律（昭和４４年法律第４６号。 

以下「租税条約等実施特例法」という。）第３条の２の２第 

１０項に規定する条約適用利子等の額の合計額から法第３１ 

４条の２第２項」と、「及び山林所得金額の合計額（」とあ 

るのは「及び山林所得金額並びに租税条約等実施特例法第３ 

条の２の２第１０項に規定する条約適用利子等の額の合計額 

（」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若 

しくは山林所得金額又は租税条約等実施特例法第３条の２の 

２第１０項に規定する条約適用利子等の額」と、第２３条第 

１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額 

並びに租税条約等実施特例法第３条の２の２第１０項に規定 

する条約適用利子等の額」とする。 

（条約適用配当等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

１４　世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若 

しくは特定同一世帯所属者が租税条約等実施特例法第３条の 

２の２第１２項に規定する条約適用配当等に係る利子所得、 

配当所得及び雑所得を有する場合における第３条、第６条、 

第８条、第９条の４及び第２３条の規定の適用については、

法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律（昭和４４ 

年法律第４６号。以下「租税条約等実施特例法」という。） 

第３条の２の２第１０項に規定する条約適用利子等に係る利 

子所得、配当所得、譲渡所得、一時所得及び雑所得を有する 

場合における第３条、第６条、第８条及び第２３条の規定の 

適用については、第３条第１項中「及び山林所得金額の合計 

額から同条第２項」とあるのは「及び山林所得金額並びに租 

税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特 

例等に関する法律（昭和４４年法律第４６号。以下「租税条 

約等実施特例法」という。）第３条の２の２第１０項に規定 

する条約適用利子等の額の合計額から法第３１４条の２第２ 

項」と、「及び山林所得金額の合計額（」とあるのは「及び 

山林所得金額並びに租税条約等実施特例法第３条の２の２第 

１０項に規定する条約適用利子等の額の合計額（」と、同条 

第２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所 

得金額又は租税条約等実施特例法第３条の２の２第１０項に 

規定する条約適用利子等の額」と、第２３条第１項中「及び 

山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに租税条 

約等実施特例法第３条の２の２第１０項に規定する条約適用 

利子等の額」とする。 

（条約適用配当等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

１４　世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若 

しくは特定同一世帯所属者が租税条約等実施特例法第３条の 

２の２第１２項に規定する条約適用配当等に係る利子所得、 

配当所得及び雑所得を有する場合における第３条、第６条、 

第８条及び第２３条の規定の適用については、第３条第１項



　　　附　則 

（施行期日） 

１　この条例は、令和８年４月１日から施行する。 

(適用区分) 

２　この条例による改正後の阿南市国民健康保険税条例の規定は、令和８年度以後の年度分の国民健康保険税について適

用し、令和７年度分までの国民健康保険税については、なお従前の例による。 

　 

専決処分をする理由 

　令和８年３月３１日に地方税法施行令（昭和２５年政令第２４５号）の一部が改正されたことに伴い、関係規定につい

て所要の整理を行う必要があるが、議会を招集する時間的余裕がない。これが、阿南市国民健康保険税条例（昭和３４年

 第３条第１項中「及び山林所得金額の合計額から同条第２項 

」とあるのは「及び山林所得金額並びに租税条約等の実施に 

伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律 

（昭和４４年法律第４６号。以下「租税条約等実施特例法」 

という。）第３条の２の２第１２項に規定する条約適用配当 

等の額の合計額から法第３１４条の２第２項」と、「及び山 

林所得金額の合計額（」とあるのは「及び山林所得金額並び 

に租税条約等実施特例法第３条の２の２第１２項に規定する 

条約適用配当等の額の合計額（」と、同条第２項中「又は山 

林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は租税条 

約等実施特例法第３条の２の２第１２項に規定する条約適用 

配当等の額」と、第２３条第１項中「及び山林所得金額」と 

あるのは「及び山林所得金額並びに租税条約等実施特例法第 

３条の２の２第１２項に規定する条約適用配当等の額」とす 

る。

中「及び山林所得金額の合計額から同条第２項」とあるのは 

「及び山林所得金額並びに租税条約等の実施に伴う所得税法 

、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律（昭和４４年 

法律第４６号。以下「租税条約等実施特例法」という。）第 

３条の２の２第１２項に規定する条約適用配当等の額の合計 

額から法第３１４条の２第２項」と、「及び山林所得金額の 

合計額（」とあるのは「及び山林所得金額並びに租税条約等 

実施特例法第３条の２の２第１２項に規定する条約適用配当 

等の額の合計額（」と、同条第２項中「又は山林所得金額」 

とあるのは「若しくは山林所得金額又は租税条約等実施特例 

法第３条の２の２第１２項に規定する条約適用配当等の額」 

と、第２３条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及 

び山林所得金額並びに租税条約等実施特例法第３条の２の２ 

第１２項に規定する条約適用配当等の額」とする。



阿南市条例第１１号）の一部改正を専決処分にする理由である。



承認第３号 

令和７年度阿南市一般会計補正予算（第８号）に係る専決処分の承認について 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定に基づき、別記のとおり専決処分をしたので、同条第

３項の規定により、これを報告し、その承認を求める。 

　　令和８年６月１日提出 

阿南市長　岩　佐　義　弘 

 

提案理由 

令和７年度阿南市一般会計補正予算（第８号）について、地方自治法第１７９条第１項の規定に基づき専決処分をした

ので、同条第３項の規定により、これを報告し、その承認を求める必要がある。これが、この案件を提出する理由である。 
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第　1　表　　歳　入　歳　出　予　算　補　正    

（歳入） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

６，２９９，０８４
12.地方交付税

６４，４１５ ６，３６３，４９９

1.地方交付税
６，２９９，０８４ ６４，４１５ ６，３６３，４９９

６，８６１，４５４
16.国庫支出金

△６４，２２２ ６，７９７，２３２

1.国庫負担金
４，８１９，０７１ △１３，９０２ ４，８０５，１６９

2.国庫補助金
１，９４９，０５９ △５０，３２０ １，８９８，７３９

２，８７６，７００
17.県支出金

△５１，８８８ ２，８２４，８１２

1.県負担金
１，６９４，０８６ △４，９５０ １，６８９，１３６

2.県補助金
１，００８，１６０ △４６，９３８ ９６１，２２２

１，０８６，５９３
19.寄附金

△１４３，３００ ９４３，２９３

1.寄附金
１，０８６，５９３ △１４３，３００ ９４３，２９３

１，６８８，６０７
20.繰入金

△１０４，５３１ １，５８４，０７６

2.基金繰入金
１，６２９，４５８ △１０４，５３１ １，５２４，９２７

３４３，６６７
22.諸収入

△１６，０７４ ３２７，５９３

3.雑入
３２７，３４７ △１６，０７４ ３１１，２７３

４，０００，４９３
23.市債

△２，８００ ３，９９７，６９３

1.市債
４，０００，４９３ △２，８００ ３，９９７，６９３

―　8　―



（歳入） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

歳　　入　　合　　計
４０，１５３，７００ △３１８，４００ ３９，８３５，３００

―　9　―



（歳出） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

2.総務費
５，０１４，４２８ △１９３，６２０ ４，８２０，８０８

1.総務管理費
３，８７３，４１０ △１４３，３００ ３，７３０，１１０

2.徴税費
６８７，９４６ △５０，３２０ ６３７，６２６

3.民生費
１３，３５６，５２７ △３３，４７４ １３，３２３，０５３

1.社会福祉費
３，３９３，０２３ △３３，４７４ ３，３５９，５４９

6.農林水産業費
２，０３２，６４６ △３８，１５１ １，９９４，４９５

1.農業費
３８７，４１８ △３８，１５１ ３４９，２６７

7.商工費
７８３，６７９ △２２，９３１ ７６０，７４８

1.商工費
７８３，６７９ △２２，９３１ ７６０，７４８

9.消防費
１，６３５，９３２ △１６，０００ １，６１９，９３２

1.消防費
１，６３５，９３２ △１６，０００ １，６１９，９３２

11.災害復旧費
３１，７０５ △１４，２２４ １７，４８１

1.農林水産施設災害復旧費
４，０４５ △４，０４５ ０

2.公共土木施設災害復旧費
１１，１６０ △１０，１７９ ９８１

歳　　出　　合　　計
４０，１５３，７００ △３１８，４００ ３９，８３５，３００
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第　３　表　　地方債補正
　　（単位：千円）

令和 7年度
1.変更

起債の目的 補正前の限度額 利　率 償還の方法起債の方法補正限度額 限　度　額

普通貸借又は
証券発行

　５．０％
以内（ただ
し、利率見
直し方式で
借り入れる
資金につい
て、利率の
見直しを行
った後にお
いては、当
該見直し後
の利率）

　政府資金については、そ
の融資条件により、銀行そ
の他の場合には、債権者と
の協定による。
　ただし、市財政の都合に
より、据置期間及び償還期
限を短縮し、もしくは繰上
償還又は低利債に借り換え
することができる。

９００ △９００ ０現年農業用施設災害復旧事業債

１，９００ △１，９００ ０現年公共土木施設災害復旧事業債
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歳　入　歳　出　予　算　事　項　別　明　細　書    （歳入） （単位：千円）

款 補正前の額 補　正　額 計

1.総　括

12.地方交付税
６，２９９，０８４ ６４，４１５ ６，３６３，４９９

16.国庫支出金
６，８６１，４５４ △６４，２２２ ６，７９７，２３２

17.県支出金
２，８７６，７００ △５１，８８８ ２，８２４，８１２

19.寄附金
１，０８６，５９３ △１４３，３００ ９４３，２９３

20.繰入金
１，６８８，６０７ △１０４，５３１ １，５８４，０７６

22.諸収入
３４３，６６７ △１６，０７４ ３２７，５９３

23.市債
４，０００，４９３ △２，８００ ３，９９７，６９３

歳　　入　　合　　計
４０，１５３，７００ △３１８，４００ ３９，８３５，３００
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（歳出） （単位：千円）

補正前の額 補　正　額 計 特　定　財　源
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

一般財源
款

補　正　額　の　財　源　内　訳

2.総務費
5,014,428 △193,620 4,820,808 △50,320 △143,300

3.民生費
13,356,527 △33,474 13,323,053 △21,687 △11,787

6.農林水産業費
2,032,646 △38,151 1,994,495 △38,151

7.商工費
783,679 △22,931 760,748 △22,931

9.消防費
1,635,932 △16,000 1,619,932 △16,000

11.災害復旧費
31,705 △14,224 17,481 △5,952 △2,800 △5,472

△116,110
歳　　出　　合　　計

40,153,700 △318,400 39,835,300 △2,800 △182,231 △17,259
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2.歳　入

1 項12 款 （単位：千円）地方交付税 地方交付税

節
説　　　明

金　額区　　分
計補正額補正前の額目

64,4151. 1. ・地方交付税地方交付税 6,299,084 64,415 6,363,499 特別交付税64,415

6,299,084 64,415 6,363,499計

12 款合計 6,299,084 64,415 6,363,499

1 項16 款 国庫支出金 国庫負担金

△9,9001. 1. ・社会福祉費負担金民生費国庫負担金 4,720,981 △9,900 4,711,081 障害者総合支援給付費等負担金△9,900

△4,0025. 1. ・公共土木施設災害復旧費負災害復旧費国庫負担金 4,002 △4,002 0 現年公共土木施設災害復旧費負担金△4,002
担金

4,819,071 △13,902 4,805,169計

2 項16 款 国庫支出金 国庫補助金

△50,3201. 1. ・総務管理費補助金総務費国庫補助金 383,288 △50,320 332,968 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付△50,320
金

1,949,059 △50,320 1,898,739計

16 款合計 6,861,454 △64,222 6,797,232

1 項17 款 県支出金 県負担金

△4,9501. 1. ・社会福祉費負担金民生費県負担金 1,647,402 △4,950 1,642,452 障害者総合支援給付費等負担金△4,950

1,694,086 △4,950 1,689,136計
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2 項17 款 （単位：千円）県支出金 県補助金

節
説　　　明

金　額区　　分
計補正額補正前の額目

△6,8372. 1. ・社会福祉費補助金民生費県補助金 344,900 △6,837 338,063 重度心身障害者等医療費助成事業補助金△6,837

△2,1005. 1. ・農業費補助金農林水産業費県補助金 348,019 △38,151 309,868 農業次世代人材投資事業費補助金△38,151
△36,051・担い手確保・経営強化支援事業費補助金

△1,95010. 1. ・農業用施設災害復旧事業費災害復旧費県補助金 1,950 △1,950 0 現年農業用施設災害復旧事業費補助金△1,950
補助金

1,008,160 △46,938 961,222計

17 款合計 2,876,700 △51,888 2,824,812

1 項19 款 寄附金 寄附金

△143,3002. 1. ・指定寄附金指定寄附金 1,086,583 △143,300 943,283 ふるさと阿南応援事業寄附金△143,300

1,086,593 △143,300 943,293計

19 款合計 1,086,593 △143,300 943,293

2 項20 款 繰入金 基金繰入金

△81,6001. 1. ・財政調整基金繰入金財政調整基金繰入金 459,200 △81,600 377,600 財政調整基金繰入金△81,600

△22,9313. 1. ・ふるさと阿南応援事業基金ふるさと阿南応援事業基 357,496 △22,931 334,565 ふるさと阿南応援事業基金繰入金△22,931
繰入金金繰入金

1,629,458 △104,531 1,524,927計

20 款合計 1,688,607 △104,531 1,584,076

―　18　―



3 項22 款 （単位：千円）諸収入 雑入

節
説　　　明

金　額区　　分
計補正額補正前の額目

△16,0001. 1. ・雑入雑入 327,347 △16,074 311,273 消防団員等退職損害給付金△16,074
△74・雑入

327,347 △16,074 311,273計

22 款合計 343,667 △16,074 327,593

1 項23 款 市債 市債

△9009. 1. ・農林水産施設災害復旧事業災害復旧債 11,000 △2,800 8,200 現年農業用施設災害復旧事業債△900
債

△1,9002. ・公共土木施設災害復旧事業 現年公共土木施設災害復旧事業債△1,900
債

4,000,493 △2,800 3,997,693計

23 款合計 4,000,493 △2,800 3,997,693

40,153,700 △318,400 39,835,300歳入合計
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3.歳　出

2 款 総務費 1 項 総務管理費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　明

15.関係人口創 1,106,532 △143,300 963,232 △143,300 12.委託料 △76,250 関係人口創出・拡大事 △143,300○
出事業費 業

24.積立金 △67,050 (商工戦略課)
ふるさと納税推進業務 △76,25012.
委託料
ふるさと阿南応援事業 △67,05024.
基金積立金

3,873,410 △143,300 3,730,110 △143,300計

2 款 総務費 2 項 徴税費

1.税務総務費 643,634 △50,320 593,314 △50,320 18.負担金、補 △50,320 定額減税不足額給付金 △50,320○
助及び交付 事業
金 (税務課)

定額減税不足額給付金 △50,32018.

687,946 △50,320 637,626 △50,320計

2 款合計 5,014,428 △193,620 4,820,808 △50,320 △143,300

3 款 民生費 1 項 社会福祉費

3.障害者総合 2,524,900 △19,800 2,505,100 △14,850 △4,950 19.扶助費 △19,800 障害者総合支援給付費 △19,800○
支援費 (地域共生推進課)

障害福祉サービス費 △19,80019.

5.重度心身障 168,838 △13,674 155,164 △6,837 △6,837 19.扶助費 △13,674 重度心身障害者等医療 △13,674○
害者等医療 費助成事業
助成費 (地域共生推進課)
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3 款 民生費 1 項 社会福祉費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　明

5.重度心身障 重度心身障害者等医療 △13,67419.
害者等医療 給付費
助成費

3,393,023 △33,474 3,359,549 △21,687 △11,787計

3 款合計 13,356,527 △33,474 13,323,053 △21,687 △11,787

6 款 農林水産業費 1 項 農業費

3.農業振興費 161,194 △38,151 123,043 △38,151 18.負担金、補 △38,151 人・農地問題解決支援 △38,151○
助及び交付 事業
金 (農林水産課)

農業次世代人材投資資 △2,10018.
金経営開始型補助金
担い手確保・経営強化 △36,05118.
支援事業補助金

387,418 △38,151 349,267 △38,151計

6 款合計 2,032,646 △38,151 1,994,495 △38,151

7 款 商工費 1 項 商工費

2.商工業振興 490,811 △22,931 467,880 △22,931 12.委託料 △22,931 社会福祉会館管理費 △22,931○
費 (商工戦略課)

設計業務委託料 △22,93112.

783,679 △22,931 760,748 △22,931計
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7 款 商工費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　明

7 款合計 783,679 △22,931 760,748 △22,931

9 款 消防費 1 項 消防費

2.非常備消防 150,347 △16,000 134,347 △16,000 7.報償費 △16,000 消防団員退職報償費 △16,000○
費 (消防本部)

消防団員退職報償金 △16,0007.

1,635,932 △16,000 1,619,932 △16,000計

9 款合計 1,635,932 △16,000 1,619,932 △16,000

11 款 災害復旧費 1 項 農林水産施設災害復旧費

1.農業用施設 4,045 △4,045 0 △1,950 △900 △1,195 10.需用費 △45 現年農業用施設災害復 △4,045○
災害復旧費 旧事業

12.委託料 △1,000 (農地整備課)
消耗品費 △4510.

14.工事請負費 測量設計業務委託料△3,000 △1,00012.
農業用施設災害復旧工 △3,00014.
事費

4,045 △4,045 0 △1,950 △900 △1,195計

11 款 災害復旧費 2 項 公共土木施設災害復旧費

1.公共土木施 11,160 △10,179 981 △4,002 △1,900 △4,277 8.旅費 △10 現年公共土木施設災害 △10,179○
設災害復旧 復旧事業
費 10.需用費 △150 (土木課)
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11 款 災害復旧費 2 項 公共土木施設災害復旧費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　明

1. 12.委託料公共土木施 旅費△5,000 △108.
設災害復旧 消耗品費 △10010.

14.工事請負費費 燃料費△5,019 △5010.
測量設計業務委託料 △5,00012.
河川災害復旧工事費 △5,01914.

11,160 △10,179 981 △4,002 △1,900 △4,277計

11 款合計 31,705 △14,224 17,481 △5,952 △2,800 △5,472

40,153,700 △318,400 39,835,300 △116,110 △2,800 △182,231 △17,259歳出合計
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（単位：千円）

（1） 25,820,291 25,164,030 3,735,400 2,410,732 26,488,698 

1 総 務 4,273,893 3,913,972 72,900 398,577 3,588,295 

2 民 生 767,927 803,247 49,100 82,152 770,195 

3 衛 生 3,270,291 3,096,162 94,400 322,844 2,867,718 

4 農 林 水 産 1,436,779 1,584,879 1,056,800 163,396 2,478,283 

5 商 工 37,008 33,032 13,200 3,976 42,256 

6 土 木 5,587,615 5,634,719 1,116,300 617,997 6,133,022 

7 公 営 住 宅 1,254,433 1,169,701 16,700 122,871 1,063,530 

8 消 防 1,283,843 1,151,461 334,000 183,367 1,302,094 

9 教 育 7,908,502 7,776,857 982,000 515,552 8,243,305 

地方債の前前年度末における現在高並びに前年度末及び当該年度末における現在高の見込みに関する調書

当 該 年 度 中 増 減 見 込 み

普 通 債

区  　　　　　　　分 前 前 年 度 末 現 在 高 前年度末現在高見込額 当該年度末現在高見込額当 該 年 度 中
起 債 見 込 額

当 該 年 度 中
元金償還見込額
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承認第４号 

令和７年度阿南市後期高齢者医療特別会計補正予算（第３号）に係る専決処分の承認について 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定に基づき、別記のとおり専決処分をしたので、同条第

３項の規定により、これを報告し、その承認を求める。 

　　令和８年６月１日提出 

阿南市長　岩　佐　義　弘 

 

提案理由 

令和７年度阿南市後期高齢者医療特別会計補正予算（第３号）について、地方自治法第１７９条第１項の規定に基づき

専決処分をしたので、同条第３項の規定により、これを報告し、その承認を求める必要がある。これが、この案件を提出

する理由である。 

 

 

－ 1 －



－ 2 －



別記 

専決第８号 

専　決　処　分　書 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定に基づき、別冊のとおり令和７年度阿南市後期高齢者

医療特別会計補正予算（第３号）を専決処分にする。 

　　令和８年３月３１日専決 

 

阿南市長　岩　佐　義　弘 

 

専決処分をする理由 

後期高齢者医療広域連合への納付金の額が確定したことに伴い、歳入歳出予算の補正をする必要があるが、議会を招集

する時間的余裕がない。これが、この案件を専決処分にする理由である。 

 

 

－ 3 －



－ 4 －



令 和 ７ 年 度

後期高齢者医療特別会計補正予算書（第３号）

阿 南 市

－ 5 －



－ 6 －



専決第８号 

令和７年度阿南市後期高齢者医療特別会計補正予算（第３号） 

 

　令和７年度阿南市の後期高齢者医療特別会計の補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２７，６５２千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 

１，４５８，８５６千円とする。 

２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表　歳入歳

出予算補正」による。 

 

　　令和８年３月３１日専決 

阿南市長　岩　佐　義　弘 
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第　1　表　　歳　入　歳　出　予　算　補　正    

（歳入） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

１，０１４，８９８
1.後期高齢者医療保険料

２７，６５２ １，０４２，５５０

1.後期高齢者医療保険料
１，０１４，８９８ ２７，６５２ １，０４２，５５０

歳　　入　　合　　計
１，４３１，２０４ ２７，６５２ １，４５８，８５６

－ 8 －



（歳出） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

2.後期高齢者医療広域連合納付金
１，３７７，２２８ ２７，６５２ １，４０４，８８０

1.後期高齢者医療広域連合納付金
１，３７７，２２８ ２７，６５２ １，４０４，８８０

歳　　出　　合　　計
１，４３１，２０４ ２７，６５２ １，４５８，８５６

－ 9 －
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令和７年度後期高齢者医療特別会計補正予算説明書

阿 南 市
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歳　入　歳　出　予　算　事　項　別　明　細　書    （歳入） （単位：千円）

款 補正前の額 補　正　額 計

1.総　括

1.後期高齢者医療保険料
１，０１４，８９８ ２７，６５２ １，０４２，５５０

歳　　入　　合　　計
１，４３１，２０４ ２７，６５２ １，４５８，８５６

－ 13 －



（歳出） （単位：千円）

補正前の額 補　正　額 計 特　定　財　源
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

一般財源
款

補　正　額　の　財　源　内　訳

2.後期高齢者医療広域連合納付金
1,377,228 27,652 1,404,880 27,652

歳　　出　　合　　計
1,431,204 27,652 1,458,856 27,652

－ 14 －



2.歳　入

1 項1 款 （単位：千円）後期高齢者医療保険料 後期高齢者医療保険料

節
説　　　明

金　額区　　分
計補正額補正前の額目

27,6521. 1. ・特別徴収保険料特別徴収保険料 605,181 27,652 632,833 特別徴収保険料27,652

1,014,898 27,652 1,042,550計

1 款合計 1,014,898 27,652 1,042,550

1,431,204 27,652 1,458,856歳入合計

－ 15 －



3.歳　出

2 款 後期高齢者医療広域連合納付金 1 項 後期高齢者医療広域連合納付金 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　明

1.後期高齢者 1,377,228 27,652 1,404,880 27,652 18.負担金、補 27,652 後期高齢者医療広域連 27,652○
医療広域連 助及び交付 合納付金
合納付金 金 (保険年金課)

納付金（後期高齢者医 27,65218.
療徴収保険料分）

1,377,228 27,652 1,404,880 27,652計

2 款合計 1,377,228 27,652 1,404,880 27,652

1,431,204 27,652 1,458,856 27,652歳出合計

－ 16 －



第１号議案 

阿南市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部改正について　 

阿南市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和８年６月１日提出 

阿南市長　岩　佐　義　弘 

阿南市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する条例 

阿南市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例（平成２７年阿南市条例第２２号）の一部を次のように改

正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

 改正後 改正前

 別表第１（第４条関係） 

別表第２（第４条関係） 

別表第１（第４条関係） 

別表第２（第４条関係） 

 執行機関 事務

 　［略］

 ６　削除  

 　［略］

 執行機関 事務 特定個人情報

 　［略］

 ２６　市長 「生活に困窮する外

国人に対する生活保

護の措置について」

（昭和２９年５月８

日付け社発第３８２

号厚生省社会局長通

⑴　障がい者関係情報で

あって規則で定めるも

の 
⑵　公営住宅法による公

営住宅の管理に関する

情報であって規則で定

 執行機関 事務

 　［略］

 ６　市長 生活に困窮する外国人に対する生活保護の

措置に関する事務であって規則で定めるも

の

 　［略］

 執行機関 事務 特定個人情報

 　［略］

 ２６　市長 生活に困窮する外国

人に対する生活保護

の措置に関する事務

であって規則で定め

るもの

⑴　医療保険給付関係情

報であって規則で定め

るもの 
⑵　障がい者関係情報で

あって規則で定めるも

の



 

別表第３（第５条関係） 別表第３（第５条関係） 

 知）に基づく外国人 
（日本の国籍を有し 
ない者をいう。）で 
あって生活に困窮す 
る者（別表第３の２ 
の項において「生活 
に困窮する外国人」 
という。）に対する 
生活保護法に準じて 
行う保護の決定及び 
実施又は徴収金の徴 
収に関する事務であ 
って規則で定めるも 
の

めるもの 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 　［略］

 情報照会機関 事務 情報提供機

関

特定個人情報

 ⑶　生活保護関係情報で

あって規則で定めるも

の 
⑷　地方税関係情報であ

って規則で定めるもの 
⑸　公営住宅法による公

営住宅の管理に関する

情報であって規則で定

めるもの 
⑹　児童扶養手当関係情

報であって規則で定め

るもの 
⑺　特別児童扶養手当関

係情報であって規則で

定めるもの 
⑻　介護保険給付等関係

情報であって規則で定

めるもの 
⑼　児童手当法による児

童手当又は特例給付の

支給に関する情報であ

って規則で定めるもの 
⑽　障がい者自立支援給

付関係情報であって規

則で定めるもの

 　［略］

 情報照会機関 事務 情報提供機

関

特定個人情報



附　則 

この条例は、令和８年１０月 1日から施行する。 

　 

提案理由 

　行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）の一部改正等に

より、条例で独自利用事務と定める「生活に困窮する外国人に対する生活保護の措置に関する事務」が準法定事務とされ

たことに伴い、関係規定について所要の改正を行う必要がある。これが、この条例案を提出する理由である。 

  　［略］

 ２　市長 生活に困窮する

外国人に対する

生活保護法に準

じて行う保護の

実施に関する事

務であって規則

で定めるもの

　［略］

 ［略］

 　［略］

 ２　市長 生活に困窮する

外国人に対する

生活保護の措置

に関する事務で

あって規則で定

めるもの 

　［略］

 ［略］



第２号議案 

市長等の給与の特例に関する条例の一部改正について　 

市長等の給与の特例に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和８年６月１日提出 

阿南市長　岩　佐　義　弘 

市長等の給与の特例に関する条例の一部を改正する条例 

市長等の給与の特例に関する条例（令和７年阿南市条例第１号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

 改正後 改正前

 附　則 

（施行期日） 

１　この条例は、公布の日から施行する。 

（市長、副市長及び教育長の給料の額の特例） 

２　令和８年７月１日から同年８月３１日までの間における市 

長、副市長及び教育長の給料の月額は、特別職給与条例第２ 

条第２項及び第２条の規定にかかわらず、これらの規定によ 

り算定される給料の月額から当該月額に同条各号の職名の区 

分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額を減じた額 

とする。 

（政策監の給料の額の特例） 

３　令和８年７月１日から同年８月３１日までの間における政　

策監の給料の月額は、特別職指定条例第２条第２項及び第３

条の規定にかかわらず、これらの規定により算定される給料

の月額から当該月額に１００分の５を乗じて得た額を減じた

額とする。 

　（端数計算）

附　則 

 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 



附　則 

この条例は、公布の日から施行する。 

　 

提案理由 

　令和８年４月３０日付けで行った本市職員の懲戒処分に伴い、全体の管理監督責任として、市長を含め特別職の給与を

さらに減額する措置を講じるため、関係規定について所要の改正を行う必要がある。これが、この条例案を提出する理由

である。

 ４　前２項の規定により算定した額に、１円未満の端数が生じ 

たときは、これを切り捨てるものとする。 

（適用除外） 

５　前３項の規定は、特別職給与条例第２条第３項及び特別職

指定条例第２条第３項の規定に基づき期末手当の額を算出す

る場合には、適用しない。



第３号議案 

阿南市介護保険条例の一部改正について 

阿南市介護保険条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和８年６月１日提出 

阿南市長　岩　佐　義　弘 

阿南市介護保険条例の一部を改正する条例 

阿南市介護保険条例（平成１２年阿南市条例第２号）の一部を次のように改正する。　 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

 改正後 改正前

 附　則 

（令和８年度の保険料率の算定に関する基準の特例） 

第１５条　［略］ 

（令和８年度における前年度非課税者に係る保険料の減免） 

第１６条　第１号被保険者又はその属する世帯の世帯主及び全

ての世帯員のうちに令和７年度及び令和８年度の各年度分の

地方税法の規定による市町村民税が課されていない者で令附

則第２５条及び前条の規定により令和８年度分の同法の規定

による市町村民税が課されているものとみなされることとな

るもの（以下「みなし課税者」という。）がいる場合であっ

て、そのみなされることにより当該第１号被保険者の令和８

年度分の保険料に係る保険料段階（第４条第１項各号に掲げ

る区分をいう。以下同じ。）が、当該みなし課税者に令附則

第２５条及び前条の規定の適用がないものとした場合に決定

されるべき当該第１号被保険者の令和８年度分の保険料に係

る保険料段階（次項において「令附則第２５条等非適用保険

料段階」という。）よりも保険料率の高い保険料段階に決定

附　則 

（令和８年度の保険料率の算定に関する基準の特例） 

第１５条　［略］ 

 

 



附　則 

この条例は、公布の日から施行し、改正後の阿南市介護保険条例の規定は、令和８年４月１日から適用する。 

　 

提案理由 

令和７年度税制改正に伴う特例の基準により算定する令和８年度分介護保険料について、令和７年度の市町村民税が課

されていない者に係る特例の減免を実施するため、関係規定について所要の改正を行う必要がある。これが、この条例案

を提出する理由である。 

 

 されるときは、当該第１号被保険者の令和８年度分の保険料 

を減免する。  

２　前項の規定による減免後の令和８年度分の保険料の額は、

令附則第２５条等非適用保険料段階の保険料率により算定し

た保険料の額とする。  

３　第１項の規定による保険料の減免については、保険料の納

付義務者の申請を要しない。



第４号議案 

阿南市消防団員等公務災害補償条例の一部改正について 

阿南市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和８年６月１日提出 

阿南市長 岩 佐 義 弘   

阿南市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例 

阿南市消防団員等公務災害補償条例（昭和４３年阿南市条例第１１号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

（補償基礎額） 

第５条 ［略］ 

２ 前項の補償基礎額は、次に定めるところによる。 

⑴ ［略］ 

⑵ 消防作業従事者、救急業務協力者、水防従事者又は応急 

措置従事者（以下「消防作業従事者等」という。）が消防 

作業等に従事したことにより死亡し、負傷し、若しくは疾 

病にかかり、又は消防作業等に従事したことによる傷病に 

より死亡し、若しくは障害の状態となった場合には１万円 

とする。ただし、その額が、その者の通常得ている収入の 

日額に比して公正を欠くと認められるときは、１万５，０ 

００円を超えない範囲内においてこれを増額した額とする 

ことができる。 

３ 次の各号のいずれかに該当する者で、非常勤消防団員若し 

 くは非常勤水防団員又は消防作業従事者等（以下「非常勤消 

 防団員等」という。）の事故発生日において、他に生計のみ 

 ちがなく主として非常勤消防団員等の扶養を受けていたもの 

（補償基礎額） 

第５条 ［略］ 

２ 前項の補償基礎額は、次に定めるところによる。 

⑴ ［略］ 

⑵ 消防作業従事者、救急業務協力者、水防従事者又は応急 

措置従事者（以下「消防作業従事者等」という。）が消防 

作業等に従事したことにより死亡し、負傷し、若しくは疾 

病にかかり、又は消防作業等に従事したことによる傷病に 

より死亡し、若しくは障害の状態となった場合には９，７ 

００円とする。ただし、その額が、その者の通常得ている 

収入の日額に比して公正を欠くと認められるときは、１万 

４，５００円を超えない範囲内においてこれを増額した額 

とすることができる。 

３ 次の各号のいずれかに該当する者で、非常勤消防団員若し 

くは非常勤水防団員又は消防作業従事者等（以下「非常勤消 

防団員等」という。）の事故発生日において、他に生計のみ 

ちがなく主として非常勤消防団員等の扶養を受けていたもの 

https://www1.g-reiki.net/anan/reiki_honbun/o005RG00000504.html#e000000364
https://www1.g-reiki.net/anan/reiki_honbun/o005RG00000504.html#e000000364


を扶養親族とし、扶養親族のある非常勤消防団員等について 

 は、前項の規定による金額に第１号に該当する扶養親族につ 

いては１人につき４３３円を、第２号から第５号までのいず 

れかに該当する扶養親族については１人につき２１７円を、 

それぞれ加算して得た額をもって補償基礎額とする。 

  

  

  

⑴～⑸ ［略］ 

４ ［略］ 

別表 補償基礎額表（第５条関係） 

階級 勤務年数 

10年未満 10年以上

20年未満 

20年以上 

団長及び副団長 13,340円 14,170円 15,000円 

分団長及び副分

団長 

11,670円 12,500円 13,340円 

部長、班長及び

団員 

10,000円 10,840円 11,670円 

 備考 ［略］ 

を扶養親族とし、扶養親族のある非常勤消防団員等について 

は、前項の規定による金額に第１号に該当する扶養親族につ 

いては１人につき１００円を、第２号に該当する扶養親族に 

ついては１人につき３８３円を、第３号から第６号までのい 

ずれかに該当する扶養親族については１人につき２１７円を 

、それぞれ加算して得た額をもって補償基礎額とする。 

 ⑴ 配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と 

  同様の事情にある者を含む。) 

⑵～⑹ ［略］ 

４ ［略］ 

別表 補償基礎額表（第５条関係） 

階級 勤務年数 

10年未満 10年以上

20年未満 

20年以上 

団長及び副団長 12,900円 13,700円 14,500円 

分団長及び副分

団長 

11,300円 12,100円 12,900円 

部長、班長及び

団員 

9,700円 10,500円 11,300円 

 備考 ［略］ 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の阿南市消防団員等公務災害補償条例第５条第２項及び第３項並びに別表の規定は、令和８年 

４月１日以後に支給すべき事由の生じた阿南市消防団員等公務災害補償条例第５条第１項に規定する損害補償（以下こ 

https://www1.g-reiki.net/anan/reiki_honbun/o005RG00000504.html#e000000340
https://www1.g-reiki.net/anan/reiki_honbun/o005RG00000504.html#e000000364
https://www1.g-reiki.net/anan/reiki_honbun/o005RG00000504.html#e000000340
https://www1.g-reiki.net/anan/reiki_honbun/o005RG00000504.html#e000000364
https://www1.g-reiki.net/anan/reiki_honbun/o005RG00000504.html#e000000367


の項において「損害補償」という。）並びに同日前に支給すべき事由の生じた同日以後の期間に係る同条例第４条第３ 

号に規定する傷病補償年金、同条第４号イに規定する障害補償年金及び同条第６号イに規定する遺族補償年金（以下こ 

の項において「傷病補償年金等」という。）について適用し、同日前に支給すべき事由の生じた損害補償（傷病補償年 

金等を除く。）及び同日前に支給すべき事由の生じた同日前の期間に係る傷病補償年金等については、なお従前の例に 

よる。 

 

提案理由 

非常勤消防団員等に係る損害補償の基準を定める政令（昭和３１年政令第３３５号）の一部が改正され、非常勤消防団

員等に係る損害補償の補償基礎額等が改定されたことに伴い、所要の改正を行う必要がある。これが、この条例案を提出

する理由である。 
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第５号議案 

令和８年度阿南市一般会計補正予算（第１号） 

 

　令和８年度阿南市の一般会計の補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１６４，２００千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 

３７，６３４，２００千円とする。 

２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表　歳入歳

出予算補正」による。 

（地方債の補正） 

第２条　地方債の追加、変更は、「第２表　地方債補正」による。 

 

　　令和８年６月１日提出 

阿南市長　岩　佐　義　弘 
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第　1　表　　歳　入　歳　出　予　算　補　正    

（歳入） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

６，１７７，２６１
16.国庫支出金

４９８ ６，１７７，７５９

2.国庫補助金
１，４３４，７５７ ４９８ １，４３５，２５５

３，２５７，１３４
17.県支出金

３５，０８６ ３，２９２，２２０

2.県補助金
１，３９５，６７２ ３５，０８６ １，４３０，７５８

２，００３，４３２
20.繰入金

８００ ２，００４，２３２

2.基金繰入金
１，９７３，４２５ ８００ １，９７４，２２５

２８５，３０９
22.諸収入

４，２１６ ２８９，５２５

3.雑入
２６８，９６７ ４，２１６ ２７３，１８３

２，７２６，６００
23.市債

１２３，６００ ２，８５０，２００

1.市債
２，７２６，６００ １２３，６００ ２，８５０，２００

歳　　入　　合　　計
３７，４７０，０００ １６４，２００ ３７，６３４，２００
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（歳出） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

2.総務費
４，０７８，４２１ ４，２００ ４，０８２，６２１

1.総務管理費
３，４９０，４１２ ４，２００ ３，４９４，６１２

6.農林水産業費
１，０２１，６０１ ３７，９００ １，０５９，５０１

2.農地費
４８５，４４４ １２，１００ ４９７，５４４

3.林業費
９１，４３９ ２５，８００ １１７，２３９

9.消防費
１，５４１，０３９ １２，０００ １，５５３，０３９

1.消防費
１，５４１，０３９ １２，０００ １，５５３，０３９

10.教育費
４，３０５，３９９ １１０，１００ ４，４１５，４９９

2.小学校費
１，０３６，５２３ ７５，７７８ １，１１２，３０１

3.中学校費
５４３，０８８ ３４，３２２ ５７７，４１０

歳　　出　　合　　計
３７，４７０，０００ １６４，２００ ３７，６３４，２００
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第　２　表　　地方債補正
　　（単位：千円）

令和 8年度　　
1.追加

償還の方法利　率起債の方法限　度　額起債の目的

普通貸借又は証券発行 　政府資金については、その融資条
件により、銀行その他の場合には、
債権者との協定による。
　ただし、市財政の都合により、据
置期間及び償還期限を短縮し、もし
くは繰上償還又は低利債に借り換え
することができる。

　５．０％以内（た
だし、利率見直し方
式で借り入れる資金
について、利率の見
直しを行った後にお
いては、当該見直し
後の利率）

ため池廃止事業債 １２，１００
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　　（単位：千円）
令和 8年度　　
2.変更

起債の目的 補正前の限度額 利　率 償還の方法起債の方法補正限度額 限　度　額

普通貸借又は
証券発行

　５．０％
以内（ただ
し、利率見
直し方式で
借り入れる
資金につい
て、利率の
見直しを行
った後にお
いては、当
該見直し後
の利率）

　政府資金については、そ
の融資条件により、銀行そ
の他の場合には、債権者と
の協定による。
　ただし、市財政の都合に
より、据置期間及び償還期
限を短縮し、もしくは繰上
償還又は低利債に借り換え
することができる。

７７，７００ ７４，８００ １５２，５００小学校情報機器整備事業債

３８，７００ ３６，７００ ７５，４００中学校情報機器整備事業債
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歳　入　歳　出　予　算　事　項　別　明　細　書    （歳入） （単位：千円）

款 補正前の額 補　正　額 計

1.総　括

16.国庫支出金
６，１７７，２６１ ４９８ ６，１７７，７５９

17.県支出金
３，２５７，１３４ ３５，０８６ ３，２９２，２２０

20.繰入金
２，００３，４３２ ８００ ２，００４，２３２

22.諸収入
２８５，３０９ ４，２１６ ２８９，５２５

23.市債
２，７２６，６００ １２３，６００ ２，８５０，２００

歳　　入　　合　　計
３７，４７０，０００ １６４，２００ ３７，６３４，２００
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（歳出） （単位：千円）

補正前の額 補　正　額 計 特　定　財　源
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

一般財源
款

補　正　額　の　財　源　内　訳

2.総務費
4,078,421 4,200 4,082,621 4,200

6.農林水産業費
1,021,601 37,900 1,059,501 25,800 12,100

9.消防費
1,541,039 12,000 1,553,039 12,000

10.教育費
4,305,399 110,100 4,415,499 △2,216 111,500 816

35,584
歳　　出　　合　　計

37,470,000 164,200 37,634,200 123,600 4,200 816
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2.歳　入

2 項16 款 （単位：千円）国庫支出金 国庫補助金

節
説　　　明

金　額区　　分
計補正額補正前の額目

4989. 1. ・小学校費補助金教育費国庫補助金 438,761 498 439,259 教育支援体制整備事業費補助金498

1,434,757 498 1,435,255計

16 款合計 6,177,261 498 6,177,759

2 項17 款 県支出金 県補助金

25,8005. 3. ・林業費補助金農林水産業費県補助金 348,438 25,800 374,238 農山漁村緊急投資事業費補助金25,800

12,0008. 1. ・消防費補助金消防費県補助金 28,517 12,000 40,517 水道施設強靱化支援事業費補助金12,000

△3309. 2. ・小学校費補助金教育費県補助金 395,419 △2,714 392,705 小学校情報機器整備費補助金△330

△2,3843. ・中学校費補助金 中学校情報機器整備費補助金△2,384

1,395,672 35,086 1,430,758計

17 款合計 3,257,134 35,086 3,292,220

2 項20 款 繰入金 基金繰入金

8001. 1. ・財政調整基金繰入金財政調整基金繰入金 1,098,500 800 1,099,300 財政調整基金繰入金800

1,973,425 800 1,974,225計

20 款合計 2,003,432 800 2,004,232
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3 項22 款 （単位：千円）諸収入 雑入

節
説　　　明

金　額区　　分
計補正額補正前の額目

4,2001. 1. ・雑入雑入 268,967 4,216 273,183 コミュニティ助成金4,216
16・雑入

268,967 4,216 273,183計

22 款合計 285,309 4,216 289,525

1 項23 款 市債 市債

12,1005. 1. ・農地債農林水産債 39,200 12,100 51,300 ため池廃止事業債12,100

74,8009. 1. ・小学校債教育債 822,600 111,500 934,100 小学校情報機器整備事業債74,800

36,7002. ・中学校債 中学校情報機器整備事業債36,700

2,726,600 123,600 2,850,200計

23 款合計 2,726,600 123,600 2,850,200

37,470,000 164,200 37,634,200歳入合計
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3.歳　出

2 款 総務費 1 項 総務管理費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　明

12.地域支援費 202,631 4,200 206,831 4,200 18.負担金、補 4,200 地域支援総務費 4,200○
助及び交付 (市民生活課)
金 一般コミュニティ助成 4,20018.

事業補助金

3,490,412 4,200 3,494,612 4,200計

2 款合計 4,078,421 4,200 4,082,621 4,200

6 款 農林水産業費 2 項 農地費

1.農業用施設 172,611 12,100 184,711 12,100 14.工事請負費 12,100 農業用施設整備事業 12,100○
新設維持費 (農地整備課)

施設改修工事費 12,10014.

485,444 12,100 497,544 12,100計

6 款 農林水産業費 3 項 林業費

1.林業振興費 91,439 25,800 117,239 25,800 18.負担金、補 25,800 林業振興事業 25,800○
助及び交付 (農林水産課)
金 とくしま農山漁村緊急 25,80018.

投資事業補助金

91,439 25,800 117,239 25,800計

6 款合計 1,021,601 37,900 1,059,501 25,800 12,100
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9 款 消防費 1 項 消防費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　明

5.防災費 191,376 12,000 203,376 12,000 24.積立金 12,000 防災対策費 12,000○
(危機管理課)
危機管理対策基金積立 12,00024.
金

1,541,039 12,000 1,553,039 12,000計

9 款合計 1,541,039 12,000 1,553,039 12,000

10 款 教育費 2 項 小学校費

1.学校管理費 265,263 1,320 266,583 498 822 12.委託料 1,320 小学校保健費 1,320○
(学校教育課)
派遣業務委託料 1,32012.

2.教育振興費 336,332 74,458 410,790 △330 74,800 △12 17.備品購入費 74,458 小学校情報教育設備整 74,458○
備事業
(学校教育課)
情報機器購入費 74,45817.

1,036,523 75,778 1,112,301 168 74,800 810計

10 款 教育費 3 項 中学校費

2.教育振興費 212,581 34,322 246,903 △2,384 36,700 6 17.備品購入費 34,322 中学校情報教育設備整 34,322○
備事業
(学校教育課)
情報機器購入費 34,32217.

543,088 34,322 577,410 △2,384 36,700 6計
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10 款 教育費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　明

10 款合計 4,305,399 110,100 4,415,499 △2,216 111,500 816

37,470,000 164,200 37,634,200 35,584 123,600 4,200 816歳出合計

―　17　―



（単位：千円）

（1） 25,164,030 26,488,698 2,847,400 2,414,936 26,921,162 

1 総 務 3,913,972 3,588,295 173,200 409,393 3,352,102 

2 民 生 803,247 770,195 358,400 84,473 1,044,122 

3 衛 生 3,096,162 2,867,718 170,700 336,843 2,701,575 

4 労 働 債 400 400 

5 農 林 水 産 1,584,879 2,478,283 51,300 179,194 2,350,389 

6 商 工 33,032 42,256 115,300 3,976 153,580 

7 土 木 5,634,719 6,133,022 756,300 557,586 6,331,736 

8 公 営 住 宅 1,169,701 1,063,530 10,400 111,127 962,803 

9 消 防 1,151,461 1,302,094 277,300 187,802 1,391,592 

10 教 育 7,776,857 8,243,305 934,100 544,542 8,632,863 

地方債の前前年度末における現在高並びに前年度末及び当該年度末における現在高の見込みに関する調書

当 該 年 度 中 増 減 見 込 み

普 通 債

区  　　　　　　　分 前 前 年 度 末 現 在 高 前年度末現在高見込額 当該年度末現在高見込額当 該 年 度 中
起 債 見 込 額

当 該 年 度 中
元金償還見込額
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（2） 75,687 69,038 2,800 9,273 62,565 

1 補 助 災 害 57,848 45,322 2,800 6,750 41,372 

2 単 独 災 害 17,839 23,716 2,523 21,193 

（3） 10,002,263 9,265,288 970,846 8,294,442 

1 減 収 補 塡 債 876,261 804,243 127,110 677,133 

2 減 税 補 塡 債 19,536 6,231 6,231 0 

3 臨 時 財 政 対 策 債 8,233,128 7,403,583 811,118 6,592,465 

4 調 整 債 307,400 459,100 459,100 

5 一 般 会 計 出 資 債 565,938 592,131 26,387 565,744 

35,241,980 35,823,024 2,850,200 3,395,055 35,278,169 

当 該 年 度 中 増 減 見 込 み

災 害 復 旧 債

そ の 他

合 計

区  　　　　　　　分 前 前 年 度 末 現 在 高 前年度末現在高見込額 当該年度末現在高見込額当 該 年 度 中
起 債 見 込 額

当 該 年 度 中
元金償還見込額
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第６号議案 

消防救急デジタル無線装置更新整備事業の委託契約について 

　下記のとおり委託契約を締結する。 

　　令和８年６月１日提出 

阿南市長　岩　佐　義　弘 

記 

１　契約の目的　　消防救急デジタル無線装置更新整備事業の委託 

２　契約の方法　　指名競争入札による契約 

３　契 約 金 額　　金１億５，０７０万円 

４　契約の相手方　　高松市上之町三丁目１番４号 

　　　　　　　　　　　四電エンジニアリング株式会社 

取締役社長　黒川　肇一 

　　　　　　　　　　代理人 

　　　　　　　　　　徳島市西須賀町下中須７９番地１ 

　　　　　　　　　　　四電エンジニアリング株式会社　徳島支店 

　　　　　　　　　　　　支店長　佐藤　文紀 

 

提案理由 

事業の委託契約について、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和３９年阿南市条例第

６号）第２条の規定により議会の議決を経る必要がある。これが、この案件を提出する理由である。 

 



報告第１号 

損害賠償（交通事故）の額の決定及び和解に係る専決処分の報告について 

　損害賠償の額の決定及び和解について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定に基づき、別

記１及び別記２のとおり専決処分をしたので、同条第２項の規定により報告する。 

　　令和８年６月１日 

阿南市長　岩　佐　義　弘 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



別記１ 

専決第９号 

専　決　処　分　書 

交通事故による損害賠償の額を決定し、及び和解することについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０

条第１項の規定に基づき、次のとおり専決処分をする。 

　　令和８年４月１０日専決 

 

阿南市長　岩　佐　義　弘 

 

１　事故発生日時　　令和８年１月２８日（水） 

　　　　　　　　　　午前９時２５分頃 

２　事故発生場所　　阿南市羽ノ浦町中庄段上８番地１０ 

３　和解の相手方　　阿南市在住　１名 

４　事故の概要　　上記の日時及び場所において、阿南市の公用車が対向車両を回避しようとしたところ、左前輪が相 

手方所有の養生中の駐車場に侵入し、これに損傷を与えた。 

５　損害賠償の額　　３８万２，９７６円 

６　和解の内容　　市が相手方に対して、上記の損害賠償の額を支払う。 



別記２ 

専決第１０号 

専　決　処　分　書 

交通事故による損害賠償の額を決定し、及び和解することについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０

条第１項の規定に基づき、次のとおり専決処分をする。 

　　令和８年４月２０日専決 

 

阿南市長　岩　佐　義　弘 

 

１　事故発生日時　　令和７年７月２３日（水） 

　　　　　　　　　　午前１０時２０分頃 

２　事故発生場所　　阿南市羽ノ浦町中庄宮ノ前６番地１５地先 

３　和解の相手方　　徳島市在住　１法人 

４　事故の概要　　上記の日時及び場所において、ごみ収集車が後進した際、相手方の所有する車両に接触し、これに

損害を与えた。 

５　損害賠償の額　　７万１，９０７円 

６　和解の内容　　市が相手方に対して、上記の損害賠償の額を支払う。



報告第２号 

損害賠償（道路事故）の額の決定及び和解に係る専決処分の報告について 

　損害賠償の額の決定及び和解について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定に基づき、別

記のとおり専決処分をしたので、同条第２項の規定により報告する。 

　　令和８年６月１日 

阿南市長　岩　佐　義　弘 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



別記 

専決第１１号 

専　決　処　分　書 

道路管理上の瑕疵に基づく事故に関する損害賠償の額を決定し、及び和解することについて、地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第１８０条第１項の規定に基づき、次のとおり専決処分をする。 

　　令和８年５月１０日専決 

 

阿南市長　岩　佐　義　弘 

 

１　事故発生日時　　令和６年１月１７日（水） 

　　　　　　　　　　午後６時頃 

２　事故発生場所　　阿南市那賀川町上福井元畭１５５番２地先 

３　和解の相手方　　阿南市在住　２名 

４　事故の概要　　上記の日時及び場所において、市道の陥没により同所を通過した相手方車両に損傷を与えた。 

５　損害賠償の額　　３万８４４円 

６　和解の内容　　市が相手方に対して、上記の損害賠償の額を支払う。



報告第３号 

令和７年度阿南市一般会計繰越明許費繰越計算書の報告について 

　地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４６条第２項の規定に基づき、別記のとおり繰越計算書を調製した

ので、報告する。 

　　令和８年６月１日 

阿南市長　岩　佐　義　弘



（単位：円）

既 収 入

特定財源 国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他

2 総務費 1 総務管理費 企画調整事業 360,000 358,000 358,000

2 総務費 1 総務管理費
情報文化センター施設
整備事業

30,400,000 30,367,000 27,500,000 2,867,000

2 総務費 3 
戸籍住民基本台
帳費

住基・戸籍システム改
修事業

3,254,000 3,253,000 3,253,000 0

3 民生費 1 社会福祉費
介護保険施設等整備事
業

7,730,000 7,730,000 7,730,000 0

3 民生費 1 社会福祉費 隣保館施設整備事業 10,200,000 9,903,000 58,000 932,000 8,100,000 813,000

3 民生費 2 児童福祉費
物価高対応子育て応援
手当給付事業

2,400,000 2,400,000 2,400,000 0

4 衛生費 1 保健衛生費
ひまわり会館施設整備
事業

18,000,000 18,000,000 18,000,000 0

4 衛生費 2 清掃費 ごみ収集管理事業 42,600,000 42,500,000 31,500,000 11,000,000

6 農林水産業費 2 農地費 農業用施設整備事業 107,400,000 101,553,000 111,000 38,578,000 59,700,000 3,164,000

6 農林水産業費 2 農地費 県営農業農村整備事業 120,970,000 111,449,000 257,000 106,000,000 590,000 4,602,000

6 農林水産業費 4 水産業費 漁港整備事業 5,300,000 5,021,000 554,000 4,400,000 67,000

7 商工費 1 商工費 社会福祉会館整備事業 5,200,000 5,170,000 4,600,000 570,000

左  の  財  源  内  訳

未　収　入　特　定　財　源

令和７年度　阿南市一般会計繰越明許費繰越計算書

款 項 事  業  名 金    額 翌年度繰越額
一 般 財 源



（単位：円）

既 収 入

特定財源 国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他

左  の  財  源  内  訳

未　収　入　特　定　財　源款 項 事  業  名 金    額 翌年度繰越額
一 般 財 源

7 商工費 1 商工費
那賀川町複合施設整備
事業

8,400,000 8,378,000 8,378,000 0

7 商工費 1 商工費
食料品等価格高騰対応
商品券事業

381,000,000 380,827,000 380,827,000 0

7 商工費 1 商工費 観光施設整備事業 25,100,000 13,867,000 11,467,000 2,400,000 0

8 土木費 1 土木管理費 急傾斜地崩壊対策事業 30,500,000 26,862,000 6,165,000 16,531,000 3,600,000 549,000 17,000

8 土木費 2 道路橋りょう費
道路橋りょう維持管理
事業

19,900,000 7,844,000 7,844,000

8 土木費 2 道路橋りょう費
道路橋りょう新設改良
事業

34,300,000 21,720,000 19,400,000 2,320,000

8 土木費 2 道路橋りょう費 道路舗装事業 6,900,000 6,546,000 5,700,000 846,000

8 土木費 2 道路橋りょう費 側溝整備事業 4,050,000 2,751,000 2,751,000

8 土木費 2 道路橋りょう費
道路橋りょう整備交付
金事業

316,200,000 211,283,000 64,769,000 57,240,000 39,000 81,900,000 7,335,000

8 土木費 3 河川費 河川整備事業 149,900,000 144,360,000 9,000 144,300,000 51,000

8 土木費 4 都市計画費
都市排水路新設改良事
業

62,900,000 62,727,000 62,700,000 27,000

8 土木費 4 都市計画費 都市下水路整備事業 9,000,000 4,636,000 1,854,000 2,500,000 282,000

8 土木費 5 住宅費
木造住宅耐震改修加速
事業

51,800,000 51,800,000 25,900,000 18,037,000 7,863,000



（単位：円）

既 収 入

特定財源 国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他

左  の  財  源  内  訳

未　収　入　特　定　財　源款 項 事  業  名 金    額 翌年度繰越額
一 般 財 源

8 土木費 5 住宅費 あなんぐらし支援事業 700,000 42,000 42,000

8 土木費 5 住宅費
民間建築物耐震化支援
事業

19,100,000 19,030,000 10,380,000 4,325,000 4,325,000

8 土木費 5 住宅費
老朽建築物除却等支援
事業

3,300,000 3,275,000 1,125,000 1,074,000 1,076,000

8 土木費 5 住宅費 減災化対策支援事業 1,400,000 1,392,000 96,000 648,000 648,000

9 消防費 1 消防費 防災設備整備事業 80,043,000 80,043,000 35,043,000 40,000,000 5,000,000 0

9 消防費 1 消防費
自衛隊駐屯地関連基盤
整備事業

7,500,000 7,500,000 6,700,000 800,000

10 教育費 2 小学校費 小学校校舎改修事業 276,900,000 256,117,000 251,100,000 5,017,000

10 教育費 3 中学校費 中学校校舎改修事業 64,400,000 64,375,000 60,000 64,200,000 115,000

10 教育費 5 社会教育費
文化財天然記念物保護
事業

3,200,000 3,155,000 9,000 2,523,000 315,000 300,000 8,000

10 教育費 5 社会教育費 図書館整備事業 54,500,000 38,255,000 38,255,000 0

13 諸支出金 2 繰出金 水道事業会計出資事業 47,300,000 39,000,000 39,000,000 0

2,012,107,000 1,793,489,000 165,135,000 534,260,000 79,547,000 948,600,000 1,139,000 64,808,000計



報告第４号 

令和７年度阿南市水道事業会計予算繰越計算書の報告について 

　令和７年度阿南市水道事業会計予算繰越について、地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第２６条第３項の規

定に基づき、別記のとおり繰越計算書を調製したので、報告する。 

　　令和８年６月１日提出 

阿南市長　岩　佐　義　弘 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



（単位：円）

４ １

資 本 的 支 出 上 水 道 桑野川横断部送水管布設替工事 ほか 69,000,000

建設改良費

２

簡 易 水 道 大井浄水場施設改造計画 10,874,000 8,030,000 220,000 200,000 20,000 0

建設改良費

     （注） 1 法第26条第1項の規定による建設改良費の繰越額と同条第2項ただし書の規定による事故繰越額とは、それぞれ別表として作成すること。

2 財源内訳欄には、翌年度繰越額に充てるべき翌年度における財源（当該年度における財源のうち翌年度に収入するものを含む。）の予定を記載すること。

なお、この場合においては、企業債、損益勘定留保資金等財源の名称を具体的に記載すること。

3 説明欄には、繰越しの理由を記載すること。

浄水装置の納入が
遅れたため。

2,624,000

154,633,02038,668,000 0 入札不調による再
度入札に不測の日
数を要したため。

1,000,065,000 208,828,980 636,603,000 448,600,000 80,335,000

支 払 義 務
発 生 額

翌年度繰越額 不　用　額 説　　明
企　業　債

工　　　事
負　担　金

他 会 計
負 担 金

当年度損益
勘 定
留 保 資 金

令　和　７　年　度　阿　南　市　水　道　事　業　会　計　予　算　繰　越　計　算　書

　地方公営企業法第２６条第１項の規定による建設改良費の繰越額

　左　の　財　源　内　訳

翌年度繰越額に
係る繰越を要す
るたな卸資産の
購 入 限 度 額

款 項 事　       業　       名 予算計上額



（単位：円）

104 １

資 本 的 支 出 上 水 道 市道神社寺前線ほか配水管布設替工事 0

建設改良費

（単位：円）

2 １

水道事業費用 上 水 道 橘送水管廃止工事技術支援業務

営 業 費 用

     （注） 1 法第26条第1項の規定による建設改良費の繰越額と同条第2項ただし書の規定による事故繰越額とは、それぞれ別表として作成すること。

2 財源内訳欄には、翌年度繰越額に充てるべき翌年度における財源（当該年度における財源のうち翌年度に収入するものを含む。）の予定を記載すること。

なお、この場合においては、企業債、損益勘定留保資金等財源の名称を具体的に記載すること。

3 説明欄には、繰越しの理由を記載すること。

2,227,000 160,925,121 0 潮の影響により、
業務に要する調査
結果の入手に不測
の日数を要したた
め。

支 払 義 務
発 生 額

翌年度繰越額 不　用　額 説　　明
水　道　事　業　収　入

1,249,671,000 1,086,518,879 2,227,000

　地方公営企業法第２６条第２項ただし書の規定による事故繰越額

　左　の　財　源　内　訳

翌年度繰越額に
係る繰越を要す
るたな卸資産の
購 入 限 度 額

款 項 事　       業　       名 予算計上額

施工範囲が想定よ
り広がったこと、
また狭隘道路のた
め人力作業に不測
の日数を要し、年
度内の完了が見込
めなくなったた
め。

768,016,000 627,096,800 32,670,000 0 0 32,670,000 108,249,200 0

不　用　額 説　　明

翌年度繰越額に
係る繰越を要す
るたな卸資産の
購 入 限 度 額企　業　債

工　　　事
負　担　金

他 会 計
負 担 金

当年度損益
勘 定
留 保 資 金

　左　の　財　源　内　訳

款 項 事　       業　       名 予算計上額
支 払 義 務
発 生 額

翌年度繰越額

令　和　７　年　度　阿　南　市　水　道　事　業　会　計　予　算　繰　越　計　算　書

　地方公営企業法第２６条第２項ただし書の規定による建設改良費の事故繰越額



報告第５号

令和７年度阿南市公共下水道事業会計予算繰越計算書の報告について

 令和７年度阿南市公共下水道事業会計予算繰越について、地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第２６条第３

項の規定に基づき、別記のとおり繰越計算書を調製したので、報告する。

令和８年６月１日提出

                                        阿南市長 岩 佐 義 弘



　地方公営企業法第２６条第１項の規定による建設改良費の繰越額

（単位：円）

４ １

資本的支出 建設改良費

令　和 ７ 年　度　阿　南　市　公　共　下　水　道　事　業　会　計　予　算　繰　越　計　算　書

　左　の　財　源　内　訳

翌年度繰越額
に係る繰越を
要するたな卸
資産の購入限

度額

説　　明
款 項 事　       業　       名 予算計上額

支 払 義 務
発 生 額

翌年度繰越額 不　用　額

国庫補助金 企　業　債
当年度損益
勘 定
留 保 資 金

富岡雨水ポンプ場電気設備更新工事
ほか 66,155,000 51,256,153 12,934,000 5,339,000 7,400,000 195,000 1,964,847 0 関係機関との協議等

に不測の日数を要し
た。



 

報告第６号 

令和７年度阿南市羽ノ浦農業集落排水事業会計予算繰越計算書の報告について 

　令和７年度阿南市羽ノ浦農業集落排水事業会計予算繰越について、地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第２

６条第３項の規定に基づき、別記のとおり繰越計算書を調製したので、報告する。 

令和８年６月１日提出 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　阿南市長　岩　佐　義　弘



　地方公営企業法第２６条第１項の規定による建設改良費の繰越額

（単位：円）

４ 1

令　和　７ 年　度　阿　南　市　羽　ノ　浦　農　業　集　落　排　水　事　業　会　計　予　算　繰　越　計　算　書

　左　の　財　源　内　訳

款 項 事　       業　       名 予算計上額
支 払 義 務
発 生 額

翌年度繰越額 不　用　額

国庫補助金 企　業　債
当 年 度 損 益
勘 定
留 保 資 金

資本的支出 建設改良費 岩脇・羽ノ浦西地区処理施設等更新工事ほか 48,908,000 10,160,380 12,100,000 4,500,000 5,600,000 2,000,000 26,647,620 0 各機器の更新事業費
の見直しに不測の日数
を要した

翌年度繰越額
に係る繰越を
要するたな卸
資産の購入限
度額

説　　明
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